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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＴＮモードの液晶セル、その両側に配置された二枚の偏光板およびバックライトからな
り、二枚の偏光板がいずれも偏光膜およびその両側に配置された二枚の透明保護膜からな
るＴＮ型液晶表示装置であって、
　透明保護膜の少なくとも一枚がセルロースアシレートフイルムおよび円盤状液晶性化合
物から形成された光学異方性層を有する光学補償フイルムであって、セルロースアシレー
トフイルムの面内のレターデーション値および厚み方向のレターデーション値が下記式（
Ｉ）および（II）を満足し、さらに光学異方性層において円盤状液晶性化合物の円盤状構
造単位の面がセルロースアシレートフイルム表面に対して傾き、且つ円盤状構造単位の面
とセルロースアシレートフイルム表面とのなす角度が光学異方性層の深さ方向において変
化していることにより、上下の視野角および左右の視野角の一方が１１０°乃至１７０°
であり、他方が５０°乃至９０°であることを特徴とするＴＮ型液晶表示装置：
（Ｉ）０＜Ｒｅ（６３０）＜１０
（II）｜Ｒｔｈ（６３０）｜＜２５
［式中、Ｒｅ（λ）は、波長λｎｍで測定したセルロースアシレートフイルムの面内のレ
ターデーション値（単位：ｎｍ）であり；Ｒｔｈ（λ）は、波長λｎｍで測定したセルロ
ースアシレートフイルムの厚み方向のレターデーション値（単位：ｎｍ）である］。
【請求項２】
　セルロースアシレートフイルムが、レターデーション低下剤を下記式（Ｖ）および（VI
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）を満足する量で含有していることを特徴とする請求項１に記載のＴＮ型液晶表示装置：
（Ｖ）（Ｒｔｈ（Ａ）－Ｒｔｈ（０））／Ａ＜－１．０
（VI）０．０１＜Ａ＜３０
［式中、Ｒｔｈ（Ａ）は、波長６３０ｎｍで測定したレターデーション低下剤をＡ質量％
含有するセルロースアシレートフイルムの厚み方向のレターデーション値であり；Ｒｔｈ
（０）は、波長６３０ｎｍで測定したレターデーション低下剤を含有しない以外は上記と
同様に作製したセルロースアシレートフイルムの厚み方向のレターデーション値であり；
そして、Ａは、セルロースアシレートに対するレターデーション低下剤の添加量（質量％
）である］。
【請求項３】
　セルロースアシレートのアシル置換度が２．８５乃至３．００である請求項１に記載の
ＴＮ型液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学補償フイルム、およびそれを用いた偏光板に関する。さらに本発明は、
使用者だけが画面の表示を視認できるように、視野角特性を制御した液晶表示装置に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は、偏光板と液晶セルから構成されている。
　現在主流であるＴＮモードのＴＦＴ液晶表示装置においては、光学補償フイルムを偏光
板と液晶セルの間に挿入し、表示品位の高い液晶表示装置を実現している（例えば、特許
文献１参照）。
【０００３】
　液晶表示装置は通常、ある程度の視野角の制限はあるものの、視野角内にあるすべての
観測者の目で表示が視認できる。つまり、一度に複数の人が一つの液晶表示装置の表示を
同時に見ることができる。上記公報のように改良された最近の広視野角化対策技術により
その傾向は顕著となりつつある。
【０００４】
　これは使用者が見る位置を多少変えても常に正しく表示を視認できるという点では大変
好都合であるが、一方では自分が見ている表示中の内容を他人にも見られてしまうという
セキュリティやプライバシーの問題もある。例えば、会社員が携帯情報端末の表示を電車
内のような他人がすぐ近くにいる社外で見るような場合に、それが社外秘の重要な緊急メ
ールなどのときには、周囲の人の目が気になってメールを開き、見ることが困難な場合が
ある。また、機密上問題のない表示内容であっても、他人には見られたくない場合もある
。
【０００５】
【特許文献１】特開平８－５０２０６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ＴＮ型液晶ディスプレイは近年、視角特性が著しく改良され、ある程度の視角範囲にい
る人には表示は見えてしまう。
【０００７】
　ヘッドマウントディスプレイは、ゴーグル型の表示装置であり、使用者がその頭部に装
着することで内部の小型の液晶ディスプレイで使用者だけが表示を見ることができ、他人
が見ることはできない。しかし、現在この種の装置はかさばって見た目が悪く、また重量
も比較的重いので、使用感が今一つ快適でなく、装着中は周囲がまったく見えなくなって
しまうという問題もある。
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【０００８】
　眼鏡型ディスプレイの提案もなされているが、ディスプレイ自体を小型化するためのコ
ストアップ、解像度の低下、高価な光学系、焦点距離が短くて使用者が非常に疲れやすい
といった諸問題がある。
【０００９】
　本発明の目的は、使用者以外の第三者が近くで覗き込んでも表示内容を視認することを
できなくし、使用者だけが表示を視認することができて、セキュリティやプライバシーを
保つことのできる液晶表示装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　液晶セルを使用者だけが視認出来るように、光学的に補償するために、透明ポリマーフ
イルム上に、液晶性化合物から形成された光学異方性層が備えられてなる光学補償フイル
ムを用いる。
　本発明者の研究により、透明ポリマーフイルムの光学特性を特殊に制御することで、使
用者だけが視認出来る光学補償フイルムを得るに至った。
【００１１】
　本発明の目的は、下記（１）～（３）のＴＮ型液晶表示装置により達成された。
　（１）ＴＮモードの液晶セル、その両側に配置された二枚の偏光板およびバックライト
からなり、二枚の偏光板がいずれも偏光膜およびその両側に配置された二枚の透明保護膜
からなるＴＮ型液晶表示装置であって、
　透明保護膜の少なくとも一枚がセルロースアシレートフイルムおよび円盤状液晶性化合
物から形成された光学異方性層を有する光学補償フイルムであって、セルロースアシレー
トフイルムの面内のレターデーション値および厚み方向のレターデーション値が下記式（
Ｉ）および（II）を満足し、さらに光学異方性層において円盤状液晶性化合物の円盤状構
造単位の面がセルロースアシレートフイルム表面に対して傾き、且つ円盤状構造単位の面
とセルロースアシレートフイルム表面とのなす角度が光学異方性層の深さ方向において変
化していることにより、上下の視野角および左右の視野角の一方が１１０°乃至１７０°
であり、他方が５０°乃至９０°であることを特徴とするＴＮ型液晶表示装置：
（Ｉ）０＜Ｒｅ（６３０）＜１０
（II）｜Ｒｔｈ（６３０）｜＜２５
［式中、Ｒｅ（λ）は、波長λｎｍで測定したセルロースアシレートフイルムの面内のレ
ターデーション値（単位：ｎｍ）であり；Ｒｔｈ（λ）は、波長λｎｍで測定したセルロ
ースアシレートフイルムの厚み方向のレターデーション値（単位：ｎｍ）である］。
【００１２】
　（２）セルロースアシレートフイルムが、レターデーション低下剤を下記式（Ｖ）およ
び（VI）を満足する量で含有していることを特徴とする（１）に記載のＴＮ型液晶表示装
置：
（Ｖ）（Ｒｔｈ（Ａ）－Ｒｔｈ（０））／Ａ＜－１．０
（VI）０．０１＜Ａ＜３０
［式中、Ｒｔｈ（Ａ）は、波長６３０ｎｍで測定したレターデーション低下剤をＡ質量％
含有するセルロースアシレートフイルムの厚み方向のレターデーション値であり；Ｒｔｈ
（０）は、波長６３０ｎｍで測定したレターデーション低下剤を含有しない以外は上記と
同様に作製したセルロースアシレートフイルムの厚み方向のレターデーション値であり；
そして、Ａは、セルロースアシレートに対するレターデーション低下剤の添加量（質量％
）である］。
　（３）セルロースアシレートのアシル置換度が２．８５乃至３．００である（１）に記
載のＴＮ型液晶表示装置。
【００１６】
　本明細書において、Ｒｅ（λ）、Ｒｔｈ（λ）は各々、波長λにおける面内のレターデ
ーションおよび厚さ方向のレターデーションを表すが、Ｒｅ（λ）はＫＯＢＲＡ２１ＡＤ
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Ｈ（王子計測機器（株）製）において波長λｎｍの光をフイルム法線方向に入射させて測
定される。Ｒｔｈ（λ）は前記Ｒｅ（λ）、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ２１ＡＤＨにより
判断される）を傾斜軸（回転軸）としてフイルム法線方向に対して＋４０°傾斜した方向
から波長λｎｍの光を入射させて測定したレターデーション値、および面内の遅相軸を傾
斜軸（回転軸）としてフイルム法線方向に対して－４０°傾斜した方向から波長λｎｍの
光を入射させて測定したレターデーション値の計３つの方向で測定したレターデーション
値を基にＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨが算出する。ここで平均屈折率の仮定値は　ポリマーハ
ンドブック（ＪＯＨＮ　ＷＩＬＥＹ＆ＳＯＮＳ，ＩＮＣ）、各種光学フイルムのカタログ
の値を使用することができる。平均屈折率の値が既知でないものについてはアッベ屈折計
で測定することができる。
　主なポリマーフイルムの平均屈折率の値は、以下の通りです。
　セルロースアシレートフイルム：　　１．４８
　シクロオレフィンポリマーフイルム：１．５２
　ポリカーボネートフイルム：　　　　１．５９
　ポリメチルメタクリレートフイルム：１．４９
　ポリスチレンフイルム：　　　　　　１．５９
　平均屈折率の仮定値と膜厚を入力することで、ＫＯＢＲＡ２１ＡＤＨはｎｘ、ｎｙ、ｎ
ｚを算出する。
　さらに、本明細書において、「実質的に平行」とは、厳密な角度よりも±５゜未満の範
囲内であることを意味する。この範囲は、±４゜未満であることが好ましく、±３゜未満
であることがさらに好ましく、±２゜未満であることが最も好ましい。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の光学補償フイルムは、透明ポリマーフイルム上に、液晶性化合物から形成され
た光学異方性層が備えられてなる。この光学補償フイルムを液晶表示装置に用いることで
、副作用なしに液晶セルを使用者だけが視認可能なように光学的に補償することに成功し
た。
　偏光板の保護膜は、一般にセルロースアシレートフイルムからなる。上記の光学補償フ
イルムを偏光板の一方の保護膜として用いると、偏光板の構成要素の数を増加することな
く、偏光板に光学補償機能を追加するができる。
　上記の光学補償フイルムおよび上記の光学補償フイルムを保護膜として用いた偏光板は
、ＴＮ（Twisted Nematic）型の液晶表示装置に有利に用いることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　光学補償フイルムは、透明ポリマーフイルム（好ましくは、セルロースアシレートフイ
ルム）と液晶性化合物から形成された光学異方性層とを有する。
【００１９】
［透明ポリマーフイルム］
　透明ポリマーフイルムのレターデーションは小さいことが望ましい。
　具体的には、波長６３０ｎｍにおける面内のレターデーションＲｅ（６３０）が１０ｎ
ｍ以下 （０＜Ｒｅ（６３０）＜１０）でかつ、膜厚方向のレターデーションＲｔｈ（６
３０）の絶対値が２５ｎｍ以下（｜Ｒｔｈ｜＜２５ｎｍ）であることがのぞましい。さら
にのぞましくは、０＜Ｒｅ（６３０）＜５かつ｜Ｒｔｈ｜＜２０ｎｍであり、０＜Ｒｅ（
６３０）＜２かつ｜Ｒｔｈ｜＜１５ｎｍであることが特に好ましい。
　この光学特性を満足する透明ポリマーフイルムであれば、特に制限はない。ポリマーと
しては、セルロースアシレート、ノルボルネン系ポリマー、ポリカーボネート、ポリスチ
レン、ポリビニルアルコール、ポリエチレン、ポリプロピレンが使用できる。
【００２０】
　特に、偏光板の保護フイルムとして使用されているセルロースアシレートフイルムを使
用すると、偏光板の部材点数を増やすことなく、液晶表示装置に適用できるため、より好
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ましい。
　セルロースアシレートフイルムの場合、上記光学特性を実現するために、セルロースア
シレートが面内および膜厚方向に配向するのを抑制する化合物を用いて光学的異方性を十
分に低下させ、ＲｅとＲｔｈを共にゼロに近くなるようにすることが好ましい。
【００２１】
　本発明の発明者らは、鋭意検討した結果、波長２００～４００ｎｍの紫外領域に吸収を
持つことによりフイルムの着色を防止し、フイルムのＲｅ（λ）およびＲｔｈ（λ）の波
長分散を制御できる化合物を用いることによって波長４００ｎｍと７００ｎｍでのＲｅ、
Ｒｔｈの差、｜Ｒｅ（４００）－Ｒｅ（７００）｜および｜Ｒｔｈ（４００）－Ｒｔｈ（
７００）｜を小さく出来ることを見出した。
【００２２】
　本発明において、波長分散が小さいセルロースアシレートフイルムとしては、｜Ｒｅ（
４００）－Ｒｅ（７００）｜＜１０かつ｜Ｒｔｈ（４００）－Ｒｔｈ（７００）｜＜３５
であることがのぞましい。さらにのぞましくは、｜Ｒｅ（４００）－Ｒｅ（７００）｜＜
５かつ｜Ｒｔｈ（４００）－Ｒｔｈ（７００）｜＜２５であり、｜Ｒｅ（４００）－Ｒｅ
（７００）｜＜３かつ｜Ｒｔｈ（４００）－Ｒｔｈ（７００）｜＜１５であることが特に
のぞましい。
【００２３】
［セルロースアシレート]
　透明ポリマーフイルムは、セルロースアシレートからなることが特に好ましい。
　セルロースアシレート原料のセルロースとしては、綿花リンタや木材パルプ（広葉樹パ
ルプ，針葉樹パルプ）などがあり、何れの原料セルロースから得られるセルロースアシレ
ートでも使用でき、場合により混合して使用してもよい。これらの原料セルロースについ
ての詳細な記載は、例えばプラスチック材料講座（１７）繊維素系樹脂（丸澤、宇田著、
日刊工業新聞社、１９７０年発行）や発明協会公開技報２００１－１７４５（７頁～８頁
）に記載のセルロースを用いることができる。
【００２４】
　次に上述のセルロースを原料に製造される本発明のセルロースアシレートについて記載
する。本発明のセルロースアシレートはセルロースの水酸基がアシル化されたもので、そ
の置換基はアシル基の炭素原子数が２のアセチル基から炭素原子数が２２のものまでいず
れも用いることができる。本発明のセルロースアシレートにおいて、セルロースの水酸基
に置換する酢酸及び／又は炭素原子数３～２２の脂肪酸の結合度を測定し、計算によって
置換度を得ることができる。測定方法としては、ＡＳＴＭのＤ－８１７－９１に準じて実
施することが出来る。
【００２５】
　上述のように本発明のセルロースアシレートにおいて、セルロースの水酸基へのアシル
置換度が２．５０～３．００であることがのぞましい。さらには置換度が２．７５～３．
００であることがのぞましく、２．８５～３．００であることがよりのぞましい。
【００２６】
　セルロースの水酸基に置換する酢酸及び／又は炭素原子数３～２２の脂肪酸のうち、炭
素数２～２２のアシル基としては、脂肪族基でもアリル基でもよく、単一でも２種類以上
の混合物でもよい。それらは、例えばセルロースのアルキルカルボニルエステル、アルケ
ニルカルボニルエステルあるいは芳香族カルボニルエステル、芳香族アルキルカルボニル
エステルなどであり、それぞれさらに置換された基を有していてもよい。これらの好まし
いアシル基としては、アセチル、プロピオニル、ブタノイル、へプタノイル、ヘキサノイ
ル、オクタノイル、デカノイル、ドデカノイル、トリデカノイル、テトラデカノイル、ヘ
キサデカノイル、オクタデカノイル、イソブタノイル、ｔ－ブタノイル 、シクロヘキサ
ンカルボニル、オレオイル、ベンゾイル、ナフチルカルボニル、シンナモイル基などを挙
げることが出来る。これらの中でも、アセチル、プロピオニル、ブタノイル、ドデカノイ
ル、オクタデカノイル、ｔ－ブタノイル、オレオイル、ベンゾイル、ナフチルカルボニル
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、シンナモイルなどが好ましく、アセチル、プロピオニル、ブタノイルがより好ましい。
【００２７】
　本発明の発明者が鋭意検討した結果、上述のセルロースの水酸基に置換するアシル置換
基のうちで、実質的にアセチル基／プロピオニル基／ブタノイル基の少なくとも２種類か
らなる場合においては、その全置換度が２.５０～３．００の場合にセルロースアシレー
トフイルムの光学異方性が低下できることがわかった。より好ましいアシル置換度は２．
６０～３．００であり、さらにのぞましくは２．６５～３．００である。
【００２８】
　本発明で好ましく用いられるセルロースアシレートの重合度は、粘度平均重合度で１８
０～７００であり、セルロースアセテートにおいては、１８０～５５０がより好ましく、
１８０～４００が更に好ましく、１８０～３５０が特に好ましい。重合度が高すぎるとセ
ルロースアシレートのドープ溶液の粘度が高くなり、流延によりフイルム作製が困難にな
る。重合度が低すぎると作製したフイルムの強度が低下してしまう。平均重合度は、宇田
らの極限粘度法（宇田和夫、斉藤秀夫、繊維学会誌、第１８巻第１号、１０５～１２０頁
 、１９６２年）により測定できる。特開平９－９５５３８に詳細に記載されている。
　また、本発明で好ましく用いられるセルロースアシレートの分子量分布はゲルパーミエ
ーションクロマトグラフィーによって評価され、その多分散性指数Ｍｗ／Ｍｎ（Ｍｗは質
量平均分子量、Ｍｎは数平均分子量）が小さく、分子量分布が狭いことが好ましい。具体
的なＭｗ／Ｍｎの値としては、１．０～３．０であることが好ましく、１．０～２．０で
あることがさらに好ましく、１．０～１．６であることが最も好ましい。
【００２９】
　低分子成分が除去されると、平均分子量（重合度）が高くなるが、粘度は通常のセルロ
ースアシレートよりも低くなるため有用である。低分子成分の少ないセルロースアシレー
トは、通常の方法で合成したセルロースアシレートから低分子成分を除去することにより
得ることができる。低分子成分の除去は、セルロースアシレートを適当な有機溶媒で洗浄
することにより実施できる。なお、低分子成分の少ないセルロースアシレートを製造する
場合、酢化反応における硫酸触媒量を、セルロース１００質量部に対して０．５～２５質
量部に調整することが好ましい。硫酸触媒の量を上記範囲にすると、分子量部分布の点で
も好ましい（分子量分布の均一な）セルロースアシレートを合成することができる。本発
明のセルロースアシレートの製造時に使用される際には、その含水率は２質量％以下であ
ることが好ましく、さらに好ましくは１質量％以下であり、特には０．７質量％以下の含
水率を有するセルロースアシレートである。一般に、セルロースアシレートは、水を含有
しており２．５～５質量％が知られている。本発明でこのセルロースアシレートの含水率
にするためには、乾燥することが必要である。本発明のこれらのセルロースアシレートは
、その原料綿や合成方法は発明協会公開技報（公技番号２００１－１７４５、２００１年
３月１５日発行、発明協会）にて７頁～１２頁に詳細に記載されている。
【００３０】
　本発明のセルロースアシレートは置換基、置換度、重合度、分子量分布など前述した範
囲であれば、単一あるいは異なる２種類以上のセルロースアシレートを混合して用いるこ
とができる。
【００３１】
［セルロースアシレートへの添加剤]
　本発明のセルロースアシレート溶液には、各調製工程において用途に応じた種々の添加
剤（例えば、光学的異方性を低下する化合物、波長分散調整剤、紫外線防止剤、可塑剤、
劣化防止剤、微粒子、光学特性調整剤など）を加えることができ、これらについて以下に
説明する。またその添加する時期はドープ作製工程において何れでも添加しても良いが、
ドープ調製工程の最後の調製工程に添加剤を添加し調製する工程を加えて行ってもよい。
　また、実際にセルロースアシレートフイルムの作製にあたってこれらの化合物がセルロ
ースアシレートとよく相溶し、フイルムが白濁したりすることなく、フイルムの物理的強
度も十分であるものであることが好ましい。 
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　本発明のセルロースアシレートフイルムの光学的異方性、とくに下記式（i）で表され
るフイルム膜厚方向のレターデーションＲｔｈを低下させる化合物を、下記式(i)、（ii
）をみたす範囲で少なくとも一種含有することがのぞましい。
（i）（Ｒｔｈ（Ａ）－Ｒｔｈ（０））／Ａ＜－１．０
 (ii)０．０１＜Ａ＜３０
上記式(i)、（ii）は
（i）（Ｒｔｈ（Ａ）－Ｒｔｈ（０））／Ａ＜－２．０
（ii）０．０５＜Ａ＜２５
であることがよりのぞましく、
（ii）（Ｒｔｈ（Ａ）－Ｒｔｈ（０））／Ａ＜－３．０
（iii）０．１＜Ａ＜２０
であることがさらに好ましい。
【００３２】
［セルロースアシレートフイルムの光学的異方性を低下させる化合物の構造的特徴]
　セルロースアシレートフイルムの光学的異方性を低下させる化合物について説明する。
　本発明の発明者らは、鋭意検討した結果、フイルム中のセルロースアシレートが面内お
よび膜厚方向に配向するのを抑制する化合物を用いて光学的異方性を十分に低下させ、Ｒ
ｅとＲｔｈともゼロに近くなるようにした。このためには光学的異方性を低下させる化合
物はセルロースアシレートに十分に相溶し、化合物自身が棒状の構造や平面性の構造を持
たないことが有利である。具体的には芳香族基のような平面性の官能基を複数持っている
場合、それらの官能基を同一平面ではなく、非平面に持つような構造が有利である。
【００３３】
（ＬｏｇＰ値）
　本発明のセルロースアシレートフイルムを作製するにあたっては、上述のようにフイル
ム中のセルロースアシレートが面内および膜厚方向に配向するのを抑制して光学異方性を
低下させる化合物のうち、オクタノール－水分配係数（ｌｏｇＰ値）が０ないし７である
化合物が好ましい。ｌｏｇＰ値が７を超える化合物は、セルロースアシレートとの相溶性
に乏しく、フイルムの白濁や粉吹きを生じやすい。また、ｌｏｇＰ値が０よりも小さな化
合物は親水性が高いために、セルロースアセテートフイルムの耐水性を悪化させる場合が
ある。ｌｏｇＰ値としてさらに好ましい範囲は１ないし６であり、特に好ましい範囲は１
．５ないし５である。
【００３４】
　オクタノール－水分配係数（ｌｏｇＰ値）の測定は、ＪＩＳ日本工業規格Ｚ７２６０－
１０７（２０００）に記載のフラスコ浸とう法により実施することができる。また、オク
タノール－水分配係数（ｌｏｇＰ値）は実測に代わって、計算化学的手法あるいは経験的
方法により見積もることも可能である。計算方法としては、Crippen's fragmentation法 
（ J.Chem.Inf.Comput.Sci.,27,21(1987).）、Viswanadhan's fragmentation法（J.Chem.
Inf.Comput.Sci.,29,163(1989).）、Broto's fragmentation法（Eur.J.Med.Chem.- Chim.
Theor.,19,71(1984).）などが好ましく用いられるが、Crippen's fragmentation法（J.Ch
em.Inf.Comput.Sci.,27,21(1987).）がより好ましい。ある化合物のｌｏｇＰの値が測定 
方法あるいは計算方法により異なる場合に、該化合物が本発明の範囲内であるかどうかは
、Crippen's fragmentation法により判断することが好ましい。
【００３５】
［光学的異方性を低下する化合物の物性]
　光学異方性を低下させる化合物は、芳香族基を含有しても良いし、含有しなくても良い
。また光学異方性を低下させる化合物は、分子量が１５０以上３０００以下であることが
好ましく、１７０以上２０００以下であることがさらに好ましく、２００以上１０００以
下であることが特に好ましい。これらの分子量の範囲であれば、特定のモノマー構造であ
っても良いし、そのモノマーユニットが複数結合したオリゴマー構造、ポリマー構造でも
良い。
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【００３６】
　光学異方性を低下させる化合物は、好ましくは、２５℃で液体であるか、融点が２５～
２５０℃の固体であり、さらに好ましくは、２５℃で液体であるか、融点が２５～２００
℃の固体である。また光学異方性を低下させる化合物は、セルロースアシレートフイルム
作製のドープ流延、乾燥の過程で揮散しないことが好ましい。
　光学異方性を低下させる化合物の添加量は、セルロースアシレートの０．０１ないし３
０質量％であることが好ましく、１ないし２５質量％であることがより好ましく、５ない
し２０質量％であることが特に好ましい。
　光学異方性を低下させる化合物は、単独で用いても、２種以上化合物を任意の比で混合
して用いてもよい。
　光学異方性を低下させる化合物を添加する時期はドープ作製工程中の何れであってもよ
く、ドープ調製工程の最後に行ってもよい。
【００３７】
　光学異方性を低下させる化合物は、少なくとも一方の側の表面から全膜厚の１０％まで
の部分における該化合物の平均含有率が、該セルロースアシレートフイルムの中央部にお
ける該化合物の平均含有率の８０－９９％である。本発明の化合物の存在量は、例えば、
特開平８－５７８７９号公報に記載の赤外吸収スペクトルを用いる方法などにより表面お
よび中心部の化合物量を測定して求めることができる。
【００３８】
　以下に本発明で好ましく用いられる、セルロースアシレートフイルムの光学異方性を低
下させる化合物の具体例を示す。
　一般式（１）の化合物について説明する。
【００３９】
【化１】

【００４０】
　一般式（１）において、Ｒ１１－１３はそれぞれ独立に、炭素数が１ないし２０の脂肪
族基を表す。Ｒ１１－１３は互いに連結して環を形成してもよい。
　Ｒ１１－１３について詳しく説明する。Ｒ１１－１３は好ましくは炭素数が１ないし２
０、さらに好ましくは炭素数が１ないし１６、特に好ましくは、炭素数が１ないし１２で
ある脂肪族基である。ここで、脂肪族基とは、好ましくは脂肪族炭化水素基であり、さら
に好ましくは、アルキル基（鎖状、分岐状および環状のアルキル基を含む。）、アルケニ
ル基またはアルキニル基である。例として、アルキル基としては、メチル、エチル、プロ
ピル、イソプロピル、ブチル、イソブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔ－ブチル、ペンチル、ｔ
－アミル、ヘキシル、オクチル、デシル、ドデシル、エイコシル、２－エチルヘキシル、
シクロペンチル、シクロヘキシル、シクロヘプチル、２，６－ジメチルシクロヘキシル、
４－ｔ－ブチルシクロヘキシル、シクロペンチル、１－アダマンチル、２－アダマンチル
、ビシクロ［２.２.２］オクタン－３－イルなどが挙げられ、アルケニル基としては、例
えば、ビニル、アリル、プレニル、ゲラニル、オレイル、２－シクロペンテン－１－イル
、２－シクロヘキセン－１－イルなどが挙げられ、アルキニル基としては、例えば、エチ
ニル、プロパルギルなどが挙げられる。
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　Ｒ１１－１３で表される脂肪族基は置換されていてもよく、置換基の例としては、ハロ
ゲン原子（フッ素原子、塩素原子、臭素原子、またはヨウ素原子）、アルキル基（直鎖、
分岐、環状のアルキル基で、ビシクロアルキル基、活性メチン基を含む）、アルケニル基
、アルキニル基、アリール基、ヘテロ環基（置換する位置は問わない）、アシル基、アル
コキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、ヘテロ環オキシカルボニル基、カル
バモイル基、Ｎ－アシルカルバモイル基、Ｎ－スルホニルカルバモイル基、Ｎ－カルバモ
イルカルバモイル基、Ｎ－スルファモイルカルバモイル基、カルバゾイル基、カルボキシ
基またはその塩、オキサリル基、オキサモイル基、シアノ基、カルボンイミドイル基（Ca
rbonimidoyl基）、ホルミル基、ヒドロキシ基、アルコキシ基（エチレンオキシ基もしく
はプロピレンオキシ基単位を繰り返し含む基を含む）、アリールオキシ基、ヘテロ環オキ
シ基、アシルオキシ基、（アルコキシもしくはアリールオキシ）カルボニルオキシ基、カ
ルバモイルオキシ基、スルホニルオキシ基、アミノ基、（アルキル、アリールまたはヘテ
ロ環）アミノ基、アシルアミノ基、スルホンアミド基、ウレイド基、チオウレイド基、イ
ミド基、（アルコキシもしくはアリールオキシ）カルボニルアミノ基、スルファモイルア
ミノ基、セミカルバジド基、アンモニオ基、オキサモイルアミノ基、Ｎ－（アルキルもし
くはアリール）スルホニルウレイド基、Ｎ－アシルウレイド基、Ｎ－アシルスルファモイ
ルアミノ基、４級化された窒素原子を含むヘテロ環基（例えばピリジニオ基、イミダゾリ
オ基、キノリニオ基、イソキノリニオ基）、イソシアノ基、イミノ基、（アルキルまたは
アリール）スルホニル基、（アルキルまたはアリール）スルフィニル基、スルホ基または
その塩、スルファモイル基、Ｎ－アシルスルファモイル基、Ｎ－スルホニルスルファモイ
ル基またはその塩、ホスフィノ基、ホスフィニル基、ホスフィニルオキシ基、ホスフィニ
ルアミノ基、シリル基等が挙げられる。
　これらの基はさらに組み合わされて複合置換基を形成してもよく、このような置換基の
例としては、エトキシエトキシエチル基、ヒドロキシエトキシエチル基、エトキシカルボ
ニルエチル基などを挙げることができる。また、Ｒ１１－１３は置換基としてリン酸エス
テル基を含有することもでき、一般式（１）の化合物は同一分子中に複数のリン酸エステ
ル基を有することも可能である。
【００４１】
　一般式（２）および（３）の化合物について説明する。
【００４２】
【化２】

【００４３】
　一般式（２）および（３）において、Ｚは炭素原子、酸素原子、硫黄原子、－ＮＲ２５
－を表し、Ｒ２５は水素原子またはアルキル基を表す。Ｚを含んで構成される５または６
員環は置換基を有していても良く、複数の置換基が互いに結合して環を形成していてもよ
い。Ｚを含んで構成される５または６員環の例としては、テトラヒドロフラン、テトラヒ
ドロピラン、テトラヒドロチオフェン、チアン、ピロリジン、ピペリジン、インドリン、
イソインドリン、クロマン、イソクロマン、テトラヒドロ－２－フラノン、テトラヒドロ
－２－ピロン、４－ブタンラクタム、６－ヘキサノラクタムなどを挙げることができる。
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　また、Ｚを含んで構成される５または６員環は、ラクトン構造またはラクタム構造、す
なわち、Ｚの隣接炭素にオキソ基を有する環状エステルまたは環状アミド構造を含む。こ
のような環状エステルまたは環状アミド構造の例としては、２－ピロリドン、２－ピペリ
ドン、５－ペンタノリド、６－ヘキサノリドを挙げることができる。
【００４４】
　Ｒ２５は水素原子または、好ましくは炭素数が１ないし２０、さらに好ましくは炭素数
が１ないし１６、特に好ましくは、炭素数が１ないし１２であるアルキル基（鎖状、分岐
状および環状のアルキル基を含む。）を表す。Ｒ２５で表されるアルキル基としては、メ
チル、エチル、プロピル、イソプロピル、ブチル、イソブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔ－ブ
チル、ペンチル、ｔ－アミル、ヘキシル、オクチル、デシル、ドデシル、エイコシル、２
－エチルヘキシル、シクロペンチル、シクロヘキシル、シクロヘプチル、２，６－ジメチ
ルシクロヘキシル、４－ｔ－ブチルシクロヘキシル、シクロペンチル、１－アダマンチル
、２－アダマンチル、ビシクロ［２．２．２］オクタン－３－イルなどを挙げることがで
きる。Ｒ２５で表されるアルキル基はさらに置換基を有していてもよく、置換基の例とし
ては前記のＲ１１－１３に置換していても良い基を挙げることができる。
【００４５】
　Ｙ２１－２２はそれぞれ独立に、エステル基、アルコキシカルボニル基、アミド基また
はカルバモイル基を表す。エステル基としては、好ましくは炭素数が１ないし２０、さら
に好ましくは炭素数が１ないし１６、特に好ましくは、炭素数が１ないし１２であり、例
えば、アセトキシ、エチルカルボニルオキシ、プロピルカルボニルオキシ、ブチルカルボ
ニルオキシ、イソブチルカルボニルオキシ、ｔ－ブチルカルボニルオキシ、ｓｅｃ－ブチ
ルカルボニルオキシ、ペンチルカルボニルオキシ、ｔ－アミルカルボニルオキシ、ヘキシ
ルカルボニルオキシ、シクロヘキシルカルボニルオキシ、１－エチルペンチルカルボニル
オキシ、ヘプチルカルボニルオキシ、ノニルカルボニルオキシ、ウンデシルカルボニルオ
キシ、ベンジルカルボニルオキシ、１－ナフタレンカルボニルオキシ、２－ナフタレンカ
ルボニルオキシ、１－アダマンタンカルボニルオキシなどが例示できる。アルコキシカル
ボニル基としては、好ましくは炭素数が１ないし２０、さらに好ましくは炭素数が１ない
し１６、特に好ましくは、炭素数が１ないし１２であり、例えば、メトキシカルボニル、
エトキシカルボニル、プロピルオキシカルボニル、イソプロピルオキシカルボニル、ブト
キシカルボニル、ｔ－ブトキシカルボニル、イソブチルオキシカルボニル、ｓｅｃ－ブチ
ルオキシカルボニル、ペンチルオキシカルボニル、ｔ－アミルオキシカルボニル、ヘキシ
ルオキシカルボニル、シクロヘキシルオキシカルボニル、２－エチルヘキシルオキシカル
ボニル、１－エチルプロピルオキシカルボニル、オクチルオキシカルボニル、３，７－ジ
メチル－３－オクチルオキシカルボニル、３，５，５－トリメチルヘキシルオキシカルボ
ニル、４－ｔ－ブチルシクロヘキシルオキシカルボニル、２，４－ジメチルペンチル－３
－オキシカルボニル、１－アダマンタンオキシカルボニル、２－アダマンタンオキシカル
ボニル、ジシクロペンタジエニルオキシカルボニル、デシルオキシカルボニル、ドデシル
オキシカルボニル、テトラデシルオキシカルボニル、ヘキサデシルオキシカルボニルなど
が例示できる。アミド基としては、好ましくは炭素数が１ないし２０、さらに好ましくは
炭素数が１ないし１６、特に好ましくは、炭素数が１ないし１２であり、例えば、アセタ
ミド、エチルカルボキサミド、プロピルカルボキサミド、イソプロピルカルボキサミド、
ブチルカルボキサミド、ｔ－ブチルカルボキサミド、イソブチルカルボキサミド、ｓｅｃ
－ブチルカルボキサミド、ペンチルカルボキサミド、ｔ－アミルカルボキサミド、ｎ －
ヘキシルカルボキサミド、シクロヘキシルカルボキサミド、１－エチルペンチルカルボキ
サミド、１－エチルプロピルカルボキサミド、ヘプチルカルボキサミド、オクチルカルボ
キサミド、１－アダマンタンカルボキサミド、２－アダマンタンカルボキサミド、ノニル
カルボキサミド、ドデシルカルボキサミド、ペンタカルボキサミド、ヘキサデシルカルボ
キサミドなどが例示できる。カルバモイル基としては、好ましくは炭素数が１ないし２０
、さらに好ましくは炭素数が１ないし１６、特に好ましくは、炭素数が１ないし１２であ
り、例えば、メチルカルバモイル、ジメチルカルバモイル、エチルカルバモイル、ジエチ
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ルカルバモイル、プロピルカルバモイル、イソプロピルカルバモイル、ブチルカルバモイ
ル、ｔ－ブチルカルバモイル、イソブチルカルバモイル、ｓｅｃ－ブチルカルバモイル、
ペンチルカルバモイル、ｔ－アミルカルバモイル、ヘキシルカルバモイル、シクロヘキシ
ルカルバモイル、２－エチルヘキシルカルバモイル、２－エチルブチルカルバモイル、ｔ
－オクチルカルバモイル、ヘプチルカルバモイル、オクチルカルバモイル、１－アダマン
タンカルバモイル、２－アダマンタンカルバモイル、デシルカルバモイル、ドデシルカル
バモイル、テトラデシルカルバモイル、ヘキサデシルカルバモイルなどが例示できる。Ｙ
２１－２２は互いに連結して環を形成してもよい。Ｙ２１－２２はさらに置換基を有して
いてもよく、例としては前記のＲ１１－１３に置換していても良い基を挙げることができ
る。
【００４６】
　一般式（４）～（１２）の化合物について説明する。
【００４７】
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【化３】

【００４８】
　一般式（４）～（１２）において、Ｙ３１－７０はそれぞれ独立に、エステル基、アル
コキシカルボニル基、アミド基、カルバモイル基またはヒドロキシ基を表す。エステル基
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としては、好ましくは炭素数が１ないし２０、さらに好ましくは炭素数が１ないし１６、
特に好ましくは、炭素数が１ないし１２であり、例えば、アセトキシ、エチルカルボニル
オキシ、プロピルカルボニルオキシ、ブチルカルボニルオキシ、イソブチルカルボニルオ
キシ、ｔ－ブチルカルボニルオキシ、ｓｅｃ－ブチルカルボニルオキシ、ペンチルカルボ
ニルオキシ、ｔ－アミルカルボニルオキシ、ヘキシルカルボニルオキシ、シクロヘキシル
カルボニルオキシ、１－エチルペンチルカルボニルオキシ、ヘプチルカルボニルオキシ、
ノニルカルボニルオキシ、ウンデシルカルボニルオキシ、ベンジルカルボニルオキシ、１
－ナフタレンカルボニルオキシ、２－ナフタレンカルボニルオキシ、１－アダマンタンカ
ルボニルオキシなどが挙げられる。アルコキシカルボニル基としては、好ましくは炭素数
が１ないし２０、さらに好ましくは炭素数が１ないし１６、特に好ましくは、炭素数が１
ないし１２であり、例えば、メトキシカルボニル、エトキシカルボニル、プロピルオキシ
カルボニル、イソプロピルオキシカルボニル、ブトキシカルボニル、ｔ－ブトキシカルボ
ニル、イソブチルオキシカルボニル、ｓｅｃ－ブチルオキシカルボニル、ペンチルオキシ
カルボニル、ｔ－アミルオキシカルボニル、ヘキシルオキシカルボニル、シクロヘキシル
オキシカルボニル、２－エチルヘキシルオキシカルボニルなど、１－エチルプロピルオキ
シカルボニル、オクチルオキシカルボニル、３，７－ジメチル－３－オクチルオキシカル
ボニル、３，５，５－トリメチルヘキシルオキシカルボニル、４－ｔ－ブチルシクロヘキ
シルオキシカルボニル、２，４－ジメチルペンチル－３－オキシカルボニル、１－アダマ
ンタンオキシカルボニル、２－アダマンタンオキシカルボニル、ジシクロペンタジエニル
オキシカルボニル、デシルオキシカルボニル、ドデシルオキシカルボニル、テトラデシル
オキシカルボニル、ヘキサデシルオキシカルボニルなどが挙げられる。アミド基としては
、好ましくは炭素数が１ないし２０、さらに好ましくは炭素数が１ないし１６、特に好ま
しくは、炭素数が１ないし１２であり、例えば、アセタミド、エチルカルボキサミド、プ
ロピルカルボキサミド、イソプロピルカルボキサミド、ブチルカルボキサミド、ｔ－ブチ
ルカルボキサミド、イソブチルカルボキサミド、ｓｅｃ－ブチルカルボキサミド、ペンチ
ルカルボキサミド、ｔ－アミルカルボキサミド、ヘキシルカルボキサミド、シクロヘキシ
ルカルボキサミド、１－エチルペンチルカルボキサミド、１－エチルプロピルカルボキサ
ミド、ヘプチルカルボキサミド、オクチルカルボキサミド、１－アダマンタンカルボキサ
ミド、２－アダマンタンカルボキサミド、ノニルカルボキサミド、ドデシルカルボキサミ
ド、ペンタカルボキサミド、ヘキサデシルカルボキサミドなどが挙げられる。カルバモイ
ル基としては、好ましくは炭素数が１ないし２０、さらに好ましくは炭素数が１ないし１
６、特に好ましくは、炭素数が１ないし１２であり、例えば、メチルカルバモイル、ジメ
チルカルバモイル、エチルカルバモイル、ジエチルカルバモイル、プロピルカルバモイル
、イソプロピルカルバモイル、ブチルカルバモイル、ｔ－ブチルカルバモイル、イソブチ
ルカルバモイル、ｓｅｃ－ブチルカルバモイル、ペンチルカルバモイル、ｔ－アミルカル
バモイル、ヘキシルカルバモイル、シクロヘキシルカルバモイル、２－エチルヘキシルカ
ルバモイル、２－エチルブチルカルバモイル、ｔ－オクチルカルバモイル、ヘプチルカル
バモイル、オクチルカルバモイル、１－アダマンタンカルバモイル、２－アダマンタンカ
ルバモイル、デシルカルバモイル、ドデシルカルバモイル、テトラデシルカルバモイル、
ヘキサデシルカルバモイルなどが挙げられる。Ｙ３１－７０はさらに置換基を有していて
もよく、例としては前記のＲ１１－１３に置換していても良い基を挙げることができる。
【００４９】
　Ｖ３１－４３はそれぞれ独立に水素原子または、好ましくは炭素数が１ないし２０、さ
らに好ましくは炭素数が１ないし１６、特に好ましくは、炭素数が１ないし１２である脂
肪族基を表す。ここで、脂肪族基とは、好ましくは脂肪族炭化水素基であり、さらに好ま
しくは、アルキル基（鎖状、分岐状および環状のアルキル基を含む。）、アルケニル基ま
たはアルキニル基である。アルキル基としては、メチル、エチル、プロピル、イソプロピ
ル、ブチル、イソブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔ－ブチル、ペンチル、ｔ－アミル、ヘキシ
ル、オクチル、デシル、ドデシル、エイコシル、２－エチルヘキシル、シクロペンチル、
シクロヘキシル、シクロヘプチル、２，６－ジメチルシクロヘキシル、４－ｔ－ブチルシ
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クロヘキシル、シクロペンチル、１－アダマンチル、２－アダマンチル、ビシクロ［２．
２．２］オクタン－３－イルなどが挙げられ、アルケニル基としては、例えば、ビニル、
アリル、プレニル、ゲラニル、オレイル、２－シクロペンテン－１－イル、２－シクロヘ
キセン－１－イルなどが挙げられ、アルキニル基としては、例えば、エチニル、プロパル
ギルなどを挙げることができる。Ｖ３１－４３はさらに置換基を有していてもよく、例と
しては前記のＲ１１－１３に置換していても良い基を挙げることができる。
【００５０】
　Ｌ３１－８０はそれぞれ独立に、原子数０ないし４０かつ、炭素数０ないし２０の２価
の飽和の連結基を表す。ここで、Ｌ３１－８０の原子数が０であるということは、連結基
の両端にある基が直接に単結合を形成していることを意味する。Ｌ３１－７７の好ましい
例としては、アルキレン基（例えば、メチレン、エチレン、プロピレン、トリメチレン、
テトラメチレン、ペンタメチレン、ヘキサメチレン、メチルエチレン、エチルエチレンな
ど）、環式の２価の基（例えば、ｃｉｓ－１，４－シクロヘキシレン、ｔｒａｎｓ－１，
４－シクロヘキシレン、１，３－シクロペンチリデンなど）、エーテル、チオエーテル、
エステル、アミド、スルホン、スルホキシド、スルフィド、スルホンアミド、ウレイレン
、チオウレイレンなどを挙げることができる。これらの２価の基は互いに結合して二価の
複合基を形成してもよく、複合置換基の例としては、－（ＣＨ2）2Ｏ（ＣＨ2）2－、－（
ＣＨ2）2Ｏ（ＣＨ2）2Ｏ（ＣＨ2）－、－（ＣＨ2）2Ｓ（ＣＨ2）2－、－（ＣＨ2）2Ｏ2Ｃ
（ＣＨ2）2－などを挙げることができる。Ｌ３１－８０は、さらに置換基を有していても
よく、置換基の例としては、前記のＲ１１－１３に置換していても良い基を挙げることが
できる。
【００５１】
　一般式（４）～（１２）においてＹ３１－７０、Ｖ３１－４３およびＬ３１－８０の組
み合わせにより形成される化合物の好ましい例としては、クエン酸エステル（例えば、Ｏ
－アセチルクエン酸トリエチル、Ｏ－アセチルクエン酸トリブチル、クエン酸アセチルト
リエチル、クエン酸アセチルトリブチル、Ｏ－アセチルクエン酸トリ（エチルオキシカル
 ボニルメチレン）エステルなど）、オレイン酸エステル（例えば、オレイン酸エチル、
オレイン酸ブチル、オレイン酸２－エチルヘキシル、オレイン酸フェニル、オレイン酸シ
クロヘキシル、オレイン酸オクチルなど）、リシノール酸エステル（例えばリシノール酸
メチルアセチルなど）、セバシン酸エステル（例えばセバシン酸ジブチルなど）、グリセ
リンのカルボン酸エステル（例えば、トリアセチン、トリブチリンなど）、グリコール酸
エステル（例えば、ブチルフタリルブチルグリコレート、エチルフタリルエチルグリコレ
ート、メチルフタリルエチルグリコレート、ブチルフタリルブチルグリコレート、メチル
フタリルメチルグリコレート、プロピルフタリルプロピルグリコレート、ブチルフタリル
ブチルグリコレート、オクチルフタリルオクチルグリコレートなど）、ペンタエリスリト
ールのカルボン酸エステル（例えば、ペンタエリスリトールテトラアセテート、ペンタエ
リスリトールテトラブチレートなど）、ジペンタエリスリトールのカルボン酸エステル（
例えば、ジペンタエリスリトールヘキサアセテート、ジペンタエリスリトールヘキサブチ
レート、ジペンタエリスリトールテトラアセテートなど）、トリメチロールプロパンのカ
ルボン酸エステル類（トリメチロールプロパントリアセテート、トリメチロールプロパン
ジアセテートモノプロピオネート、トリメチロールプロパントリプロピオネート、トリメ
チロールプロパントリブチレート、トリメチロールプロパントリピバロエート、トリメチ
ロールプロパントリ（ｔ－ブチルアセテート）、トリメチロールプロパンジ２－エチルヘ
キサネート、トリメチロールプロパンテトラ２－エチルヘキサネート、トリメチロールプ
ロパンジアセテートモノオクタネート、トリメチロールプロパントリオクタネート、トリ
メチロールプロパントリ（シクロヘキサンカルボキシレート）など）、特開平１１－２４
６７０４公報に記載のグリセロールエステル類、特開２０００－６３５６０号公報に記載
のジグリセロールエステル類、特開平１１－９２５７４号公報に記載のクエン酸エステル
類、ピロリドンカルボン酸エステル類（２－ピロリドン－５－カルボン酸メチル、２－ピ
ロリドン－５－カルボン酸エチル、２－ピロリドン－５－カルボン酸ブチル、２－ピロリ
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ｉｓ－１，２－シクロヘキサンジカルボン酸ジブチル、ｔｒａｎｓ－１，２－シクロヘキ
サンジカルボン酸ジブチル、ｃｉｓ－１，４－シクロヘキサンジカルボン酸ジブチル、ｔ
ｒａｎｓ－１，４－シクロヘキサンジカルボン酸ジブチルなど）、キシリトールカルボン
酸エステル（キシリトールペンタアセテート、キシリトールテトラアセテート、キシリト
ールペンタプロピオネートなど）などが挙げられる。
【００５２】
　以下に本発明の一般式（１）ないし（１２）で表される化合物の例を挙げる。なお、一
般式（１）については化合物C-1～C-76を 例示し、一般式（２）～（１２）については化
合物C-201～C-231、C-401～C-448を例示した。表記載あるいは括弧内に記載のｌｏｇＰの
値は、Crippen's fragmentation法（J.Chem.Inf.Comput.Sci.,27,21(1987).）により求め
たものである。
【００５３】
【化４】

【００５４】
（式中、Ｒ１－３は前記一般式（１）のＲ１１－１３と同義であり、下記のC-1～C-76で
具体例を例示する。）
【００５５】
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【００５６】
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【化６】

【００５７】
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【化７】

【００５８】
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【００５９】
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【化９】

【００６０】
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【化１０】

【００６１】
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【化１１】

【００６２】
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【化１２】

【００６３】
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【化１３】

【００６４】
　一般式（１３）および（１４）の化合物について説明する。
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【００６５】
【化１４】

【００６６】
　上記一般式（１３）において、Ｒ1はアルキル基またはアリール基を表し、Ｒ2およびＲ
3は、それぞれ独立に、水素原子、アルキル基またはアリール基を表す。また、Ｒ1、Ｒ2

およびＲ3の炭素原子数の総和が１０以上であることが特に好ましい。また、一般式（１
４）中、Ｒ4およびＲ5は、それぞれ独立に、アルキル基またはアリール基を表す。また、
Ｒ4およびＲ5の炭素原子数の総和は１０以上であり、各々、アルキル基およびアリール基
は置換基を有していてもよい。置換基としてはフッ素原子、アルキル基、アリール基、ア
ルコキシ基、スルホン基およびスルホンアミド基が好ましく、アルキル基、アリール基、
アルコキシ基、スルホン基およびスルホンアミド基が特に好ましい。また、アルキル基は
直鎖であっても、分岐であっても、環状であってもよく、炭素原子数１乃至２５のものが
好ましく、６乃至２５のものがより好ましく、６乃至２０のもの（例えば、メチル、エチ
ル、プロピル、イソプロピル、ブチル、イソブチル、t-ブチル、アミル、イソアミル、t-
アミル、ヘキシル、シクロヘキシル、ヘプチル、オクチル、ビシクロオクチル、ノニル、
アダマンチル、デシル、t-オクチル、ウンデシル、ドデシル、トリデシル、テトラデシル
、ペンタデシル、ヘキサデシル、ヘプタデシル、オクタデシル、ノナデシル、ジデシル）
が特に好ましい。アリール基としては炭素原子数が６乃至３０のものが好ましく、６乃至
２４のもの（例えば、フェニル、ビフェニル、テルフェニル、ナフチル、ビナフチル、ト
リフェニルフェニル）が特に好ましい。一般式（１３）または一般式（１４）で表される
化合物の好ましい例を下記に示す。
【００６７】
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【００７２】
　一般式（１５）の化合物について説明する。
【００７３】
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【００７４】
　上記一般式（１５）において、Ｒ1、Ｒ2およびＲ3は、それぞれ独立に、水素原子また
は炭素原子数が１乃至５のアルキル基（例えば、メチル、エチル、プロピル、イソプロピ
ル、ブチル、アミル、イソアミル）であることが好ましく、Ｒ1、Ｒ2およびＲ3の少なく
とも１つ以上が炭素原子数１乃至３のアルキル基（例えば、メチル、エチル、プロピル、
イソプロピル）であることが特に好ましい。Ｘは、単結合、－Ｏ－、－ＣＯ－、アルキレ
ン基（好ましくは炭素原子数１～６、より好ましくは１～３のもの、例えばメチレン、エ
チレン、プロピレン）またはアリーレン基（好ましくは炭素原子数６～２４、より好まし
くは６～１２のもの。例えば、フェニレン、ビフェニレン、ナフチレン）から選ばれる１
種以上の基から形成される２価の連結基であることが好ましく、－Ｏ－、アルキレン基ま
たはアリーレン基から選ばれる１種以上の基から形成される２価の連結基であることが特
に好ましい。Ｙは、水素原子、アルキル基（好ましくは炭素原子数２～２５、より好まし
くは２～２０のもの。例えば、エチル、イソプロピル、ｔ－ブチル、ヘキシル、２－エチ
ルヘキシル、ｔ－オクチル、ドデシル、シクロヘキシル、ジシクロヘキシル、アダマンチ
ル）、アリール基（好ましくは炭素原子数６～２４、より好ましくは６～１８のもの。例
えば、フェニル、ビフェニル、テルフェニル、ナフチル）またはアラルキル基（好ましく
は炭素原子数７～３０、より好ましくは７～２０のもの。例えば、ベンジル、クレジル、
t-ブチルフェニル、ジフェニルメチル、トリフェニルメチル）であることが好ましく、ア
ルキル基、アリール基またはアラルキル基であることが特に好ましい。－Ｘ－Ｙの組み合
わせとしては、－Ｘ－Ｙの総炭素数が０乃至４０であることが好ましく、１乃至３０であ
ることがさらに好ましく、１乃至２５であることが最も好ましい。これら一般式（１５）
で表される化合物の好ましい例を下記に示す。
【００７５】
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【００７７】
　一般式（１６）の化合物について説明する。
【００７８】
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【００７９】
　Ｑ1、Ｑ2およびＱ3はそれぞれ独立に5ないし6員環を表し、炭化水素環でもへテロ環で
もよく、また、これらは単環であってもよいし、更に他の環と縮合環を形成してもよい。
炭化水素環として好ましくは、置換または無置換のシクロヘキサン環、置換または無置換
のシクロペンタン環、芳香族炭化水素環であり、より好ましくは芳香族炭化水素環である
。へテロ環として好ましくは５ないし６員環の酸素原子、窒素原子あるいは硫黄原子のう
ち少なくとも１つを含む環である。へテロ環としてより好ましくは酸素原子、窒素原子あ
るいは硫黄原子のうち少なくとも１つを含む芳香族ヘテロ環である。
　Ｑ1、Ｑ2およびＱ3として好ましくは芳香族炭化水素環または芳香族へテロ環である。
芳香族炭化水素環として好ましくは炭素数６～３０の単環または二環の芳香族炭化水素環
（例えばベンゼン環、ナフタレン環などが挙げられる。）であり、より好ましくは炭素数
６～２０の芳香族炭化水素環、更に好ましくは炭素数６～１２の芳香族炭化水素環である
。特に好ましくはベンゼン環である。
【００８０】
　芳香族ヘテロ環として好ましくは酸素原子、窒素原子あるいは硫黄原子を含む芳香族ヘ
テロ環である。ヘテロ環の具体例としては、例えば、フラン、ピロール、チオフェン、イ
ミダゾール、ピラゾール、ピリジン、ピラジン、ピリダジン、トリアゾール、トリアジン
、インドール、インダゾール、プリン、チアゾリン、チアゾール、チアジアゾール、オキ
サゾリン、オキサゾール、オキサジアゾール、キノリン、イソキノリン、フタラジン、ナ
フチリジン、キノキサリン、キナゾリン、シンノリン、プテリジン、アクリジン、フェナ
ントロリン、フェナジン、テトラゾール、ベンズイミダゾール、ベンズオキサゾール、ベ
ンズチアゾール、ベンゾトリアゾール、テトラザインデンなどが挙げられる。芳香族ヘテ
ロ環として好ましくは、ピリジン、トリアジン、キノリンである。Ｑ1、Ｑ2およびＱ3と
してより好ましくは芳香族炭化水素環であり、より好ましくはベンゼン環である。またＱ
1、Ｑ2およびＱ3は置換基を有してもよく、置換基としては後述の置換基Tが挙げられる。
【００８１】
　ＸはＢ、Ｃ－Ｒ（Ｒは水素原子または置換基を表す。）、Ｎ、Ｐ、Ｐ＝Ｏを表し、Ｘと
して好ましくはＢ、Ｃ－Ｒ（Ｒとして好ましくはアリール基、置換又は未置換のアミノ基
、アルコキシ基、アリールオキシ基、アシル基、アルコキシカルボニル基、アリールオキ
シカルボニル基、アシルオキシ基、アシルアミノ基、アルコキシカルボニルアミノ基、ア
リールオキシカルボニルアミノ基、スルホニルアミノ基、ヒドロキシ基、メルカプト基、
ハロゲン原子（例えばフッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、カルボキシル基
であり、より好ましくはアリール基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヒドロキシ基、
ハロゲン原子であり、更に好ましくはアルコキシ基、ヒドロキシ基であり、特に好ましく
はヒドロキシ基である。）、Ｎであり、Ｘとしてより好ましくはＣ－Ｒ、Ｎであり、特に
好ましくはＣ－Ｒである。
　一般式（１６）として好ましくは下記一般式（１７）で表される化合物である。
【００８２】
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【００８３】
（式中、Ｘ2はＢ、Ｃ－Ｒ（Ｒは水素原子または置換基を表す。）、Ｎを表す。Ｒ11、Ｒ1

2、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15、Ｒ21、Ｒ22、Ｒ23、Ｒ24、Ｒ25、Ｒ3１、Ｒ32、Ｒ33、Ｒ34ないし
Ｒ35は水素原子または置換基を表す。）
【００８４】
　ＸはＢ、Ｃ－Ｒ（Ｒは水素原子または置換基を表す。）、Ｎ、Ｐ、Ｐ＝Ｏを表しＸとし
て好ましくはＢ、Ｃ－Ｒ（Ｒとして好ましくはアリール基、置換又は未置換のアミノ基、
アルコキシ基、アリールオキシ基、アシル基、アルコキシカルボニル基、アリールオキシ
カルボニル基、アシルオキシ基、アシルアミノ基、アルコキシカルボニルアミノ基、アリ
ールオキシカルボニルアミノ基、スルホニルアミノ基、ヒドロキシ基、メルカプト基、ハ
ロゲン原子（例えばフッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、カルボキシル基で
あり、より好ましくはアリール基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヒドロキシ基、ハ
ロゲン原子であり、更に好ましくはアルコキシ基、ヒドロキシ基であり、特に好ましくは
ヒドロキシ基である。）、Ｎ、Ｐ＝Ｏであり、更に好ましくはＣ－Ｒ、Ｎであり、特に好
ましくはＣ－Ｒである。
【００８５】
　Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15、Ｒ21、Ｒ22、Ｒ23、Ｒ24、Ｒ25、Ｒ3１、Ｒ32、Ｒ33 
、Ｒ34ないしＲ35は水素原子または置換基を表し、置換基としては後述の置換基Ｔが適用
できる。Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15、Ｒ21、Ｒ22、Ｒ23、Ｒ24、Ｒ25、Ｒ3１、Ｒ32

、Ｒ33、Ｒ34ないしＲ35として好ましくはアルキル基、アルケニル基、アルキニル基、ア
リール基、置換又は未置換のアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、アシル基、ア
ルコキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、アシルオキシ基、アシルアミノ基
、アルコキシカルボニルアミノ基、アリールオキシカルボニルアミノ基、スルホニルアミ
ノ基、スルファモイル基、カルバモイル基、アルキルチオ基、アリールチオ基、スルホニ
ル基、スルフィニル基、ウレイド基、リン酸アミド基、ヒドロキシ基、メルカプト基、ハ
ロゲン原子（例えばフッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、シアノ基、スルホ
基、カルボキシル基、ニトロ基、ヒドロキサム酸基、スルフィノ基、ヒドラジノ基、イミ
ノ基、ヘテロ環基（好ましくは炭素数１～３０、より好ましくは１～１２であり、ヘテロ
原子としては、例えば窒素原子、酸素原子、硫黄原子、具体的には例えばイミダゾリル、
ピリジル、キノリル、フリル、ピペリジル、モルホリノ、ベンゾオキサゾリル、ベンズイ
ミダゾリル、ベンズチアゾリルなどが挙げられる。）、シリル基であり、より好ましくは
アルキル基、アリール基、置換または無置換のアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ
基であり、更に好ましくはアルキル基、アリール基、アルコキシ基である。
　これらの置換基は更に置換されてもよい。また、置換基が二つ以上ある場合は、同じで
 も異なってもよい。また、可能な場合には互いに連結して環を形成してもよい。
【００８６】
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　以下に前述の置換基Ｔについて説明する。置換基Ｔとしては例えばアルキル基（好まし
くは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１２、特に好ましくは炭素数１～８であ
り、例えばメチル、エチル、イソプロピル、ｔｅｒｔ－ブチル、オクチル、デシル、ヘキ
サデシル、シクロプロピル、シクロペンチル、シクロヘキシルなどが挙げられる。）、ア
ルケニル基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１２、特に好ましく
は炭素数２～８であり、例えばビニル、アリル、２－ブテニル、３－ペンテニルなどが挙
げられる。）、アルキニル基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１
２、特に好ましくは炭素数２～８であり、例えばプロパルギル、３－ペンチニルなどが挙
げられる。）、アリール基（好ましくは炭素数６～３０、より好ましくは炭素数６～２０
、特に好ましくは炭素数６～１２であり、例えばフェニル、ｐ－メチルフェニル、ナフチ
ルなどが挙げられる。）、置換又は未置換のアミノ基（好ましくは炭素数０～２０、より
好ましくは炭素数０～１０、特に好ましくは炭素数０～６であり、例えばアミノ、メチル
アミノ、ジメチルアミノ、ジエチルアミノ、ジベンジルアミノなどが挙げられる。）、ア
ルコキシ基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１２、特に好ましく
は炭素数１～８であり、例えばメトキシ、エトキシ、ブトキシなどが挙げられる。）、ア
リールオキシ基（好ましくは炭素数６～２０、より好ましくは炭素数６～１６、特に好ま
しくは炭素数６～１２であり、例えばフェニルオキシ、２－ナフチルオキシなどが挙げら
れる。）、アシル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に
好ましくは炭素数１～１２であり、例えばアセチル、ベンゾイル、ホルミル、ピバロイル
などが挙げられる。）、アルコキシカルボニル基（好ましくは炭素数２～２０、より好ま
しくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１２であり、例えばメトキシカルボニ
ル、エトキシカルボニルなどが挙げられる。）、アリールオキシカルボニル基（好ましく
は炭素数７～２０、より好ましくは炭素数７～１６、特に好ましくは炭素数７～１０であ
り、例えばフェニルオキシカルボニルなどが挙げられる。）、アシルオキシ基（好ましく
は炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１０であ
り、例えばアセトキシ、ベンゾイルオキシなどが挙げられる。）、アシルアミノ基（好ま
しくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１０
であり、例えばアセチルアミノ、ベンゾイルアミノなどが挙げられる。）、アルコキシカ
ルボニルアミノ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好
ましくは炭素数２～１２であり、例えばメトキシカルボニルアミノなどが挙げられる。）
、アリールオキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素数７～２０、より好ましくは炭素
数７～１６、特に好ましくは炭素数７～１２であり、例えばフェニルオキシカルボニルア
ミノなどが挙げられる。）、スルホニルアミノ基（好ましくは炭素数１～２０、より好ま
しくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメタンスルホニル
アミノ、ベンゼンスルホニルアミノなどが挙げられる。）、スルファモイル基（好ましく
は炭素数０～２０、より好ましくは炭素数０～１６、特に好ましくは炭素数０～１２であ
り、例えばスルファモイル、メチルスルファモイル、ジメチルスルファモイル、フェニル
スルファモイルなどが挙げられる。）、カルバモイル基（好ましくは炭素数１～２０、よ
り好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばカルバモイ
ル、メチルカルバモイル、ジエチルカルバモイル、フェニルカルバモイルなどが挙げられ
る。）、アルキルチオ基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、
特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメチルチオ、エチルチオなどが挙げられる
。）、アリールチオ基（好ましくは炭素数６～２０、より好ましくは炭素数６～１６、特
に好ましくは炭素数６～１２であり、例えばフェニルチオなどが挙げられる。）、スルホ
ニル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭
素数１～１２であり、例えばメシル、トシルなどが挙げられる。）、スルフィニル基（好
ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１
２であり、例えばメタンスルフィニル、ベンゼンスルフィニルなどが挙げられる。）、ウ
レイド基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは
炭素数１～１２であり、例えばウレイド、メチルウレイド、フェニルウレイドなどが挙げ
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られる。）、リン酸アミド基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１
６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばジエチルリン酸アミド、フェニルリン
酸アミドなどが挙げられる。）、ヒドロキシ基、メルカプト基、ハロゲン原子（例えばフ
ッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、シアノ基、スルホ基、カルボキシル基、
ニトロ基、ヒドロキサム酸基、スルフィノ基、ヒドラジノ基、イミノ基、ヘテロ環基（好
ましくは炭素数１～３０、より好ましくは１～１２であり、ヘテロ原子としては、例えば
窒素原子、酸素原子、硫黄原子、具体的には例えばイミダゾリル、ピリジル、キノリル、
フリル、ピペリジル、モルホリノ、ベンゾオキサゾリル、ベンズイミダゾリル、ベンズチ
アゾリルなどが挙げられる。）、シリル基（好ましくは、炭素数３～４０、より好ましく
は炭素数３～３０、特に好ましくは、炭素数３～２４であり、例えば、トリメチルシリル
、トリフェニルシリルなどが挙げられる）などが挙げられる。これらの置換基は更に置換
されてもよい。また、置換基が二つ以上ある場合は、同じでも異なってもよい。また、可
能な場合には互いに連結して環を形成してもよい。
【００８７】
　以下に一般式（１６）で表される化合物に関して具体例をあげる。
【００８８】
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【００９４】
　以下に、一般式（１８）または一般式（１９）で表される化合物の好ましい例を下記に
示す。
【００９５】
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【化３８】

【０１０３】
　本発明の発明者らは、鋭意検討した結果、オクタノール－水分配係数（ＬｏｇＰ値）が
０～７である、多価アルコールエステル化合物、カルボン酸エステル化合物、多環カルボ
ン酸化合物、ビスフェノール誘導体をセルロースアシレートに添加することによっても、
光学的異方性を低下させることを見出した。
【０１０４】
　オクタノール－水分配係数（ＬｏｇＰ値）が０～７である、多価アルコールエステル化
合物、カルボン酸エステル化合物、多環カルボン酸化合物、ビスフェノール誘導体の具体
例を以下に示す。
【０１０５】
（多価アルコールエステル化合物)
　本発明の多価アルコールエステルは、２価以上の多価アルコールと１種以上のモノカル
ボン酸とのエステルである。多価アルコールエステル化合物としては以下のものが例とし
てあげられる。
【０１０６】
（多価アルコール）
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　好ましい多価アルコールの例としては、例えばアドニトール、アラビトール、エチレン
グリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、テトラエチレングリコー
ル、１，２－プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、ジプロピレングリコール、
トリプロピレングリコール、１，２－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４
－ブタンジオール、ジブチレングリコール、１，２，４－ブタントリオール、１，５－ペ
ンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ヘキサントリオール、ガラクチトール、マ
ンニトール、３－メチルペンタン－１，３，５－トリオール、ピナコール、ソルビトール
、トリメチロールプロパン、トリメチロールエタン、キシリトール等を挙げることができ
る。特に、トリエチレングリコール、テトラエチレングリコール、ジプロピレングリコー
ル、トリプロピレングリコール、ソルビトール、トリメチロールプロパン、キシリトール
が好ましい。
【０１０７】
（モノカルボン酸）
　本発明の多価アルコールエステルにおけるモノカルボン酸としては、公知の脂肪族モノ
カルボン酸、脂環族モノカルボン酸、芳香族モノカルボン酸等を用いることができる。脂
環族モノカルボン酸、芳香族モノカルボン酸を用いるとセルロースアシレートフイルムの
透湿度、含水率、保留性を向上させる点で好ましい。
【０１０８】
　好ましいモノカルボン酸の例としては、以下のようなものを挙げることができる。
【０１０９】
　脂肪族モノカルボン酸としては、炭素数１～３２の直鎖または側鎖を有する脂肪酸を好
ましく用いることができる。炭素数は１～２０であることが更に好ましく、１～１０であ
ることが特に好ましい。酢酸を含有するとセルロースエステルとの相溶性が増すため好ま
しく、酢酸と他のモノカルボン酸を混合して用いることも好ましい。
【０１１０】
　好ましい脂肪族モノカルボン酸としては、酢酸、プロピオン酸、酪酸、吉草酸、カプロ
ン酸、エナント酸、カプリル酸、ペラルゴン酸、カプリン酸、２－エチル－ヘキサンカル
ボン酸、ウンデシル酸、ラウリン酸、トリデシル酸、ミリスチン酸、ペンタデシル酸、パ
ルミチン酸、ヘプタデシル酸、ステアリン酸、ノナデカン酸、アラキン酸、ベヘン酸、リ
グノセリン酸、セロチン酸、ヘプタコサン酸、モンタン酸、メリシン酸、ラクセル酸等の
飽和脂肪酸、ウンデシレン酸、オレイン酸、ソルビン酸、リノール酸、リノレン酸、アラ
キドン酸等の不飽和脂肪酸等を挙げることができる。これらは更に置換基を有しても良い
。
【０１１１】
　好ましい脂環族モノカルボン酸の例としては、シクロペンタンカルボン酸、シクロヘキ
サンカルボン酸、シクロオクタンカルボン酸、またはそれらの誘導体を挙げることができ
る。
【０１１２】
　好ましい芳香族モノカルボン酸の例としては、安息香酸、トルイル酸等の安息香酸のベ
ンゼン環にアルキル基を導入したもの、ビフェニルカルボン酸、ナフタリンカルボン酸、
テトラリンカルボン酸等のベンゼン環を２個以上有する芳香族モノカルボン酸、またはそ
れらの誘導体を挙げることができる。特に安息香酸が好ましい。
【０１１３】
　本発明の多価アルコールエステルにおけるカルボン酸は一種類でも、二種以上の混合で
 もよい。また、多価アルコール中のＯＨ基は全てエステル化してもよいし、一部をＯＨ
基のままで残してもよい。好ましくは、分子内に芳香環もしくはシクロアルキル環を３つ
以上有することが好ましい。
【０１１４】
　多価アルコールエステル化合物としては、以下の化合物を例としてあげることができる
。
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【化４０】

【０１１７】
(カルボン酸エステル化合物)
　カルボン酸エステル化合物としては、以下の化合物を例としてあげることができる。具
体的には、フタル酸エステル及びクエン酸エステル等、フタル酸エステルとしては、例え
ばジメチルフタレート、ジエチルフタレート、ジシクロヘキシルフタレート、ジオクチル
フタレート及びジエチルヘキシルフタレート等、またクエン酸エステルとしてはクエン酸
アセチルトリエチル及びクエン酸アセチルトリブチルを挙げることが出来る。またその他
、オレイン酸ブチル、リシノール酸メチルアセチル、セバチン酸ジブチル、トリアセチン
、トリメチロールプロパントリベンゾエート等も挙げられる。アルキルフタリルアルキル
グリコレートもこの目的で好ましく用いられる。アルキルフタリルアルキルグリコレート
のアルキルは炭素原子数１～８のアルキル基である。アルキルフタリルアルキルグリコレ
ートとしてはメチルフタリルメチルグリコレート、エチルフタリルエチルグリコレート、
プロピルフタリルプロピルグリコレート、ブチルフタリルブチルグリコレート、オクチル
フタリルオクチルグリコレート、メチルフタリルエチルグリコレート、エチルフタリルメ
チルグリコレート、エチルフタリルプロピルグリコレート、プロピルフタリルエチルグリ
コレート、メチルフタリルプロピルグリコレート、メチルフタリルブチルグリコレート、
エチルフタリルブチルグリコレート、ブチルフタリルメチルグリコレート、ブチルフタリ
ルエチルグリコレート、プロピルフタリルブチルグリコレート、ブチルフタリルプロピル
グリコレート、メチルフタリルオクチルグリコレート、エチルフタリルオクチルグリコレ
ート、オクチルフタリルメチルグリコレート、オクチルフタリルエチルグリコレート等を
挙げることが出来、メチルフタリルメチルグリコレート、エチルフタリルエチルグリコレ
ート、プロピルフタリルプロピルグリコレート、ブチルフタリルブチルグリコレート、オ
クチルフタリルオクチルグリコレートが好ましく、特にエチルフタリルエチルグリコレー
トが好ましく用いられる。またこれらアルキルフタリルアルキルグリコレート等を２種以
上混合して使用してもよい。
【０１１８】
　カルボン酸エステル化合物としては、以下の化合物を例としてあげることができる。
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【化４２】

【０１２１】
（多環カルボン酸化合物）
　本発明において用いる多環カルボン酸化合物は分子量が３０００以下の化合物であるこ
とが好ましく、特に２５０～２０００以下の化合物であることが好ましい。環状構造に関
して、環は、３～８個の原子から構成されていることが好ましく、特に６員環及び／又は
５員環であることが好ましい。これらが炭素、酸素、窒素、珪素あるいは他の原子を含ん
でいてもよく、環の結合の一部が不飽和結合であってもよく、例えば６員環がベンゼン環
、シクロヘキサン環でもよい。本発明の化合物は、このような環状構造が複数含まれてい
るものであり、例えば、ベンゼン環とシクロヘキサン環をどちらも分子内に有していたり
、２個のシクロヘキサン環を有していたり、ナフタレンの誘導体あるいはアントラセン等
の誘導体であってもよい。より好ましくはこのような環状構造を分子内に３個以上含んで
いる化合物であることが好ましい。また、少なくとも環状構造の１つの結合が不飽和結合
を含まないものであることが好ましい。具体的には、アビエチン酸、デヒドロアビエチン
酸、パラストリン酸などのアビエチン酸誘導体が代表的であり、以下にこれら化合物の化
学式を示す。
【０１２２】
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【０１２３】
（ビスフェノール誘導体）
　本発明において用いるビスフェノール誘導体は分子量が１００００以下であることが好
ましく、この範囲であれば単量体でも良いし、オリゴマー、ポリマーでも良い。また他の
ポリマーとの共重合体でも良いし、末端に反応性置換基が修飾されていても良い。以下に
これら化合物の化学式を示す。
【０１２４】



(58) JP 4498103 B2 2010.7.7

10

20

30

40

50

【化４４】

【０１２５】
　なお、ビスフェノール誘導体の上記具体例中で、Ｒ１～Ｒ４は水素原子、または炭素数
１～１０のアルキル基を表す。ｌ、ｍ、ｎは繰り返し単位を表し、１～１００の整数が好
ましく、１～２０の整数がさらに好ましい。
【０１２６】
［波長分散調整剤]
　セルロースアシレートフイルムの波長分散を低下させる化合物（以下波長分散調整剤と
もいう）について説明する。本発明のセルロースアシレートフイルムのＲｔｈの波長分散
を良化させるためには、下記式（iv）で表されるＲｔｈの波長分散ΔＲｔｈ＝｜Ｒｔｈ４
 ００－Ｒｔｈ７００｜を低下させる化合物を、下記式（v）、（vi）をみたす範囲で少な
 くとも一種含有することがのぞましい。
（ｉｖ）ΔＲｔｈ＝｜Ｒｔｈ４００－Ｒｔｈ７００｜
（ｖ）（ΔＲｔｈ（Ｂ）－ΔＲｔｈ（０））／Ｂ≦－２．０
（ｖｉ）０．０１≦Ｂ≦３０
上記式（ｖ）、（ｖｉ）は
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（ｖ）（ΔＲｔｈ（Ｂ）－ΔＲｔｈ（０））／Ｂ≦－３．０
（ｖｉ）０．０５≦Ｂ≦２５
であることがよりのぞましく、
（ｖ）（ΔＲｔｈ（Ｂ）－ΔＲｔｈ（０））／Ｂ≦－４．０
（ｖｉ）０．１≦Ｂ≦２０
であることがさらにのぞましい。
【０１２７】
　上記の波長分散調整剤は、２００～４００ｎｍの紫外領域に吸収を持ち、フイルムの｜
Ｒｅ(400)－Ｒｅ(700)｜および｜Ｒｔｈ(400)－Ｒｔｈ(700)｜を低下させる化合物を少な
くとも１種、セルロースアシレート固形分に対して０．０１～３０重量％含むことによっ
てセルロースアシレートフイルムのＲｅ、Ｒｔｈの波長分散を調整した。添加量としては
０．１～３０重量％含むことによってセルロースアシレートフイルムのＲｅ、Ｒｔｈの波
長分散を調整した。
【０１２８】
　セルロースアシレートフイルムのＲｅ、Ｒｔｈの値は一般に短波長側よりも長波長側が
大きい波長分散特性となる。したがって相対的に小さい短波長側のＲｅ、Ｒｔｈを大きく
することによって波長分散を平滑にすることが要求される。一方２００～４００ｎｍの紫
外領域に吸収を持つ化合物は短波長側よりも長波長側の吸光度が大きい波長分散特性をも
つ。この化合物自身がセルロースアシレートフイルム内部で等方的に存在していれば、化
合物自身の複屈折性、ひいてはＲｅ、Ｒｔｈの波長分散は吸光度の波長分散と同様に短波
長側が大きいと想定される。
【０１２９】
　したがって上述したような、２００～４００ｎｍの紫外領域に吸収を持ち、化合物自身
のＲｅ、Ｒｔｈの波長分散において短波長側が大きいと想定されるものを用いることによ
って、セルロースアシレートフイルムのＲｅ、Ｒｔｈの波長分散を調製することができる
。このためには波長分散を調整する化合物はセルロースアシレートに十分均一に相溶する
ことが要求される。このような化合物の紫外領域の吸収帯範囲は２００～４００ｎｍが好
ましいが、２２０～３９５ｎｍがより好ましく、２４０～３９０ｎｍがさらに好ましい。
【０１３０】
　また、近年テレビやノートパソコン、モバイル型携帯端末などの液晶表示装置ではより
少ない電力で輝度を高めるのに、液晶表示装置に用いられる光学部材の透過率が優れたも
のが要求されている。その点においては、２００～４００ｎｍの紫外領域に吸収を持ち、
フイルムの｜Ｒｅ(400)－Ｒｅ(700)｜および｜Ｒｔｈ(400)－Ｒｔｈ(700)｜を低下させる
化合物をセルロースアシレートフイルムに添加する場合、分光透過率が優れていることが
要求される。本発明のセルロースアシレートフイルムにおいては、波長３８０ｎｍにおけ
る分光透過率が４５％以上９５％以下であり、かつ波長３５０ｎｍにおける分光透過率が
１０％以下であることがのぞましい。
【０１３１】
　上述のような、本発明で好ましく用いられる波長分散調整剤は揮散性の観点から分子量
が２５０～１０００であることが好ましい。より好ましくは２６０～８００であり、更に
好ましくは２７０～８００であり、特に好ましくは３００～８００である。これらの分子
量の範囲であれば、特定のモノマー構造であっても良いし、そのモノマーユニットが複数
結合したオリゴマー構造、ポリマー構造でも良い。
【０１３２】
　波長分散調整剤は、セルロースアシレートフイルム作製のドープ流延、乾燥の過程で揮
 散しないことが好ましい。
【０１３３】
（化合物添加量）
　上述した本発明で好ましく用いられる波長分散調整剤の添加量は、セルロースアシレー
トの０．０１ないし３０重量％であることが好ましく、０．１ないし２０重量％であるこ
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とがより好ましく、０．２ないし１０重量％であることが特に好ましい。
【０１３４】
（化合物添加の方法）
　またこれら波長分散調整剤は、単独で用いても、２種以上化合物を任意の比で混合して
用いてもよい。
　またこれら波長分散調整剤を添加する時期はドープ作製工程中の何れであってもよく、
ドープ調製工程の最後に行ってもよい。
【０１３５】
　本発明に好ましく用いられる波長分散調整剤の具体例としては、例えばベンゾトリアゾ
ール系化合物、ベンゾフェノン系化合物、シアノ基を含む化合物、オキシベンゾフェノン
系化合物、サリチル酸エステル系化合物、ニッケル錯塩系化合物などが挙げられる。
【０１３６】
　ベンゾトリアゾール系化合物としては一般式（１０１）で示されるものが本発明の波長
分散調整剤として好ましく用いられる。
【０１３７】
　一般式（１０１）　Ｑ1－Ｑ2－ＯＨ
【０１３８】
（式中、Ｑ1は含窒素芳香族ヘテロ環、Ｑ2は芳香族環を表す。）
【０１３９】
　Ｑ1は含窒素方向芳香族へテロ環をあらわし、好ましくは５乃至７員の含窒素芳香族ヘ
テロ環であり、より好ましくは５ないし６員の含窒素芳香族ヘテロ環であり、例えば、イ
ミダゾール、ピラゾール、トリアゾール、テトラゾール、チアゾール、オキサゾール、セ
レナゾール、ベンゾトリアゾール、ベンゾチアゾール、ベンズオキサゾール、ベンゾセレ
ナゾール、チアジアゾール、オキサジアゾール、ナフトチアゾール、ナフトオキサゾール
、アザベンズイミダゾール、プリン、ピリジン、ピラジン、ピリミジン、ピリダジン、ト
リアジン、トリアザインデン、テトラザインデン等があげられ、更に好ましくは、５員の
含窒素芳香族ヘテロ環であり、具体的にはイミダゾール、ピラゾール、トリアゾール、テ
トラゾール、チアゾール、オキサゾール、ベンゾトリアゾール、ベンゾチアゾール、ベン
ズオキサゾール、チアジアゾール、オキサジアゾールが好ましく、特に好ましくは、ベン
ゾトリアゾールである。
　Ｑ1で表される含窒素芳香族ヘテロ環は更に置換基を有してもよく、置換基としては後 
述の置換基Ｔが適用できる。また、置換基が複数ある場合にはそれぞれが縮環して更に環
を形成してもよい。
【０１４０】
　Ｑ2で表される芳香族環は芳香族炭化水素環でも芳香族ヘテロ環でもよい。また、これ
らは単環であってもよいし、更に他の環と縮合環を形成してもよい。
　芳香族炭化水素環として好ましくは炭素数６～３０の単環または二環の芳香族炭化水素
環（例えばベンゼン環、ナフタレン環などが挙げられる。）であり、より好ましくは炭素
数６～２０の芳香族炭化水素環、更に好ましくは炭素数６～１２の芳香族炭化水素環であ
る。特に好ましくはベンゼン環である。
　芳香族ヘテロ環として好ましくは窒素原子あるいは硫黄原子を含む芳香族ヘテロ環であ
る。ヘテロ環の具体例としては、例えば、チオフェン、イミダゾール、ピラゾール、ピリ
ジン、ピラジン、ピリダジン、トリアゾール、トリアジン、インドール、インダゾール、
プリン、チアゾリン、チアゾール、チアジアゾール、オキサゾリン、オキサゾール、オキ
サジアゾール、キノリン、イソキノリン、フタラジン、ナフチリジン、キノキサリン、キ
ナゾリン、シンノリン、プテリジン、アクリジン、フェナントロリン、フェナジン、テト
ラゾール、ベンズイミダゾール、ベンズオキサゾール、ベンズチアゾール、ベンゾトリア
ゾール、テトラザインデンなどが挙げられる。芳香族ヘテロ環として好ましくは、ピリジ
ン、トリアジン、キノリンである。
　Ｑ2であらわされる芳香族環として好ましくは芳香族炭化水素環であり、より好ましく
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はナフタレン環、ベンゼン環であり、特に好ましくはベンゼン環である。Ｑ2は更に置換
基を有してもよく、後述の置換基Ｔが好ましい。
【０１４１】
　置換基Ｔとしては例えばアルキル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素
数１～１２、特に好ましくは炭素数１～８であり、例えばメチル、エチル、イソプロピル
、ｔｅｒｔ－ブチル、オクチル、デシル、ヘキサデシル、シクロプロピル、シクロペンチ
ル、シクロヘキシルなどが挙げられる。）、アルケニル基（好ましくは炭素数２～２０、
より好ましくは炭素数２～１２、特に好ましくは炭素数２～８であり、例えばビニル、ア
リル、２－ブテニル、３－ペンテニルなどが挙げられる。）、アルキニル基（好ましくは
炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１２、特に好ましくは炭素数２～８であり、
例えばプロパルギル、３－ペンチニルなどが挙げられる。）、アリール基（好ましくは炭
素数６～３０、より好ましくは炭素数６～２０、特に好ましくは炭素数６～１２であり、
例えばフェニル、ｐ－メチルフェニル、ナフチルなどが挙げられる。）、置換又は未置換
のアミノ基（好ましくは炭素数０～２０、より好ましくは炭素数０～１０、特に好ましく
は炭素数０～６であり、例えばアミノ、メチルアミノ、ジメチルアミノ、ジエチルアミノ
、ジベンジルアミノなどが挙げられる。）、アルコキシ基（好ましくは炭素数１～２０、
より好ましくは炭素数１～１２、特に好ましくは炭素数１～８であり、例えばメトキシ、
エトキシ、ブトキシなどが挙げられる。）、アリールオキシ基（好ましくは炭素数６～２
０、より好ましくは炭素数６～１６、特に好ましくは炭素数６～１２であり、例えばフェ
ニルオキシ、２－ナフチルオキシなどが挙げられる。）、アシル基（好ましくは炭素数１
～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えば
アセチル、ベンゾイル、ホルミル、ピバロイルなどが挙げられる。）、アルコキシカルボ
ニル基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭
素数２～１２であり、例えばメトキシカルボニル、エトキシカルボニルなどが挙げられる
。）、アリールオキシカルボニル基（好ましくは炭素数７～２０、より好ましくは炭素数
７～１６、特に好ましくは炭素数７～１０であり、例えばフェニルオキシカルボニルなど
が挙げられる。）、アシルオキシ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数
２～１６、特に好ましくは炭素数２～１０であり、例えばアセトキシ、ベンゾイルオキシ
などが挙げられる。）、アシルアミノ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭
素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１０であり、例えばアセチルアミノ、ベンゾイ
ルアミノなどが挙げられる。）、アルコキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素数２～
２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１２であり、例えばメ
トキシカルボニルアミノなどが挙げられる。）、アリールオキシカルボニルアミノ基（好
ましくは炭素数７～２０、より好ましくは炭素数７～１６、特に好ましくは炭素数７～１
２であり、例えばフェニルオキシカルボニルアミノなどが挙げられる。）、スルホニルア
ミノ基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭
素数１～１２であり、例えばメタンスルホニルアミノ、ベンゼンスルホニルアミノなどが
挙げられる。）、スルファモイル基（好ましくは炭素数０～２０、より好ましくは炭素数
０～１６、特に好ましくは炭素数０～１２であり、例えばスルファモイル、メチルスルフ
ァモイル、ジメチルスルファモイル、フェニルスルファモイルなどが挙げられる。）、カ
ルバモイル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好まし
くは炭素数１～１２であり、例えばカルバモイル、メチルカルバモイル、ジエチルカルバ
モイル、フェニルカルバモイルなどが挙げられる。）、アルキルチオ基（好ましくは炭素
数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例
えばメチルチオ、エチルチオなどが挙げられる。）、アリールチオ基（ 好ましくは炭素
数６～２０、より好ましくは炭素数６～１６、特に好ましくは炭素数６～１２であり、例
えばフェニルチオなどが挙げられる。）、スルホニル基（好ましくは炭素数１～２０、よ
り好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメシル、ト
シルなどが挙げられる。）、スルフィニル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましく
は炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメタンスルフィニル、
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ベンゼンスルフィニルなどが挙げられる。）、ウレイド基（好ましくは炭素数１～２０、
より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばウレイド
、メチルウレイド、フェニルウレイドなどが挙げられる。）、リン酸アミド基（好ましく
は炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であ
り、例えばジエチルリン酸アミド、フェニルリン酸アミドなどが挙げられる。）、ヒドロ
キシ基、メルカプト基、ハロゲン原子（例えばフッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素
原子）、シアノ基、スルホ基、カルボキシル基、ニトロ基、ヒドロキサム酸基、スルフィ
ノ基、ヒドラジノ基、イミノ基、ヘテロ環基（好ましくは炭素数１～３０、より好ましく
は１～１２であり、ヘテロ原子としては、例えば窒素原子、酸素原子、硫黄原子、具体的
には例えばイミダゾリル、ピリジル、キノリル、フリル、ピペリジル、モルホリノ、ベン
ゾオキサゾリル、ベンズイミダゾリル、ベンズチアゾリルなどが挙げられる。）、シリル
基（好ましくは、炭素数３～４０、より好ましくは炭素数３～３０、特に好ましくは、炭
素数３～２４であり、例えば、トリメチルシリル、トリフェニルシリルなどが挙げられる
）などが挙げられる。これらの置換基は更に置換されてもよい。また、置換基が二つ以上
ある場合は、同じでも異なってもよい。また、可能な場合には互いに連結して環を形成し
てもよい。
【０１４２】
　一般式（１０１）として好ましくは下記一般式（１０１－Ａ）で表される化合物である
。
　一般式（１０１－Ａ）
【０１４３】

【化４５】

【０１４４】
（式中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、およびＲ8はそれぞれ独立に水素原子また
は置換基を表す。）
【０１４５】
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、およびＲ8はそれぞれ独立に水素原子または置換
基を表し、置換基としては前述の置換基Ｔが適用できる。またこれらの置換基は更に別の
置換基によって置換されてもよく、置換基同士が縮環して環構造を形成してもよい。
　Ｒ1およびＲ3として好ましくは水素原子、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、
アリール基、置換または無置換のアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヒドロキ
シ基、ハロゲン原子であり、より好ましくは水素原子、アルキル基、アリール基、アルキ
ルオキシ基、アリールオキシ基、ハロゲン原子であり、更に好ましくは水素原子、炭素１
～１２アルキル基であり、特に好ましくは炭素数１～１２のアルキル基（好ましくは炭素
数４～１２）である。
【０１４６】
　Ｒ2、およびＲ4として好ましくは水素原子、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基
、アリール基、置換または無置換のアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヒドロ
キシ基、ハロゲン原子であり、より好ましくは水素原子、アルキル基、アリール基、アル
キルオキシ基、アリールオキシ基、ハロゲン原子であり、更に好ましくは水素原子、炭素
１～１２アルキル基であり、特に好ましくは水素原子、メチル基であり、最も好ましくは
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【０１４７】
　Ｒ5およびＲ8として好ましくは水素原子、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、
アリール基、置換または無置換のアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヒドロキ
シ基、ハロゲン原子であり、より好ましくは水素原子、アルキル基、アリール基、アルキ
ルオキシ基、アリールオキシ基、ハロゲン原子であり、更に好ましくは水素原子、炭素１
～１２アルキル基であり、特に好ましくは水素原子、メチル基であり、最も好ましくは水
素原子である。
【０１４８】
　Ｒ6およびＲ7として好ましくは水素原子、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、
アリール基、置換または無置換のアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヒドロキ
シ基、ハロゲン原子であり、より好ましくは水素原子、アルキル基、アリール基、アルキ
ルオキシ基、アリールオキシ基、ハロゲン原子であり、更に好ましくは水素原子、ハロゲ
ン原子であり、特に好ましくは水素原子、塩素原子である。
【０１４９】
　一般式（１０１）としてより好ましくは下記一般式（１０１－Ｂ）で表される化合物で
ある。
　一般式（１０１－Ｂ）
【０１５０】
【化４６】

【０１５１】
（式中、Ｒ1、Ｒ3、Ｒ6およびＲ7は一般式（１０１－Ａ）におけるそれらと同義であり、
また好ましい範囲も同様である。）
【０１５２】
　以下に一般式（１０１）で表される化合物の具体例を挙げる。
【０１５３】
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【０１５４】
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【化４８】

【０１５５】
　以上例にあげたベンゾトリアゾール系化合物の中でも、分子量が３２０以下のものを含
まずに本発明のセルロースアシレートフイルムを作製した場合、保留性の点で有利である
ことが確認された。
【０１５６】
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　また本発明に用いられる波長分散調整剤のひとつであるベンゾフェノン系化合物として
は一般式（１０２）で示されるものが好ましく用いられる。
　一般式（１０２）
【０１５７】
【化４９】

【０１５８】
（式中、Ｑ1およびＱ2はそれぞれ独立に芳香族環を表す。ＸはＮＲ（Ｒは水素原子または
置換基を表す。）、酸素原子または硫黄原子を表す。）
【０１５９】
　Ｑ1およびＱ2で表される芳香族環は芳香族炭化水素環でも芳香族ヘテロ環でもよい。ま
た、これらは単環であってもよいし、更に他の環と縮合環を形成してもよい。
　Ｑ1およびＱ2で表される芳香族炭化水素環として好ましくは炭素数６～３０の単環また
は二環の芳香族炭化水素環（例えばベンゼン環、ナフタレン環などが挙げられる。）であ
り、より好ましくは炭素数６～２０の芳香族炭化水素環、更に好ましくは炭素数６～１２
の芳香族炭化水素環である。特に好ましくはベンゼン環である。
　Ｑ1およびＱ2で表される芳香族ヘテロ環として好ましくは酸素原子、窒素原子あるいは
硫黄原子のどれかひとつを少なくとも１つ含む芳香族ヘテロ環である。ヘテロ環の具体例
としては、例えば、フラン、ピロール、チオフェン、イミダゾール、ピラゾール、ピリジ
ン、ピラジン、ピリダジン、トリアゾール、トリアジン、インドール、インダゾール、プ
リン、チアゾリン、チアゾール、チアジアゾール、オキサゾリン、オキサゾール、オキサ
ジアゾール、キノリン、イソキノリン、フタラジン、ナフチリジン、キノキサリン、キナ
ゾリン、シンノリン、プテリジン、アクリジン、フェナントロリン、フェナジン、テトラ
ゾール、ベンズイミダゾール、ベンズオキサゾール、ベンズチアゾール、ベンゾトリアゾ
ール、テトラザインデンなどが挙げられる。芳香族ヘテロ環として好ましくは、ピリジン
、トリアジン、キノリンである。
　Ｑ1およびＱ2であらわされる芳香族環として好ましくは芳香族炭化水素環であり、より
好ましくは炭素数６～１０の芳香族炭化水素環であり、更に好ましくは置換または無置換
のベンゼン環である。
　Ｑ1およびＱ2は更に置換基を有してもよく、後述の置換基Ｔが好ましいが、置換基にカ
ルボン酸やスルホン酸、4級アンモニウム塩を含むことはない。また、可能な場合には置
換基同士が連結して環構造を形成してもよい。
【０１６０】
　ＸはＮＲ（Ｒは水素原子または置換基を表す。置換基としては後述の置換基Ｔが適用で
きる。）、酸素原子または硫黄原子を表し、Ｘとして好ましくは、ＮＲ（Ｒとして好まし
くはアシル基、スルホニル基であり、これらの置換基は更に置換してもよい。）、または
Ｏであり、特に好ましくはＯである。
【０１６１】
　置換基Ｔとしては例えばアルキル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素
数１～１２、特に好ましくは炭素数１～８であり、例えばメチル、エチル、イソプロピル
、ｔｅｒｔ－ブチル、オクチル、デシル、ヘキサデシル、シクロプロピル、シクロペンチ
ル、シクロヘキシルなどが挙げられる。）、アルケニル基（好ましくは炭素数２～２０、
より好ましくは炭素数２～１２、特に好ましくは炭素数２～８であり、例えばビニル、ア
リル、２－ブテニル、３－ペンテニルなどが挙げられる。）、アルキニル基（好ましくは
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炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１２、特に好ましくは炭素数２～８であり、
例えばプロパルギル、３－ペンチニルなどが挙げられる。）、アリール基（好ましくは炭
素数６～３０、より好ましくは炭素数６～２０、特に好ましくは炭素数６～１２であり、
例えばフェニル、ｐ－メチルフェニル、ナフチルなどが挙げられる。）、置換又は未置換
のアミノ基（好ましくは炭素数０～２０、より好ましくは炭素数０～１０、特に好ましく
は炭素数０～６であり、例えばアミノ、メチルアミノ、ジメチルアミノ、ジエチルアミノ
、ジベンジルアミノなどが挙げられる。）、アルコキシ基（好ましくは炭素数１～２０、
より好ましくは炭素数１～１２、特に好ましくは炭素数１～８であり、例えばメトキシ、
エトキシ、ブトキシなどが挙げられる。）、アリールオキシ基（好ましくは炭素数６～２
０、より好ましくは炭素数６～１６、特に好ましくは炭素数６～１２であり、例えばフェ
ニルオキシ、２－ナフチルオキシなどが挙げられる。）、アシル基（好ましくは炭素数１
～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えば
アセチル、ベンゾイル、ホルミル、ピバロイルなどが挙げられる。）、アルコキシカルボ
ニル基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭
素数２～１２であり、例えばメトキシカルボニル、エトキシカルボニルなどが挙げられる
。）、アリールオキシカルボニル基（好ましくは炭素数７～２０、より好ましくは炭素数
７～１６、特に好ましくは炭素数７～１０であり、例えばフェニルオキシカルボニルなど
が挙げられる。）、アシルオキシ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数
２～１６、特に好ましくは炭素数２～１０であり、例えばアセトキシ、ベンゾイルオキシ
などが挙げられる。）、アシルアミノ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭
素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１０であり、例えばアセチルアミノ、ベンゾイ
ルアミノなどが挙げられる。）、アルコキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素数２～
２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１２であり、例えばメ
トキシカルボニルアミノなどが挙げられる。）、アリールオキシカルボニルアミノ基（好
ましくは炭素数７～２０、より好ましくは炭素数７～１６、特に好ましくは炭素数７～１
２であり、例えばフェニルオキシカルボニルアミノなどが挙げられる。）、スルホニルア
ミノ基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭
素数１～１２であり、例えばメタンスルホニルアミノ、ベンゼンスルホニルアミノなどが
挙げられる。）、スルファモイル基（好ましくは炭素数０～２０、より好ましくは炭素数
０～１６、特に好ましくは炭素数０～１２であり、例えばスルファモイル、メチルスルフ
ァモイル、ジメチルスルファモイル、フェニルスルファモイルなどが挙げられる。）、カ
ルバモイル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好まし
くは炭素数１～１２であり、例えばカルバモイル、メチルカルバモイル、ジエチルカルバ
モイル、フェニルカルバモイルなどが挙げられる。）、アルキルチオ基（好ましくは炭素
数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例
えばメチルチオ、エチルチオなどが挙げられる。）、アリールチオ基（好ましくは炭素数
６～２０、より好ましくは炭素数６～１６、特に好ましくは炭素数６～１２であり、例え
ばフェニルチオなどが挙げられる。）、スルホニル基（好ましくは炭素数１～２０、より
好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメシル、トシ
ルなどが挙げられる。）、スルフィニル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは
炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメタンスルフィニル、ベ
ンゼンスルフィニルなどが挙げられる。）、ウレイド基（好ましくは炭素数１～２０、よ
り好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばウレイド、
メチルウレイド、フェニルウレイドなどが挙げられる。）、リン酸アミド基（好ましくは
炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり
、例えばジエチルリン酸アミド、フェニルリン酸アミドなどが挙げられる。）、ヒドロキ
シ基、メルカプト基、ハロゲン原子（例えばフッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原
子）、シアノ基、スルホ基、カルボキシル基、ニトロ基、ヒドロキサム酸基、スルフィノ
基、ヒドラジノ基、イミノ基、ヘテロ環基（好ましくは炭素数１～３０、より好ましくは
１～１２であり、ヘテロ原子としては、例えば窒素原子、酸素原子、硫黄原子、具体的に
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は例えばイミダゾリル、ピリジル、キノリル、フリル、ピペリジル、モルホリノ、ベンゾ
オキサゾリル、ベンズイミダゾリル、ベンズチアゾリルなどが挙げられる。）、シリル基
（好ましくは、炭素数３～４０、より好ましくは炭素数３～３０、特に好ましくは、炭素
数３～２４であり、例えば、トリメチルシリル、トリフェニルシリルなどが挙げられる）
などが挙げられる。これらの置換基は更に置換されてもよい。また、置換基が二つ以上あ
る場合は、同じでも異なってもよい。また、可能な場合には互いに連結して環を形成して
もよい。
【０１６２】
　一般式（１０２）として好ましくは下記一般式（１０２－Ａ）で表される化合物である
。
　一般式（１０２－Ａ）
【０１６３】
【化５０】

【０１６４】
（式中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8、およびＲ9はそれぞれ独立に水素原
子または置換基を表す。）
【０１６５】
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8、およびＲ9はそれぞれ独立に水素原子また
は置換基を表し、置換基としては前述の置換基Ｔが適用できる。またこれらの置換基は更
に別の置換基によって置換されてもよく、置換基同士が縮環して環構造を形成してもよい
。
【０１６６】
　Ｒ1、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ8およびＲ9として好ましくは水素原子、アルキル基、ア
ルケニル基、アルキニル基、アリール基、置換または無置換のアミノ基、アルコキシ基、
アリールオキシ基、ヒドロキシ基、ハロゲン原子であり、より好ましくは水素原子、アル
キル基、アリール基、アルキルオキシ基、アリールオキシ基、ハロゲン原子であり、更に
好ましくは水素原子、炭素1～１２アルキル基であり、特に好ましくは水素原子、メチル
基であり、最も好ましくは水素原子である。
【０１６７】
　Ｒ2として好ましくは水素原子、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、アリール
基、置換または無置換のアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヒドロキシ基、ハ
ロゲン原子、より好ましくは水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、炭素数０～２０の
アミノ基、炭素数１～１２のアルコキシ基、炭素数６～１２アリールオキシ基、ヒドロキ
シ基であり、更に好ましくは炭素数１～２０のアルコキシ基であり、特に好ましくは炭素
数１～１２のアルコキシ基である。
【０１６８】
　Ｒ7として好ましくは水素原子、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、アリール
基、置換または無置換のアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヒドロキシ基、ハ
ロゲン原子、より好ましくは水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、炭素数０～２０の
アミノ基、炭素数１～１２のアルコキシ基、炭素数６～１２アリールオキシ基、ヒドロキ



(69) JP 4498103 B2 2010.7.7

10

20

30

シ基であり、更に好ましくは水素原子、炭素数１～２０のアルキル基（好ましくは炭素数
１～１２、より好ましくは炭素数１～８、更に好ましくはメチル基）であり、特に好まし
くはメチル基、水素原子である。
【０１６９】
　一般式（１０２）としてより好ましくは下記一般式（１０２－Ｂ）で表される化合物で
ある。
　一般式（１０２－Ｂ）
【０１７０】
【化５１】

【０１７１】
（式中、Ｒ10は水素原子、置換または無置換のアルキル基、置換または無置換のアルケニ
ル基、置換または無置換のアルキニル基、置換または無置換のアリール基を表す。）
【０１７２】
　Ｒ10は水素原子、置換または無置換のアルキル基、置換または無置換のアルケニル基、
置換または無置換のアルキニル基、置換または無置換のアリール基を表し、置換基として
は前述の置換基Ｔが適用できる。
　Ｒ10として好ましくは置換または無置換のアルキル基であり、より好ましくは炭素数５
～２０の置換または無置換のアルキル基であり、更に好ましくは炭素数５～１２の置換ま
たは無置換のアルキル基（ヘキシル基、2－エチルヘキシル基、オクチル基、デシル基、
ドデシル基、ベンジル基、などが挙げられる。）であり、特に好ましくは、炭素数６～１
２の置換または無置換のアルキル基（2－エチルヘキシル基、オクチル基、デシル基、ド
デシル基、ベンジル基）である。
【０１７３】
　一般式（１０２）であらわされる化合物は特開平１１－１２２１９号公報記載の公知の
方法により合成できる。
　以下に一般式（１０２）で表される化合物の具体例を挙げる。
【０１７４】
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【化５４】

【０１７７】
　また本発明に用いられる波長分散調整剤のひとつであるシアノ基を含む化合物としては
一般式（１０３）で示されるものが好ましく用いられる。
　一般式（１０３）
【０１７８】

【化５５】

【０１７９】
（式中、Ｑ1およびＱ2はそれぞれ独立に芳香族環を表す。Ｘ1およびＸ2は水素原子または
置換基を表し、少なくともどちらか１つはシアノ基、カルボニル基、スルホニル基、芳香
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族ヘテロ環を表す。）Ｑ1およびＱ2であらわされる芳香族環は芳香族炭化水素環でも芳香
族ヘテロ環でもよい。また、これらは単環であってもよいし、更に他の環と縮合環を形成
してもよい。
【０１８０】
　芳香族炭化水素環として好ましくは炭素数６～３０の単環または二環の芳香族炭化水素
環（例えばベンゼン環、ナフタレン環などが挙げられる。）であり、より好ましくは炭素
数６～２０の芳香族炭化水素環、更に好ましくは炭素数６～１２の芳香族炭化水素環であ
る。特に好ましくはベンゼン環である。
【０１８１】
　芳香族ヘテロ環として好ましくは窒素原子あるいは硫黄原子を含む芳香族ヘテロ環であ
る。ヘテロ環の具体例としては、例えば、チオフェン、イミダゾール、ピラゾール、ピリ
ジン、ピラジン、ピリダジン、トリアゾール、トリアジン、インドール、インダゾール、
プリン、チアゾリン、チアゾール、チアジアゾール、オキサゾリン、オキサゾール、オキ
サジアゾール、キノリン、イソキノリン、フタラジン、ナフチリジン、キノキサリン、キ
ナゾリン、シンノリン、プテリジン、アクリジン、フェナントロリン、フェナジン、テト
ラゾール、ベンズイミダゾール、ベンズオキサゾール、ベンズチアゾール、ベンゾトリア
ゾール、テトラザインデンなどが挙げられる。芳香族ヘテロ環として好ましくは、ピリジ
ン、トリアジン、キノリンである。
【０１８２】
　Ｑ1およびＱ2であらわされる芳香族環として好ましくは芳香族炭化水素環であり、より
好ましくはベンゼン環である。
　Ｑ1およびＱ2は更に置換基を有してもよく、後述の置換基Ｔが好ましい。置換基Ｔとし
ては例えばアルキル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１２、特
に好ましくは炭素数１～８であり、例えばメチル、エチル、イソプロピル、ｔｅｒｔ－ブ
チル、オクチル、デシル、ヘキサデシル、シクロプロピル、シクロペンチル、シクロヘキ
シルなどが挙げられる。）、アルケニル基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは
炭素数２～１２、特に好ましくは炭素数２～８であり、例えばビニル、アリル、２－ブテ
ニル、３－ペンテニルなどが挙げられる。）、アルキニル基（好ましくは炭素数２～２０
、より好ましくは炭素数２～１２、特に好ましくは炭素数２～８であり、例えばプロパル
ギル、３－ペンチニルなどが挙げられる。）、アリール基（好ましくは炭素数６～３０、
より好ましくは炭素数６～２０、特に好ましくは炭素数６～１２であり、例えばフェニル
、ｐ－メチルフェニル、ナフチルなどが挙げられる。）、置換又は未置換のアミノ基（好
ましくは炭素数０～２０、より好ましくは炭素数０～１０、特に好ましくは炭素数０～６
であり、例えばアミノ、メチルアミノ、ジメチルアミノ、ジエチルアミノ、ジベンジルア
ミノなどが挙げられる。）、アルコキシ基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは
炭素数１～１２、特に好ましくは炭素数１～８であり、例えばメトキシ、エトキシ、ブト
キシなどが挙げられる。）、アリールオキシ基（好ましくは炭素数６～２０、より好まし
くは炭素数６～１６、特に好ましくは炭素数６～１２であり、例えばフェニルオキシ、２
－ナフチルオキシなどが挙げられる。）、アシル基（好ましくは炭素数１～２０、より好
ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばアセチル、ベン
ゾイル、ホルミル、ピバロイルなどが挙げられる。）、アルコキシカルボニル基（好まし
くは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１２で
あり、例えばメトキシカルボニル、エトキシカルボニルなどが挙げられる。）、アリール
オキシカルボニル基（好ましくは炭素数７～２０、より好ましくは炭素数７～１６、特に
好ましくは炭素数７～１０であり、例えばフェニルオキシカルボニルなどが挙げられる。
）、アシルオキシ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に
好ましくは炭素数２～１０であり、例えばアセトキシ、ベンゾイルオキシなどが挙げられ
る。）、アシルアミノ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、
特に好ましくは炭素数２～１０であり、例えばアセチルアミノ、ベンゾイルアミノなどが
挙げられる。）、アルコキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ま



(74) JP 4498103 B2 2010.7.7

10

20

30

40

50

しくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１２であり、例えばメトキシカルボニ
ルアミノなどが挙げられる。）、アリールオキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素数
７～２０、より好ましくは炭素数７～１６、特に好ましくは炭素数７～１２であり、例え
ばフェニルオキシカルボニルアミノなどが挙げられる。）、スルホニルアミノ基（好まし
くは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２で
あり、例えばメタンスルホニルアミノ、ベンゼンスルホニルアミノなどが挙げられる。）
、スルファモイル基（好ましくは炭素数０～２０、より好ましくは炭素数０～１６、特に
好ましくは炭素数０～１２であり、例えばスルファモイル、メチルスルファモイル、ジメ
チルスルファモイル、フェニルスルファモイルなどが挙げられる。）、カルバモイル基（
好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～
１２であり、例えばカルバモイル、メチルカルバモイル、ジエチルカルバモイル、フェニ
ルカルバモイルなどが挙げられる。）、アルキルチオ基（好ましくは炭素数１～２０、よ
り好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメチルチオ
、エチルチオなどが挙げられる。）、アリールチオ基（好ましくは炭素数６～２０、より
好ましくは炭素数６～１６、特に好ましくは炭素数６～１２であり、例えばフェニルチオ
などが挙げられる。）、スルホニル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素
数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメシル、トシルなどが挙げら
れる。）、スルフィニル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６
、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメタンスルフィニル、ベンゼンスルフィ
ニルなどが挙げられる。）、ウレイド基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭
素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばウレイド、メチルウレイド
、フェニルウレイドなどが挙げられる。）、リン酸アミド基（好ましくは炭素数１～２０
、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばジエチ
ルリン酸アミド、フェニルリン酸アミドなどが挙げられる。）、ヒドロキシ基、メルカプ
ト基、ハロゲン原子（例えばフッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、シアノ基
、スルホ基、カルボキシル基、ニトロ基、ヒドロキサム酸基、スルフィノ基、ヒドラジノ
基、イミノ基、ヘテロ環基（好ましくは炭素数１～３０、より好ましくは１～１２であり
、ヘテロ原子としては、例えば窒素原子、酸素原子、硫黄原子、具体的には例えばイミダ
ゾリル、ピリジル、キノリル、フリル、ピペリジル、モルホリノ、ベンゾオキサゾリル、
ベンズイミダゾリル、ベンズチアゾリルなどが挙げられる。）、シリル基（好ましくは、
炭素数３～４０、より好ましくは炭素数３～３０、特に好ましくは、炭素数３～２４であ
り、例えば、トリメチルシリル、トリフェニルシリルなどが挙げられる）などが挙げられ
る。これらの置換基は更に置換されてもよい。また、置換基が二つ以上ある場合は、同じ
でも異なってもよい。また、可能な場合には互いに連結して環を形成してもよい。
【０１８３】
　Ｘ1およびＸ2は水素原子または置換基を表し、少なくともどちらか１つはシアノ基、カ
ルボニル基、スルホニル基、芳香族ヘテロ環を表す。Ｘ1およびＸ2で表される置換基は前
述の置換基Ｔを適用することができる。また、Ｘ1およびＸ2はで表される置換基は更に他
の置換基によって置換されてもよく、Ｘ1およびＸ2はそれぞれが縮環して環構造を形成し
てもよい。
【０１８４】
　Ｘ1およびＸ2として好ましくは、水素原子、アルキル基、アリール基、シアノ基、ニト
ロ基、カルボニル基、スルホニル基、芳香族ヘテロ環であり、より好ましくは、シアノ基
、カルボニル基、スルホニル基、芳香族ヘテロ環であり、更に好ましくはシアノ基、カル
ボニル基であり、特に好ましくはシアノ基、アルコキシカルボニル基（-C(＝O)OR（Rは：
炭素数１～２０アルキル基、炭素数６～１２のアリール基およびこれらを組み合せたもの
）である。
【０１８５】
　一般式（１０３）として好ましくは下記一般式（１０３-Ａ）で表される化合物である
。
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　一般式（１０３-Ａ）
【０１８６】
【化５６】

【０１８７】
（式中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8、Ｒ9およびＲ10はそれぞれ独立に水
素原子または置換基を表す。Ｘ1およびＸ2は一般式（１０３）におけるそれらと同義であ
り、また好ましい範囲も同様である。）
【０１８８】
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8、Ｒ9およびＲ10はそれぞれ独立に水素原子
または置換基を表し、置換基ととしては前述の置換基Ｔが適用できる。またこれらの置換
基は更に別の置換基によって置換されてもよく、置換基同士が縮環して環構造を形成して
もよい。
【０１８９】
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ9、およびＲ10として好ましくは水素原子、アルキ
ル基、アルケニル基、アルキニル基、アリール基、置換または無置換のアミノ基、アルコ
キシ基、アリールオキシ基、ヒドロキシ基、ハロゲン原子であり、より好ましくは水素原
子、アルキル基、アリール基、アルキルオキシ基、アリールオキシ基、ハロゲン原子であ
り、更に好ましくは水素原子、炭素1～１２アルキル基であり、特に好ましくは水素原子
、メチル基であり、最も好ましくは水素原子である。
【０１９０】
　Ｒ3、およびＲ8として好ましくは水素原子、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基
、アリール基、置換または無置換のアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヒドロ
キシ基、ハロゲン原子、より好ましくは水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、炭素数
０～２０のアミノ基、炭素数１～１２のアルコキシ基、炭素数６～１２アリールオキシ基
、ヒドロキシ基であり、更に好ましくは水素原子、炭素数１～１２のアルキル基、炭素数
１～１２アルコキシ基であり、特に好ましくは水素原子である。
【０１９１】
　一般式（１０３）としてより好ましくは下記一般式（１０３-Ｂ）で表される化合物で
ある。
　一般式（１０３-Ｂ）
【０１９２】

【化５７】
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（式中、Ｒ3およびＲ8は一般式（１０３-Ａ）におけるそれらと同義であり、また、好ま
しい範囲も同様である。Ｘ3は水素原子、または置換基を表す。）
【０１９４】
　Ｘ3は水素原子、または置換基を表し、置換基としては前述の置換基Ｔが適用でき、ま
た、可能な場合は更に他の置換基で置換されてもよい。Ｘ3として好ましくは水素原子、
アルキル基、アリール基、シアノ基、ニトロ基、カルボニル基、スルホニル基、芳香族ヘ
テロ環であり、より好ましくは、シアノ基、カルボニル基、スルホニル基、芳香族ヘテロ
環であり、更に好ましくはシアノ基、カルボニル基であり、特に好ましくはシアノ基、ア
ルコキシカルボニル基（-C(＝O)OR（Rは：炭素数１～２０アルキル基、炭素数６～１２の
アリール基およびこれらを組み合せたもの）である。
【０１９５】
　一般式（１０３）として更に好ましくは一般式（１０３-Ｃ）で表される化合物である 
。
　一般式（１０３-Ｃ）
【０１９６】
【化５８】

【０１９７】
（式中、Ｒ3およびＲ8は一般式（１０３-Ａ）におけるそれらと同義であり、また、好ま
しい範囲も同様である。Ｒ21は炭素数１～２０のアルキル基を表す。）
【０１９８】
　Ｒ21として好ましくはＲ3およびＲ8が両方水素の場合には、炭素数２～１２のアルキル
基であり、より好ましくは炭素数４～１２のアルキル基であり、更に好ましくは、炭素数
６～１２のアルキル基であり、特に好ましくは、オクチル基、tert-オクチル基、２－エ
チルへキシル基、デシル基、ドデシル基であり、最も好ましくは２－エチルへキシル基で
ある。
【０１９９】
　Ｒ21として好ましくはＲ3およびＲ8が水素以外の場合には、一般式（１０３-Ｃ）で表
される化合物の分子量が３００以上になり、かつ炭素数２０以下の炭素数のアルキル基が
好ましい。
【０２００】
　本発明一般式（１０３）で表される化合物はJournal　of　American Chemical Society
 ６３巻　３４５２頁（１９４１）記載の方法によって合成できる。
【０２０１】
　以下に一般式（１０３）で表される化合物の具体例を挙げる。
【０２０２】
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【０２０３】
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【化６１】

【０２０５】
［マット剤微粒子]
　本発明のセルロースアシレートフイルムには、マット剤として微粒子を加えることが好
ましい。本発明に使用される微粒子としては、二酸化珪素、二酸化チタン、酸化アルミニ
ウム、酸化ジルコニウム、炭酸カルシウム、炭酸カルシウム、タルク、クレイ、焼成カオ
リン、焼成珪酸カルシウム、水和ケイ酸カルシウム、ケイ酸アルミニウム、ケイ酸マグネ
シウム及びリン酸カルシウムを挙げることができる。微粒子はケイ素を含むものが、濁度
が低くなる点で好ましく、特に二酸化珪素が好ましい。二酸化珪素の微粒子は、１次平均
粒子径が２０ｎｍ以下であり、かつ見かけ比重が７０ｇ／リットル以上であるものが好ま
しい。１次粒子の平均径が５～１６ｎｍと小さいものがフイルムのヘイズを下げることが
できより好ましい。見かけ比重は９０～２００ｇ／リットル以上が好ましく、１００～２
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００ｇ／リットル以上がさらに好ましい。見かけ比重が大きい程、高濃度の分散液を作る
ことが可能になり、ヘイズ、凝集物が良化するため好ましい。
【０２０６】
　これらの微粒子は、通常平均粒子径が０．１～３．０μｍの２次粒子を形成し、これら
の微粒子はフイルム中では、１次粒子の凝集体として存在し、フイルム表面に０．１～３
．０μｍの凹凸を形成させる。２次平均粒子径は０．２μｍ以上１．５μｍ以下が好まし
く、０．４μｍ以上１．２μｍ以下がさらに好ましく、０．６μｍ以上１．１μｍ以下が
最も好ましい。１次、２次粒子径はフイルム中の粒子を走査型電子顕微鏡で観察し、粒子
に外接する円の直径をもって粒径とした。また、場所を変えて粒子２００個を観察し、そ
の平均値をもって平均粒子径とした。
【０２０７】
　二酸化珪素の微粒子は、例えば、アエロジルＲ９７２、Ｒ９７２Ｖ、Ｒ９７４、Ｒ８１
２、２００、２００Ｖ、３００、Ｒ２０２、ＯＸ５０、ＴＴ６００（以上日本アエロジル
（株）製）などの市販品を使用することができる。酸化ジルコニウムの微粒子は、例えば
、アエロジルＲ９７６及びＲ８１１（以上日本アエロジル（株）製）の商品名で市販され
ており、使用することができる。
【０２０８】
　これらの中でアエロジル２００Ｖ、アエロジルＲ９７２Ｖが、１次平均粒子径が２０ｎ
ｍ以下であり、かつ見かけ比重が７０ｇ／リットル以上である二酸化珪素の微粒子であり
、光学フイルムの濁度を低く保ちながら、摩擦係数をさげる効果が大きいため特に好まし
い。
【０２０９】
　本発明において２次平均粒子径の小さな粒子を有するセルロースアシレートフイルムを
得るために、微粒子の分散液を調製する際にいくつかの手法が考えられる。例えば、溶剤
と微粒子を撹拌混合した微粒子分散液をあらかじめ作成し、この微粒子分散液を別途用意
した少量のセルロースアシレート溶液に加えて撹拌溶解し、さらにメインのセルロースア
シレートドープ液と混合する方法がある。この方法は二酸化珪素微粒子の分散性がよく、
二酸化珪素微粒子が更に再凝集しにくい点で好ましい調製方法である。ほかにも、溶剤に
少量のセルロースエステルを加え、撹拌溶解した後、これに微粒子を加えて分散機で分散
を行い、これを微粒子添加液とし、この微粒子添加液をインラインミキサーでドープ液と
十分混合する方法もある。本発明では、二酸化珪素微粒子を溶剤などと混合して分散する
ときの二酸化珪素の濃度は５～３０質量％が好ましく、１０～２５質量％が更に好ましく
、１５～２０質量％が最も好ましい。分散濃度が高い方が添加量に対する液濁度は低くな
り、ヘイズ、凝集物が良化するため好ましい。最終的なセルロースアシレートのドープ溶
液中でのマット剤の添加量は１ｍ2あたり０．０１～１．０ｇが好ましく、０．０３～０
．３ｇが更に好ましく、０．０８～０．１６ｇが最も好ましい。
【０２１０】
　使用される溶剤は低級アルコール類としては、好ましくはメチルアルコール、エチルア
ルコール、プロピルアルコール、イソプロピルアルコール、ブチルアルコール等が挙げら
れる。低級アルコール以外の溶媒としては、セルロースエステルの製膜時に用いられる溶
剤を用いることが好ましい。
【０２１１】
［可塑剤、劣化防止剤、剥離剤]
　上記の光学的に異方性を低下する化合物、波長分散調整剤の他に、本発明のセルロース
アシレートフイルムには、各調製工程において用途に応じた種々の添加剤（例えば、可塑
剤、紫外線防止剤、劣化防止剤、剥離剤、赤外吸収剤、など）を加えることができ、それ
らは固体でもよく油状物でもよい。例えば２０℃以下と２０℃以上の紫外線吸収材料の混
合や、同様に可塑剤の混合などであり、例えば特開２００１－１５１９０１号などに記載
されている。さらにまた、赤外吸収染料としては例えば特開２００１－１９４５２２号に
記載されている。またその添加する時期はドープ作製工程において何れで添加しても良い
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が、ドープ調製工程の最後の調製工程に添加剤を添加し調製する工程を加えて行ってもよ
い。また、セルロースアシレートフイルムが多層から形成される場合、各層の添加物の種
類や添加量が異なってもよい。例えば特開２００１－１５１９０２号などに記載されてい
るが、これらは従来から知られている技術である。これらの詳細は、発明協会公開技報（
公技番号２００１－１７４５、２００１年３月１５日発行、発明協会）にて１６頁～２２
頁に詳細に記載されている素材が好ましく用いられる。
【０２１２】
［化合物添加の比率]
　本発明のセルロースアシレートフイルムにおいては、分子量が３０００以下の化合物の
総量は、セルロースアシレート重量に対して５～４５％であることがのぞましい。より好
ましくは１０～４０％であり、さらにのぞましくは１５～３０％である。これらの化合物
としては上述したように、光学異方性を低下する化合物、波長分散調整剤、紫外線防止剤
、可塑剤、劣化防止剤、微粒子、剥離剤、赤外吸収剤などであり、分子量としては３００
０以下がのぞましく、２０００以下がよりのぞましく、１０００以下がさらにのぞましい
。これら化合物の総量が５％以下であると、セルロースアシレート単体の性質が出やすく
なり、例えば、温度や湿度の変化に対して光学性能や物理的強度が変動しやすくなるなど
の問題がある。またこれら化合物の総量が４５％以上であると、セルロースアシレートフ
イルム中に化合物が相溶する限界を超え、フイルム表面に析出してフイルムが白濁する(
フイルムからの泣き出し)などの問題が生じやすくなる。
【０２１３】
［セルロースアシレート溶液の有機溶媒]
　本発明では、ソルベントキャスト法によりセルロースアシレートフイルムを製造するこ
とが好ましく、セルロースアシレートを有機溶媒に溶解した溶液（ドープ）を用いてフイ
ルムは製造される。本発明の主溶媒として好ましく用いられる有機溶媒は、炭素原子数が
３～１２のエステル、ケトン、エーテル、および炭素原子数が１～７のハロゲン化炭化水
素から選ばれる溶媒が好ましい。エステル、ケトンおよび、エーテルは、環状構造を有し
ていてもよい。エステル、ケトンおよびエーテルの官能基（すなわち、－Ｏ－、－ＣＯ－
および－ＣＯＯ－）のいずれかを二つ以上有する化合物も、主溶媒として用いることがで
き、たとえばアルコール性水酸基のような他の官能基を有していてもよい。二種類以上の
官能基を有する主溶媒の場合、その炭素原子数はいずれかの官能基を有する化合物の規定
範囲内であればよい。
【０２１４】
　以上本発明のセルロースアシレートフイルムに対しては塩素系のハロゲン化炭化水素を
主溶媒としても良いし、発明協会公開技報２００１－１７４５（１２頁～１６頁）に記載
されているように、非塩素系溶媒を主溶媒としても良い。
【０２１５】
　その他、本発明のセルロースアシレート溶液及びフイルムについての溶媒は、その溶解
方法も含め以下の特許に開示されており、好ましい態様である。それらは、例えば、特開
２０００－９５８７６、特開平１２－９５８７７、特開平１０－３２４７７４、特開平８
－１５２５１４、特開平１０－３３０５３８、特開平９－９５５３８、特開平９－９５５
５７、特開平１０－２３５６６４、特開平１２－６３５３４、特開平１１－２１３７９、
特開平１０－１８２８５３、特開平１０－２７８０５６、特開平１０－２７９７０２、特
開平１０－３２３８５３、特開平１０－２３７１８６、特開平１１－６０８０７、特開平
１１－１５２３４２、特開平１１－２９２９８８、特開平１１－６０７５２、特開平１１
－６０７５２などに記載されている。これらの特許によると本発明のセルロースアシレー
トに好ましい溶媒だけでなく、その溶液物性や共存させる共存物質についても記載があり
、本発明においても好ましい態様である。
【０２１６】
［セルロースアシレートフイルムの製造工程]
［溶解工程］
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　本発明のセルロースアシレート溶液（ドープ）の調製は、その溶解方法は、室温でもよ
くさらには冷却溶解法あるいは高温溶解方法、さらにはこれらの組み合わせで実施される
。本発明におけるセルロースアシレート溶液の調製、さらには溶解工程に伴う溶液濃縮、
ろ過の各工程に関しては、発明協会公開技報（公技番号　２００１－１７４５、２００１
年３月１５日発行、発明協会）にて２２頁～２５頁に詳細に記載されている製造工程が好
ましく用いられる。
【０２１７】
（ドープ溶液の透明度）
　本発明のセルロースアシレート溶液のドープ透明度としては８５％以上であることがの
ぞましい。より好ましくは８８％以上であり、さらに好ましくは９０％以上であることが
のぞましい。本発明においてはセルロースアシレートドープ溶液に各種の添加剤が十分に
溶解していることを確認した。具体的なドープ透明度の算出方法としては、ドープ溶液を
１ｃｍ角のガラスセルに注入し、分光光度計（ＵＶ－３１５０、島津製作所）で５５０ｎ
ｍの吸光度を測定した。溶媒のみをあらかじめブランクとして測定しておき、ブランクの
吸光度との比からセルロースアシレート溶液の透明度を算出した。
【０２１８】
［流延、乾燥、巻き取り工程］
　次に、本発明のセルロースアシレート溶液を用いたフイルムの製造方法について述べる
。本発明のセルロースアシレートフイルムを製造する方法及び設備は、従来セルロースト
リアセテートフイルム製造に供する溶液流延製膜方法及び溶液流延製膜装置が用いられる
。溶解機（釜）から調製されたドープ（セルロースアシレート溶液）を貯蔵釜で一旦貯蔵
し、ドープに含まれている泡を脱泡して最終調製をする。ドープをドープ排出口から、例
えば回転数によって高精度に定量送液できる加圧型定量ギヤポンプを通して加圧型ダイに
送り、ドープを加圧型ダイの口金（スリット）からエンドレスに走行している流延部の金
属支持体の上に均一に流延され、金属支持体がほぼ一周した剥離点で、生乾きのドープ膜
（ウェブとも呼ぶ）を金属支持体から剥離する。得られるウェブの両端をクリップで挟み
、幅保持しながらテンターで搬送して乾燥し、続いて乾燥装置のロール群で搬送し乾燥を
終了して巻き取り機で所定の長さに巻き取る。テンターとロール群の乾燥装置との組み合
わせはその目的により変わる。本発明のセルロースアシレートフイルムの主な用途である
、電子ディスプレイ用の光学部材である機能性保護膜やハロゲン化銀写真感光材料に用い
る溶液流延製膜方法においては、溶液流延製膜装置の他に、下引層、帯電防止層、ハレー
ション防止層、保護層等のフイルムへの表面加工のために、塗布装置が付加されることが
多い。これらについては、発明協会公開技報（公技番号　２００１－１７４５、２００１
年３月１５日発行、発明協会）にて２５頁～３０頁に詳細に記載されており、流延（共流
延を含む），金属支持体，乾燥，剥離などに分類され、本発明において好ましく用いるこ
とができる。
　また、セルロースアシレートフイルムの厚さは１０～１２０μｍが好ましく、２０～１
００μｍがより好ましく、３０～９０μｍがさらに好ましい。
【０２１９】
［高湿度処理後のフイルムの光学性能変化]
［セルロースアシレートフイルム物性評価］
　本発明のセルロースアシレートフイルムの環境変化による光学性能の変化については、
６０℃９０％ＲＨに２４０時間処理したフイルムのＲｅおよびＲｔｈの変化量が１５ｎｍ
以下であることがのぞましい。よりのぞましくは１２ｎｍ以下であり、１０ｎｍ以下であ
ることがさらにのぞましい。
【０２２０】
［高温度処理後のフイルムの光学性能変化]
　また、８０℃２４０時間処理したフイルムのＲｅおよびＲｔｈの変化量が１５ｎｍ以下
であることがのぞましい。よりのぞましくは１２ｎｍ以下であり、１０ｎｍ以下であるこ
とがさらにのぞましい。
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【０２２１】
［フイルム加熱処理後の化合物揮散量]
　本発明のセルロースアシレートフイルムにのぞましく用いることができる、Ｒｔｈを低
下させる化合物と、ΔＲｔｈを低下させる化合物は、８０℃２４０時間処理したフイルム
からの化合物の揮散量が３０％以下であることがのぞましい。よりのぞましくは２５％以
下であり、２０％以下であることがさらにのぞましい。
　なお、フイルムからの揮散量は、８０℃２４０時間処理したフイルムおよび未処理のフ
イルムをそれぞれ溶媒に溶かし出し、液体高速クロマトグラフィーにて化合物を検出し、
化合物のピーク面積をフイルム中に残存した化合物量として、下記式により算出した。
　揮散量（％）＝ ｛（未処理品中の残存化合物量）－（処理品中の残存化合物量）｝/（
未処理品中の残存化合物量）×１００
【０２２２】
［フイルムのガラス転移温度Ｔｇ]
　本発明のセルロースアシレートフイルムのガラス転移温度Ｔｇは、８０～１６５℃であ
る。耐熱性の観点から、Ｔｇが１００～１６０℃であることがより好ましく、１１０～１
５０℃であることが特に好ましい。ガラス転移温度Ｔｇの測定は、本発明のセルロースア
シレートフイルム試料１０ｍｇを、常温から２００度まで昇降温速度５℃／分で示差走査
熱量計（ＤＳＣ２９１０、Ｔ．Ａ．インスツルメント）で熱量測定を行い、ガラス転移温
度Ｔｇを算出した。
【０２２３】
［フイルムのヘイズ]
　本発明のセルロースアシレートフイルムのヘイズは０．０１～２．０％であることがの
ぞましい。よりのぞましくは０．０５～１．５％であり、０．１～１．０％であることが
さらにのぞましい。光学フイルムとしてフイルムの透明性は重要である。ヘイズの測定は
、本発明のセルロースアシレートフイルム試料４０ｍｍ×８０ｍｍを、２５℃，６０％Ｒ
Ｈであり、ヘイズメーター（ＨＧＭ－２ＤＰ、スガ試験機）でＪＩＳ　Ｋ－６７１４に従
って測定した。
【０２２４】
［フイルムのＲｅ、Ｒｔｈの湿度依存性]
　本発明のセルロースアシレートフイルムの面内のレターデーションＲｅおよび膜厚方向
のレターデーションＲｔｈはともに湿度による変化が小さいことが好ましい。具体的には
、２５℃１０％ＲＨにおけるＲｔｈ値と２５℃８０％ＲＨにおけるＲｔｈ値の差ΔＲｔｈ
（＝Ｒｔｈ１０％ＲＨ－Ｒｔｈ８０％ＲＨ）が０～５０ｎｍであることが好ましい。より
好ましくは０～４０ｎｍであり、さらに好ましくは０～３５ｎｍである。
【０２２５】
［フイルムの平衡含水率]
　本発明のセルロースアシレートフイルムの平衡含水率は、偏光板の保護膜として用いる
際、ポリビニルアルコールなどの水溶性ポリマーとの接着性を損なわないために、膜厚の
いかんに関わらず、２５℃８０％ＲＨにおける平衡含水率が、０～４％であることが好ま
しい。０.１～３．５％であることがより好ましく、１～３％であることが特に好ましい
。４％以上の平衡含水率であると、光学補償フイルムの支持体として用いる際にレターデ
ーションの湿度変化による依存性が大きくなりすぎてしまい好ましくない。
　含水率の測定法は、本発明のセルロースアシレートフイルム試料７ｍｍ×３５ｍｍを水
 分測定器、試料乾燥装置（ＣＡ－０３、ＶＡ－０５、共に三菱化学（株））にてカール
フィッシャー法で測定した。水分量（ｇ）を試料重量（ｇ）で除して算出した。
【０２２６】
［フイルムの透湿度]
　本発明の光学補償シートに用いるセルロースアシレートフイルムの透湿度は、ＪＩＳ規
格ＪＩＳＺ０２０８をもとに、温度６０℃、湿度９５％ＲＨの条件において測定し、膜厚
８０μｍに換算して４００～２０００ｇ／ｍ2・２４ｈであることがのぞましい。５００
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～１８００ｇ／ｍ2・２４ｈであることがより好ましく、６００～１６００ｇ／ｍ2・２４
ｈであることが特に好ましい。２０００ｇ／ｍ2・２４ｈを越えると、フイルムのＲｅ値
、Ｒｔｈ値の湿度依存性の絶対値が０．５ｎｍ／％ＲＨを超える傾向が強くなってしまう
。また、本発明のセルロースアシレートフイルムに光学異方性層を積層して光学補償フイ
ルムとした場合も、Ｒｅ値、Ｒｔｈ値の湿度依存性の絶対値が０．５ｎｍ／％ＲＨを超え
る傾向が強くなってしまい好ましくない。この光学補償シートや偏光板が液晶表示装置に
組み込まれた場合、色味の変化や視野角の低下を引き起こす。また、セルロースアシレー
トフイルムの透湿度が４００ｇ／ｍ2・２４ｈ未満では、偏光膜の両面などに貼り付けて
偏光板を作製する場合に、セルロースアシレートフイルムにより接着剤の乾燥が妨げられ
、接着不良を生じる。
　セルロースアシレートフイルムの膜厚が厚ければ透湿度は小さくなり、膜厚が薄ければ
透湿度は大きくなる。そこでどのような膜厚のサンプルでも基準を８０μｍに設け換算す
る必要がある。膜厚の換算は、（８０μｍ換算の透湿度＝実測の透湿度×実測の膜厚μｍ
／８０μｍ）として求めた。
　透湿度の測定法は、「高分子の物性II」（高分子実験講座４　共立出版）の２８５頁～
２９４頁：蒸気透過量の測定（質量法、温度計法、蒸気圧法、吸着量法）に記載の方法を
適用することができ、本発明のセルロースアシレートフイルム試料７０ｍｍφを２５℃、
９０％ＲＨ及び６０℃、９５％ＲＨでそれぞれ２４時間調湿し、透湿試験装置（ＫＫ－７
０９００７、東洋精機（株））にて、ＪＩＳ　Ｚ－０２０８に従って、単位面積あたりの
水分量を算出（ｇ／ｍ2）し、透湿度＝調湿後重量－調湿前重量で求めた。
【０２２７】
［フイルムの寸度変化]
　本発明のセルロースアシレートフイルムの寸度安定性は、６０℃、９０％ＲＨの条件下
に２４時間静置した場合（高湿）の寸度変化率および９０℃、５％ＲＨの条件下に２４時
間静置した場合（高温）の寸度変化率がいずれも０.５％以下であることがのぞましい。
よりのぞましくは０.３％以下であり、さらにのぞましくは０.１５％以下である。
　具体的な測定方法としては、セルロースアシレートフイルム試料３０ｍｍ×１２０ｍｍ
を２枚用意し、２５℃、６０％ＲＨで２４時間調湿し、自動ピンゲージ（新東科学（株）
）にて、両端に６ｍｍφの穴を１００ｍｍの間隔で開け、パンチ間隔の原寸（Ｌ０）とし
た。１枚の試料を６０℃、９０％ＲＨにて２４時間処理した後のパンチ間隔の寸法（Ｌ１
）を測定、もう１枚の試料を９０℃、５％ＲＨにて２４時間処理した後のパンチ間隔の寸
法（Ｌ２）を測定した。すべての間隔の測定において最小目盛り１／１０００ｍｍまで測
定した。６０℃、９０％ＲＨ（高湿）の寸度変化率＝｛｜Ｌ０－Ｌ１｜／Ｌ０｝×１００
、９０℃、５％ＲＨ（高温）の寸度変化率＝｛｜Ｌ０－Ｌ２｜／Ｌ０｝×１００、として
寸度変化率を求めた。
【０２２８】
［フイルムの弾性率]
（弾性率）
　本発明のセルロースアシレートフイルムの弾性率は、２００～５００ｋｇｆ/ｍｍ2であ
ることが好ましい。より好ましくは２４０～４７０ｋｇｆ/ｍｍ2であり、さらに好ましく
は２７０～４４０ｋｇｆ/ｍｍ2である。具体的な測定方法としては、東洋ボールドウィン
製万能引っ張り試験機ＳＴＭ　Ｔ５０ＢＰを用い、２３℃・７０％雰囲気中、引っ張り速
度１０％／分で０．５％伸びにおける応力を測定し、弾性率を求めた。
【０２２９】
［フイルムの光弾性係数]
（光弾性係数）
　本発明のセルロースアシレートフイルムの光弾性係数は、５０×１０-13ｃｍ2/ｄｙｎ
ｅ以下であることが好ましい。３０×１０-13ｃｍ2/ｄｙｎｅ以下であることがより好ま
しく、２０×１０-13ｃｍ2/ｄｙｎｅ以下であることがさらに好ましい。具体的な測定方
法としては、セルロースアシレートフイルム試料１２ｍｍ×１２０ｍｍの長軸方向に対し
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て引っ張り応力をかけ、その際のレターデーションをエリプソメーター（Ｍ１５０、日本
分光（株））で測定し、応力に対するレターデーションの変化量から光弾性係数を算出し
た。
【０２３０】
［本発明のセルロースアシレートフイルムの評価方法]
　本発明のセルロースアシレートフイルムの評価に当たって、以下の方法で測定して実施
した。
【０２３１】
（Ｒｅ、Ｒｔｈの波長分散測定）
　試料３０ｍｍ×４０ｍｍを、２５℃、６０％ＲＨで２時間調湿し、エリプソメーターＭ
－１５０(日本分光（株）製)において波長７８０ｎｍから３８０ｎｍの光をフイルム法線
方向に入射させることにより各波長でのＲｅをもとめ、Ｒｅの波長分散を測定した。
【０２３２】
（分子配向軸）
　試料７０ｍｍ×１００ｍｍを、２５℃、６５％ＲＨで２時間調湿し、自動複屈折計（Ｋ
ＯＢＲＡ２１ＤＨ、王子計測（株））にて、垂直入射における入射角を変化させた時の位
相差より分子配向軸を算出した。
【０２３３】
（軸ズレ）
　また、自動複屈折計（ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ、王子計測機器（株））で軸ズレ角度を
測定した。幅方向に全幅にわたって等間隔で２０点測定し、絶対値の平均値を求めた。ま
た、遅相軸角度（軸ズレ）のレンジとは、幅方向全域にわたって等間隔に２０点測定し、
軸ズレの絶対値の大きいほうから４点の平均と小さいほうから４点の平均の差をとったも
のである。
【０２３４】
（透過率）
　試料２０ｍｍ×７０ｍｍを、２５℃，６０％ＲＨにおいて、透明度測定器（ＡＫＡ光電
管比色計、ＫＯＴＡＫＩ製作所）で可視光（６１５ｎｍ）の透過率を測定した。
【０２３５】
（分光特性）
　試料１３ｍｍ×４０ｍｍを、２５℃，６０％ＲＨで分光光度計（Ｕ－３２１０、（株）
日立製作所）にて、波長３００～４５０ｎｍにおける透過率を測定した。傾斜幅は７２％
の波長－５％の波長で求めた。限界波長は、（傾斜幅／２）＋５％の波長で表した。吸収
端は、透過率０．４％の波長で表す。これより３８０ｎｍおよび３５０ｎｍの透過率を評
価した。
【０２３６】
［フイルム表面の性状]
　本発明セルロースアシレートフイルムの表面は、ＪＩＳＢ０６０１－１９９４に基づく
該膜の表面凹凸の算術平均粗さ（Ｒａ）が０．１μｍ以下、及び最大高さ（Ｒｙ）が０．
５μｍ以下であることが好ましい。より好ましくは、算術平均粗さ（Ｒａ）が０．０５μ
ｍ以下、及び最大高さ（Ｒｙ）が０．２μｍ以下である。膜表面の凹と凸の形状は、原子
間力顕微鏡（ＡＦＭ）により評価することが出来る。
【０２３７】
［セルロースアシレートフイルムのレターデーションの面内ばらつき]
　本発明のセルロースアシレートフイルムは次の式を満たすことがのぞましい。
　｜Ｒｅ（ＭＡＸ）－Ｒｅ（ＭＩＮ）｜≦３かつ｜Ｒｔｈ（ＭＡＸ）－Ｒｔｈ（ＭＩＮ）
｜≦５
［式中、Ｒｅ（ＭＡＸ）、Ｒｔｈ（ＭＡＸ）－は任意に切り出した１ｍ四方のフイルムの
最大レターデーション値、Ｒｅ（ＭＩＮ）、Ｒｔｈ（ＭＩＮ）は最小値である。］
【０２３８】
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［フイルムの保留性]
　本発明のセルロースアシレートフイルムにおいては、フイルムに添加した各種化合物の
保留性が要求される。具体的には、本発明のセルロースアシレートフイルムを８０℃／９
０％ＲＨの条件下に４８時間静置した場合のフイルムの質量変化が、０～５％であること
が好ましい。より好ましくは０～３％であり、さらに好ましくは０～２％である。
【０２３９】
（保留性の評価方法）
　試料を１０ｃｍ×１０ｃｍのサイズに断裁し、２３℃、５５％ＲＨの雰囲気下で２４時
間放置後の質量を測定して、８０±５℃、９０±１０％ＲＨの条件下で４８時間放置した
。処理後の試料の表面を軽く拭き、２３℃、５５％ＲＨで１日放置後の質量を測定して、
以下の方法で保留性を計算した。
　　保留性（質量％）＝｛（放置前の質量－放置後の質量）／放置前の質量｝×１００
【０２４０】
［フイルムの力学特性]
（カール）
　本発明のセルロースアシレートフイルムの幅方向のカール値は、－１０／ｍ～＋１０／
ｍであることが好ましい。本発明のセルロースアシレートフイルムには後述する表面処理
、光学異方性層を塗設する際のラビング処理の実施や配向膜、光学異方性層の塗設や貼合
などを長尺で行う際に、本発明のセルロースアシレートフイルムの幅方向のカール値が前
述の範囲外では、フイルムのハンドリングに支障をきたし、フイルムの切断が起きること
がある。また、フイルムのエッジや中央部などで、フイルムが搬送ロールと強く接触する
ために発塵しやすくなり、フイルム上への異物付着が多くなり、光学補償フイルムの点欠
陥や塗布スジの頻度が許容値を超えることがある。又、カールを上述の範囲とすることで
光学異方性層を設置するときに発生しやすい色斑故障を低減できるほか、偏光膜貼り合せ
時に気泡が入ることを防ぐことができ、好ましい。
　カール値は、アメリカ国家規格協会の規定する測定方法（ＡＮＳＩ／ＡＳＣＰＨ１．２
９－１９８５）に従い測定することができる。
【０２４１】
（引裂き強度）
　ＪＩＳＫ７１２８－２：１９９８の引裂き試験方法に基ずく引裂き強度（エルメンドル
フ引裂き法）が、本発明のセルロースアシレートフイルムの膜厚が２０～８０μｍの範囲
において、２ｇ以上が好ましい。より好ましくは、５～２５ｇであり、更には６～２５ｇ
である。又、６０μｍ換算で８ｇ以上が好ましく、より好ましくは８～１５ｇである。具
体的には、試料片５０ｍｍ×６４ｍｍを、２５℃、６５％ＲＨの条件下に２時間調湿した
後に軽荷重引裂き強度試験機を用いて測定できる。
【０２４２】
［フイルムの残留溶剤量］
　本発明のセルロースアシレートフイルムに対する残留溶剤量が、０．０１～１．５質量
％の範囲となる条件で乾燥することが好ましい。より好ましくは０．０１～１．０質量％
である。本発明に用いる透明支持体の残留溶剤量は１．５％以下とすることでカールを抑
制できる。１．０％以下であることがより好ましい。これは、前述のソルベントキャスト
方法による成膜時の残留溶剤量を少なくすることで自由体積が小さくなることが主要な効
果要因になるためと思われる。
【０２４３】
［フイルムの吸湿膨張係数]
　本発明のセルロースアシレートフイルムの吸湿膨張係数は３０×１０-5／％ＲＨ以下と
することが好ましい。吸湿膨張係数は、１５×１０-5／％ＲＨ以下とすることがより好ま
しく、１０×１０-5／％ＲＨ以下であることがさらに好ましい。また、吸湿膨張係数は小
さい方が好ましいが、通常は、１．０×１０-5／％ＲＨ以上の値である。吸湿膨張係数は
、一定温度下において相対湿度を変化させた時の試料の長さの変化量を示す。この吸湿膨
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張係数を調節することで、本発明のセルロースアシレートフイルムを光学補償フイルム支
持体として用いた際、光学補償フイルムの光学補償機能を維持したまま、額縁状の透過率
上昇すなわち歪みによる光漏れを防止することができる。
【０２４４】
［表面処理］
　セルロースアシレートフイルムは、場合により表面処理を行うことによって、セルロー
スアシレートフイルムと各機能層（例えば、下塗層およびバック層）との接着の向上を達
成することができる。例えばグロー放電処理、紫外線照射処理、コロナ処理、火炎処理、
酸またはアルカリ処理を用いることができる。ここでいうグロー放電処理とは、１０-3～
２０Ｔｏｒｒの低圧ガス下でおこる低温プラズマでもよく、更にまた大気圧下でのプラズ
マ処理も好ましい。プラズマ励起性気体とは上記のような条件においてプラズマ励起され
る気体をいい、アルゴン、ヘリウム、ネオン、クリプトン、キセノン、窒素、二酸化炭素
、テトラフルオロメタンの様なフロン類及びそれらの混合物などがあげられる。これらに
ついては、詳細が発明協会公開技報（公技番号　２００１－１７４５、２００１年３月１
５日発行、発明協会）にて３０頁～３２頁に詳細に記載されており、本発明において好ま
しく用いることができる。
【０２４５】
［アルカリ鹸化処理によるフイルム表面の接触角］
　本発明のセルロースアシレートフイルムを偏光板の透明保護フイルムとして用いる場合
の表面処理の有効な手段の１つとしてアルカリ鹸化処理が上げられる。この場合、アルカ
リ鹸化処理後のフイルム表面の接触角が５５°以下であることがのぞましい。よりのぞま
しくは５０°以下であり、４５°以下であることがさらにのぞましい。接触角の評価法は
アルカリ鹸化処理後のフイルム表面に直径３ｍｍの水滴を落とし、フイルム表面と水滴の
なす角をもとめる通常の手法によって親疎水性の評価として用いることができる。
【０２４６】
（耐光性）
　本発明のセルロースアシレートの光耐久性の指標として、スーパーキセノン光を２４０
時間照射したフイルムの色差ΔＥ＊ａｂが２０以下であることがのぞましい。よりのぞま
しくは１８以下であり、１５以下であることがさらにのぞましい。色差の測定は、ＵＶ３
１００（島津製作所製）を用いた。測定の仕方は、フイルムを２５℃６０％ＲＨに２時間
以上調湿した後にキセノン光照射前のフイルムのカラー測定を行ない、初期値（Ｌ０＊、
ａ０＊、ｂ０＊　）を求めた。その後、フイルム単体で、スーパーキセノンウェザーメー
ターＳＸ－７５（スガ試験機（株）製）にて、１５０Ｗ／ｍ２、６０℃５０％ＲＨ条件に
てキセノン光を２４０時間照射した。所定時間の経過後、フイルムを恒温槽から取り出し
、２５℃６０％ＲＨに２時間調湿した後に、再びカラー測定を行い、照射経時後の値（Ｌ
１＊、ａ１＊、ｂ１＊）を求めた。これらから、色差ΔＥ＊ａｂ＝（（Ｌ０＊－Ｌ１＊）
＾２＋（ａ０＊－ａ１＊）＾２＋（ｂ０＊－ｂ１＊）＾２）＾０．５を求めた。
【０２４７】
［機能層］
　本発明のセルロースアシレートフイルムは、その用途として光学用途と写真感光材料に
適用される。特に光学用途が液晶表示装置であることが好ましく、液晶表示装置が、二枚
の電極基板の間に液晶を担持してなる液晶セル、その両側に配置された二枚の偏光素子、
および該液晶セルと該偏光素子との間に少なくとも一枚の光学補償シートを配置した構成
であることがさらに好ましい。これらの液晶表示装置としては、ＴＮ、ＩＰＳ、ＦＬＣ、
ＡＦＬＣ、ＯＣＢ、ＳＴＮ、ＥＣＢ、ＶＡおよびＨＡＮが好ましい。
　その際に前述の光学用途に本発明のセルロースアシレートフイルムを用いるに際し、各
種の機能層を付与することが実施される。それらは、例えば、帯電防止層、硬化樹脂層（
透明ハードコート層）、反射防止層、易接着層、防眩層、光学補償層、配向層、液晶層な
どである。本発明のセルロースアシレートフイルムを用いることができるこれらの機能層
及びその材料としては、界面活性剤、滑り剤、マット剤、帯電防止層、ハードコート層な



(88) JP 4498103 B2 2010.7.7

10

20

30

40

50

どが挙げられ、発明協会公開技報（公技番号　２００１－１７４５、２００１年３月１５
日発行、発明協会）にて３２頁～４５頁に詳細に記載されており、本発明において好まし
く用いることができる。
【０２４８】
［セルロースアシレートフイルムの表面処理］
　セルロースアシレートフイルムは、表面処理を施すことが好ましい。具体的方法として
は、コロナ放電処理、グロー放電処理、火炎処理、酸処理、アルカリ処理または紫外線照
射処理が挙げられる。また、特開平７－３３３４３３号明細書に記載のように、下塗り層
を設けることも好ましい。
　フイルムの平面性を保持する観点から、これら処理においてセルロースアシレートフイ
ルムの温度をＴｇ（ガラス転移温度）以下、具体的には１５０℃以下とすることが好まし
い。
　偏光板の透明保護膜として使用する場合、偏光膜との接着性の観点から、酸処理または
アルカリ処理、すなわちセルロースアシレートに対するケン化処理を実施することが特に
好ましい。以下、アルカリ鹸化処理を例に、具体的に説明する。
【０２４９】
　アルカリ鹸化処理は、フイルムの表面をアルカリ溶液に浸漬した後、酸性溶液で中和し
、水洗して乾燥するサイクルで行われることが好ましい。
　アルカリ溶液の例としては、水酸化カリウム溶液、水酸化ナトリウム溶液が挙げられる
。アルカリ溶液の水酸化イオンの規定濃度は、０．１乃至３．０Ｎの範囲にあることが好
ましく、０．５乃至２．０Ｎの範囲にあることがさらに好ましい。アルカリ溶液の温度は
、室温乃至９０℃の範囲にあることが好ましく、４０乃至７０℃の範囲にあることがさら
に好ましい。
【０２５０】
　表面処理後のフイルムの表面エネルギーは、５５ｍＮ／ｍ以上であることが好ましく、
６０ｍＮ／ｍ以上７５ｍＮ／ｍ以下であることがさらに好ましい。
　固体の表面エネルギーは、「ぬれの基礎と応用」（リアライズ社　１９８９．１２．１
０発行）に記載のように接触角法、湿潤熱法、および吸着法により求めることができる。
本発明のセルロースアシレートフイルムの場合、接触角法を用いることが好ましい。
　具体的には、表面エネルギーが既知である２種の溶液をセルロースアシレートフイルム
に滴下し、液滴の表面とフイルム表面との交点において、液滴に引いた接線とフイルム表
面のなす角で、液滴を含む方の角を接触角と定義し、計算によりフイルムの表面エネルギ
ーを算出できる。
【０２５１】
　本発明の光学補償フイルムは、作製したセルロースアシレートフイルム上に、液晶性化
合物から形成された光学異方性層を設けることにより作製することができる。セルロース
アシレートフイルムと、その上に設ける光学異方性層との間に、配向膜を設けることが好
ましい。配向膜は本発明で用いる液晶性化合物を一定の方向に配向させる働きをする。従
って、配向膜は本発明の光学補償フイルムを製造する上では必須である。しかし、液晶性
化合物を配向後にその配向状態を固定してしまえば、配向膜はその役割を果たしているた
めに、光学補償フイルムの構成要素としては必ずしも必須のものではない。すなわち、配
向状態が固定された配向膜上の光学異方性層のみをセルロースアシレートフイルム上に転
写して光学補償フイルムを作製することも可能である。
【０２５２】
［配向膜]
　配向膜は、液晶性化合物の配向方向を規定する機能を有する。配向膜は、有機化合物（
好ましくはポリマー）のラビング処理、無機化合物の斜方蒸着、マイクログルーブを有す
る層の形成、あるいはラングミュア・ブロジェット法（ＬＢ膜）による有機化合物（例、
ω－トリコサン酸、ジオクタデシルメチルアンモニウムクロライド、ステアリル酸メチル
）の累積のような手段で、設けることができる。さらに、電場の付与、磁場の付与あるい
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は光照射により、配向機能が生じる配向膜も知られている。配向膜は、ポリマーのラビン
グ処理により形成することが好ましい。
【０２５３】
　配向膜は、ポリマーのラビング処理により形成することが好ましい。ポリビニルアルコ
ールが、好ましいポリマーである。疎水性基が結合している変性ポリビニルアルコールが
特に好ましい。
　配向膜は、一種類のポリマーから形成することもできるが、架橋された二種類のポリマ
ーからなる層をラビング処理することにより形成することがさらに好ましい。少なくとも
一種類のポリマーとして、それ自体架橋可能なポリマーか、架橋剤により架橋されるポリ
マーのいずれかを用いることが好ましい。配向膜は、官能基を有するポリマーあるいはポ
リマーに官能基を導入したものを、光、熱、ＰＨ変化等により、ポリマー間で反応させて
形成するか；あるいは、反応活性の高い化合物である架橋剤を用いてポリマー間に架橋剤
に由来する結合基を導入して、ポリマー間を架橋することにより形成することができる。
【０２５４】
　このような架橋は、上記ポリマーまたはポリマーと架橋剤の混合物を含む配向膜塗布液
を、セルロースアシレートフイルム上に塗布したのち、加熱等を行なうことにより実施さ
れる。最終商品（光学補償フイルム）で耐久性が確保できれば良いので、配向膜をセルロ
ースアシレートフイルム上に塗設した後から、光学補償フイルムを得るまでのいずれの段
階で架橋させる処理を行なっても良い。
　配向膜上に形成される液晶性化合物からなる層（光学異方性層）の配向性を考えると、
液晶性化合物を配向させたのちに、充分架橋を行なうことも好ましい。
　配向膜の架橋は、セルロースアシレートフイルム上に配向膜塗布液を塗布し、加熱乾燥
することで行われることが一般的である。この塗布液の加熱温度を低く設定して、後述の
光学異方性層を形成する際の加熱処理の段階で配向膜の充分な架橋を行うことが好ましい
。
【０２５５】
　配向膜に用いるポリマーとしては、それ自体架橋可能なポリマーあるいは架橋剤により
架橋されるポリマーのいずれも使用することができる。勿論両方可能なポリマーもある。
ポリマーの例としては、ポリメチルメタクリレート、アクリル酸／メタクリル酸共重合体
、スチレン／マレインイミド共重合体、ポリビニルアルコール及び変性ポリビニルアルコ
ール、ポリ（Ｎ－メチロールアクリルアミド）、スチレン／ビニルトルエン共重合体、ク
ロロスルホン化ポリエチレン、ニトロセルロース、ポリ塩化ビニル、塩素化ポリオレフィ
ン、ポリエステル、ポリイミド、酢酸ビニル／塩化ビニル共重合体、エチレン／酢酸ビニ
ル共重合体、カルボキシメチルセルロース、ポリエチレン、ポリプロピレン及びポリカー
ボネート等のポリマー及びシランカップリング剤等の化合物を挙げることができる。
　好ましいポリマーの例としては、ポリ（Ｎ－メチロールアクリルアミド）、カルボキシ
メチルセルロース、ゼラチン、ポリビルアルコール及び変性ポリビニルアルコール等の水
溶性ポリマーが挙げられる。ゼラチン、ポリビルアルコール及び変性ポリビニルアルコー
ルを用いることが好ましく、ポリビルアルコール及び変性ポリビニルアルコールを用いる
ことがさらに好ましい。
　また、重合度の異なるポリビニルアルコールまたは変性ポリビニルアルコールを二種類
併用することが最も好ましい。
【０２５６】
　ポリビニルアルコールの例としては、鹸化度が７０乃至１００％の範囲にあるポリビニ
ルアルコールが挙げられる。一般に鹸化度は８０乃至１００％の範囲にあり、８５乃至９
５％の範囲にあることがさらに好ましい。また、ポリビニルアルコールの重合度は、１０
０乃至３０００の範囲にあることが好ましい。
　変性ポリビニルアルコールの例としては、共重合変性、連鎖移動による変性、またはブ
ロック重合による変性をしたポリビニルアルコールなどを挙げることができる。共重合変
性する場合の変性基の例としては、ＣＯＯＮａ、Ｓｉ（ＯＸ）3 、Ｎ（ＣＨ3 ）3 ・Ｃｌ
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、Ｃ9 、Ｈ19ＣＯＯ、ＳＯ3 、Ｎａ、Ｃ12Ｈ25などが挙げられる。連鎖移動による変性を
する場合の変性基の例としては、ＣＯＯＮａ、ＳＨ、Ｃ12Ｈ25などが挙げられる。また、
ブロック重合による変性をする場合の変性基の例としては、ＣＯＯＨ、ＣＯＮＨ2 、ＣＯ
ＯＲ、Ｃ6 Ｈ5 などが挙げられる。
　これらの中でも、鹸化度が８０乃至１００％の範囲にある未変性もしくは変性ポリビニ
ルアルコールが好ましい。また、鹸化度が８５乃至９５％の範囲にある未変性ポリビニル
アルコールおよび変性ポリビニルアルコールがさらに好ましい。
【０２５７】
　変性ポリビニルアルコールとしては、特に、下記一般式で表わされる化合物によるポリ
ビニルアルコールの変性物を用いることが好ましい。この変性ポリビニルアルコールを、
以下、特定の変性ポリビニルアルコールと記載する。
【０２５８】
【化６２】

【０２５９】
　式中、Ｒ1 は、アルキル基、アクリロイルアルキル基、メタクリロイルアルキル基、ま
たはエポキシアルキル基を表わし；Ｗは、ハロゲン原子、アルキル基、またはアルコキシ
基を表わし；Ｘは、活性エステル、酸無水物、または酸ハロゲン化物を形成するために必
要な原子群を表わし；ｐは、０または１を表わし；そしてｎは、０乃至４の整数を表わす
。
　上記の特定の変性ポリビニルアルコールは、さらに下記一般式で表わされる化合物によ
るポリビニルアルコールの変性物であることが好ましい。
【０２６０】

【化６３】

【０２６１】
　式中、Ｘ1 は、活性エステル、酸無水物、または酸ハロゲン化物を形成するために必要
な原子群を表わし、そしてｍは２乃至２４の整数を表わす。
【０２６２】
　これらの一般式により表される化合物と反応させるために用いるポリビニルアルコール
としては、前述の、未変性のポリビニルアルコール、および、共重合変性したもの、即ち
連鎖移動により変性したもの、ブロック重合による変性をしたものなどのポリビニルアル
コールの変性物を挙げることができる。特定の変性ポリビニルアルコールの好ましい例は
、特開平９－１５２５０９号明細書に詳しく記載されている。
　これらポリマーの合成方法、可視吸収スペクトル測定、および変性基導入率の決定方法
等は、特開平８－３３８９１３号公報に詳しく記載がある。
【０２６３】
　架橋剤の例としては、アルデヒド類、Ｎ－メチロール化合物、ジオキサン誘導体、カル
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ボキシル基を活性化することにより作用する化合物、活性ビニル化合物、活性ハロゲン化
合物、イソオキサゾール類、およびジアルデヒド澱粉などを挙げることができる。アルデ
ヒド類の例としては、ホルムアルデヒド、グリオキザール、およびグルタルアルデヒドが
挙げられる。Ｎ－メチロール化合物の例としては、ジメチロール尿素およびメチロールジ
メチルヒダントインが挙げられる。ジオキサン誘導体の例としては、２，３－ジヒドロキ
シジオキサンが挙げられる。カルボキシル基を活性化することにより作用する化合物の例
としては、カルベニウム、２－ナフタレンスルホナート、１，１－ビスピロリジノ－１－
クロロピリジニウム、および１－モルホリノカルボニル－３－（スルホナトアミノメチル
）が挙げられる。活性ビニル化合物の例としては、１，３，５－トリアクリロイル－ヘキ
サヒドロ－ｓ－トリアジン、ビス（ビニルスルホン）メタン、およびＮ，Ｎ’－メチレン
ビス－［β－（ビニルスルホニル）プロピオンアミド］が挙げられる。そして、活性ハロ
ゲン化合物の例としては、２，４－ジクロロ－６－ヒドロキシ－Ｓ－トリアジンが挙げら
れる。これらは、単独または組合せて用いることができる。
　これらは上記水溶性ポリマー、特にポリビニルアルコール及び変性ポリビニルアルコー
ル（上記特定の変性物も含む）と併用する場合に好ましい。生産性を考慮した場合、反応
活性の高いアルデヒド類、とりわけグルタルアルデヒドの使用が好ましい。
【０２６４】
　耐湿性は、架橋剤を多く添加した方が良化傾向にある。しかし、架橋剤をポリマーに対
して５０質量％以上添加した場合には、配向膜としての配向能が低下する。従って、ポリ
マーに対する架橋剤の添加量は、０．１乃至２０質量％の範囲にあることが好ましく、０
．５乃至１５質量％の範囲にあることがさらに好ましい。配向膜は、架橋反応が終了した
後でも、反応しなかった架橋剤をある程度含んでいるが、その架橋剤の量は、配向膜中に
１．０質量％以下であることが好ましく、０．５質量％以下であることがさらに好ましい
。配向膜中に１．０質量％を超える量で未反応の架橋剤が含まれていると、充分な耐久性
が得られない。即ち、液晶表示装置に使用した場合、長期使用、あるいは高温高湿の雰囲
気下に長期間放置した場合に、レチキュレーションが発生することがある。
【０２６５】
　配向膜は、上記ポリマーを含む溶液、あるいは上記ポリマーと架橋剤を含む溶液を、セ
ルロースアシレートフイルム上に塗布した後、加熱乾燥し（架橋させ）、ラビング処理す
ることにより形成することができる。架橋反応は、塗布液をセルロースアシレートフイル
ム上に塗布した後、任意の時期に行なっても良い。
　そして、ポリビニルアルコール等の水溶性ポリマーを配向膜形成材料として用いる場合
、その塗布液を作製するための溶媒は、消泡作用のあるメタノール等の有機溶媒とするか
、あるいは有機溶媒と水の混合溶媒とすることが好ましい。有機溶媒としてメタノールを
用いる場合、その比率は質量比で水：メタノールが、０：１００～９９：１が一般的であ
り、０：１００～９１：９であることがさらに好ましい。これにより、泡の発生が抑えら
れ、配向膜、更には光学異方性層の表面の欠陥が著しく減少する。
　塗布方法としては、スピンコーティング法、ディップコーティング法、カーテンコーテ
ィング法、エクストルージョンコーティング法、バーコーティング法及びＥ型塗布法を挙
げることができる。この中でも、特にＥ型塗布法が好ましい。
【０２６６】
　配向膜の膜厚は、０．１乃至１０μｍの範囲にあることが好ましい。加熱乾燥は、加熱
温度が２０乃至１１０℃の範囲で行なうことができる。充分な架橋を形成させるためには
、加熱温度は６０乃至１００℃の範囲にあることが好ましく、８０乃至１００℃の範囲に
あることが好ましい。乾燥時間は、１分～３６時間の範囲にあることが好ましく、５乃至
３０分間の範囲にあることがさらに好ましい。ｐＨも、使用する架橋剤に最適な値に設定
することが好ましく、グルタルアルデヒドを使用した場合は、ｐＨ４．５乃至５．５の範
囲にあることが好ましく、特にｐＨ５であることが好ましい。
【０２６７】
　ラビング処理は、ＬＣＤの液晶配向処理工程として広く採用されている処理方法を利用
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ン、ポリエステル繊維などを用いて一定方向に擦ることにより配向を得る方法を用いるこ
とができる。一般的には、長さ及び太さが均一な繊維を平均的に植毛した布などを用いて
数回程度ラビングを行うことにより実施される。
【０２６８】
［光学異方性層]
　光学異方性層は、液晶性化合物から形成される。光学異方性層は、セルロースアシレー
トフイルム上に設けられた配向膜の上に形成することが好ましい。
　光学異方性層に用いる液晶性化合物には、棒状液晶性化合物および円盤状液晶性化合物
が含まれる。棒状液晶性化合物および円盤状液晶性化合物は、高分子液晶でも低分子液晶
でもよく、さらに、低分子液晶が架橋され液晶性を示さなくなったものも含まれる。
　光学異方性層は、液晶性化合物および必要に応じて重合性開始剤や任意の成分を含む塗
布液を、配向膜の上に塗布することで形成できる。
【０２６９】
　塗布液の調整に使用する溶媒としては、有機溶媒が好ましく用いられる。有機溶媒の例
には、アミド（例、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド）、スルホキシド（例、ジメチルスル
ホキシド）、ヘテロ環化合物（例、ピリジン）、炭化水素（例、ベンゼン、ヘキサン）、
アルキルハライド（例、クロロホルム、ジクロロメタン、テトラクロロエタン）、エステ
ル（例、酢酸メチル、酢酸ブチル）、ケトン（例、アセトン、メチルエチルケトン）、エ
ーテル（例、テトラヒドロフラン、１，２－ジメトキシエタン）が含まれる。アルキルハ
ライドおよびケトンが好ましい。二種類以上の有機溶媒を併用してもよい。
　塗布液の塗布は、公知の方法（例、ワイヤーバーコーティング法、押し出しコーティン
グ法、ダイレクトグラビアコーティング法、リバースグラビアコーティング法、ダイコー
ティング法）により実施できる。
　光学異方性層の厚さは、０．１乃至２０μｍであることが好ましく、０．５乃至１５μ
ｍであることがさらに好ましく、１乃至１０μｍであることが最も好ましい。
　本発明に用いる液晶性化合物としては、円盤状液晶性化合物を用いることが好ましい。
【０２７０】
［棒状液晶性化合物］
　棒状液晶性化合物としては、アゾメチン類、アゾキシ類、シアノビフェニル類、シアノ
フェニルエステル類、安息香酸エステル類、シクロヘキサンカルボン酸フェニルエステル
類、シアノフェニルシクロヘキサン類、シアノ置換フェニルピリミジン類、アルコキシ置
換フェニルピリミジン類、フェニルジオキサン類、トラン類およびアルケニルシクロヘキ
シルベンゾニトリル類が好ましく用いられる。
　なお、棒状液晶性化合物には、金属錯体も含まれる。また、棒状液晶性化合物を繰り返
し単位中に含む液晶ポリマーも、棒状液晶性化合物として用いることができる。言い換え
ると、棒状液晶性化合物は、（液晶）ポリマーと結合していてもよい。
　棒状液晶性化合物については、季刊化学総説第２２巻液晶の化学（１９９４）日本化学
会編の第４章、第７章および第１１章、および液晶デバイスハンドブック日本学術振興会
第１４２委員会編の第３章に記載がある。
　棒状液晶性化合物の複屈折率は、０．００１乃至０．７の範囲にあることが好ましい。
　棒状液晶性化合物は、その配向状態を固定するために、重合性基を有することが好まし
い。重合性基（Ｑ）の例を、以下に示す。
【０２７１】



(93) JP 4498103 B2 2010.7.7

10

20

30

40

【化６４】

【０２７２】
　重合性基（Ｑ）は、不飽和重合性基（Ｑ１～Ｑ７）、エポキシ基（Ｑ８）またはアジリ
ジニル基（Ｑ９）であることが好ましく、不飽和重合性基であることがさらに好ましく、
エチレン性不飽和重合性基（Ｑ１～Ｑ６）であることが最も好ましい。
　棒状液晶性化合物は、短軸方向に対してほぼ対称となる分子構造を有することが好まし
い。そのためには、棒状分子構造の両端に重合性基を有することが好ましい。
　以下に、棒状液晶性化合物の例を示す。
【０２７３】
【化６５】

【０２７４】
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【化６６】

【０２７５】
【化６７】

【０２７６】
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【０２７７】
【化６９】

【０２７８】
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【化７０】

【０２７９】
【化７１】

【０２８０】
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【化７２】

【０２８１】
【化７３】

【０２８２】
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【化７４】

【０２８３】
【化７５】

【０２８４】
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【化７６】

【０２８５】
【化７７】

【０２８６】
　光学異方性層は、棒状液晶性化合物あるいは後述の重合性開始剤や任意の添加剤（例、
可塑剤、モノマー、界面活性剤、セルロースエステル、１，３，５－トリアジン化合物、
カイラル剤）を含む液晶組成物（塗布液）を、配向膜の上に塗布することで形成する。
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【０２８７】
［円盤状液晶性化合物］
　円盤状（ディスコティック）液晶性化合物の例としては、Ｃ．Ｄｅｓｔｒａｄｅらの研
究報告、Ｍｏｌ．Ｃｒｙｓｔ．７１巻、１１１頁（１９８１年）に記載されているベンゼ
ン誘導体、Ｃ．Ｄｅｓｔｒａｄｅらの研究報告、Ｍｏｌ．Ｃｒｙｓｔ．１２２巻、１４１
頁（１９８５年）、Ｐｈｙｓｉｃｓ ｌｅｔｔ，Ａ，７８巻、８２頁（１９９０）に記載
されているトルキセン誘導体、Ｂ．Ｋｏｈｎｅらの研究報告、Ａｎｇｅｗ．Ｃｈｅｍ．９
６巻、７０頁（１９８４年）に記載されたシクロヘキサン誘導体及びＪ．Ｍ．Ｌｅｈｎら
の研究報告、Ｊ．Ｃｈｅｍ．Ｃｏｍｍｕｎ．，１７９４頁（１９８５年）、Ｊ．Ｚｈａｎ
ｇらの研究報告、Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．１１６巻、２６５５頁（１９９４年）に
記載されているアザクラウン系やフェニルアセチレン系マクロサイクルなどを挙げること
ができる。さらに、円盤状液晶性化合物としては、一般的にこれらを分子中心の母核とし
、直鎖のアルキル基やアルコキシ基、置換ベンゾイルオキシ基等がその直鎖として放射線
状に置換された構造のものも含まれ、液晶性を示す。ただし、分子自身が負の一軸性を有
し、一定の配向を付与できるものであればよい。また、本発明において、円盤状液晶性化
合物から形成する光学異方性層は、最終的にできた物が前記化合物である必要はなく、例
えば、低分子の円盤状液晶性化合物が熱、光等で反応する基を有しており、結果的に熱、
光等で反応により重合または架橋し、高分子量化し液晶性を失ったものも含まれる。円盤
状液晶性化合物の好ましい例は、特開平８－５０２０６号公報に記載されている。また、
円盤状液晶性化合物の重合については、特開平８－２７２８４公報に記載がある。
【０２８８】
　円盤状液晶性化合物を重合により固定するためには、円盤状液晶性化合物の円盤状コア
に、置換基として重合性基を結合させる必要がある。ただし、円盤状コアに重合性基を直
結させると、重合反応において配向状態を保つことが困難になる。そこで、円盤状コアと
重合性基との間に、連結基を導入する。従って、重合性基を有する円盤状液晶性化合物は
、下記式（III)で表わされる化合物であることが好ましい。
【０２８９】
（III)　Ｄ（－Ｌ－Ｐ）n

　式中、Ｄは円盤状コアであり；Ｌは二価の連結基であり、Ｐは重合性基であり、そして
、ｎは４乃至１２の整数である。
　円盤状コア（Ｄ）の例を以下に示す。以下の各例において、ＬＰ（またはＰＬ）は、二
価の連結基（Ｌ）と重合性基（Ｐ）との組み合わせを意味する。
【０２９０】
【化７８】

【０２９１】
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【化７９】

【０２９２】
【化８０】

【０２９３】
【化８１】

【０２９４】
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【０２９５】
【化８３】

【０２９６】
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【化８４】

【０２９７】
【化８５】

【０２９８】
【化８６】

【０２９９】
　式（III)において、二価の連結基（Ｌ）は、アルキレン基、アルケニレン基、アリーレ
ン基、－ＣＯ－、－ＮＨ－、－Ｏ－、－Ｓ－およびそれらの組み合わせからなる群より選
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ばれる二価の連結基であることが好ましい。二価の連結基（Ｌ）は、アルキレン基、アリ
ーレン基、－ＣＯ－、－ＮＨ－、－Ｏ－および－Ｓ－からなる群より選ばれる二価の基を
少なくとも二つ組み合わせた二価の連結基であることがさらに好ましい。二価の連結基（
Ｌ）は、アルキレン基、アリーレン基、－ＣＯ－および－Ｏ－からなる群より選ばれる二
価の基を少なくとも二つ組み合わせた二価の連結基であることが最も好ましい。アルキレ
ン基の炭素原子数は、１乃至１２であることが好ましい。アルケニレン基の炭素原子数は
、２乃至１２であることが好ましい。アリーレン基の炭素原子数は、６乃至１０であるこ
とが好ましい。
【０３００】
　二価の連結基（Ｌ）の例を以下に示す。左側が円盤状コア（Ｄ）に結合し、右側が重合
性基（Ｐ）に結合する。ＡＬはアルキレン基またはアルケニレン基、ＡＲはアリーレン基
を意味する。なお、アルキレン基、アルケニレン基およびアリーレン基は、置換基（例、
アルキル基）を有していてもよい。
Ｌ１：－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－
Ｌ２：－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－
Ｌ３：－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＡＬ－
Ｌ４：－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－
Ｌ５：－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－
Ｌ６：－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－
Ｌ７：－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－
Ｌ８：－ＣＯ－ＮＨ－ＡＬ－
Ｌ９：－ＮＨ－ＡＬ－Ｏ－
Ｌ10：－ＮＨ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－
【０３０１】
Ｌ11：－Ｏ－ＡＬ－
Ｌ12：－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－
Ｌ13：－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－
Ｌ14：－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－ＮＨ－ＡＬ－
Ｌ15：－Ｏ－ＡＬ－Ｓ－ＡＬ－
Ｌ16：－Ｏ－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－ＣＯ－
Ｌ17：－Ｏ－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－
Ｌ18：－Ｏ－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－
Ｌ19：－Ｏ－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－
Ｌ20：－Ｓ－ＡＬ－
Ｌ21：－Ｓ－ＡＬ－Ｏ－
Ｌ22：－Ｓ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－
Ｌ23：－Ｓ－ＡＬ－Ｓ－ＡＬ－
Ｌ24：－Ｓ－ＡＲ－ＡＬ－
【０３０２】
　式（III）））の重合性基（Ｐ）は、重合反応の種類に応じて決定する。重合性基（Ｐ
）の例を以下に示す。
【０３０３】
【化８７】
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【０３０４】
【化８８】

【０３０５】
【化８９】

【０３０６】
【化９０】

【０３０７】

【化９１】

【０３０８】
【化９２】

【０３０９】
　重合性基（Ｐ）は、不飽和重合性基（Ｐ１、Ｐ２、Ｐ３、Ｐ７、Ｐ８、Ｐ１５、Ｐ１６
、Ｐ１７）またはエポキシ基（Ｐ６、Ｐ１８）であることが好ましく、不飽和重合性基で
あることがさらに好ましく、エチレン性不飽和重合性基（Ｐ１、Ｐ７、Ｐ８、Ｐ１５、Ｐ
１６、Ｐ１７）であることが最も好ましい。
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　式（III）において、ｎは４乃至１２の整数である。具体的な数字は、円盤状コア（Ｄ
）の種類に応じて決定される。なお、複数のＬとＰの組み合わせは、異なっていてもよい
が、同一であることが好ましい。
【０３１０】
　円盤状液晶性化合物を用いる場合、光学異方性層は円盤状構造単位の面が、セルロース
アシレートフイルム表面に対して傾き、且つ円盤状構造単位の面とセルロースアシレート
フイルム表面とのなす角度は、異方性層の各深さにおいては、揺らぎをもちつつ、光学異
方性層の深さ方向においては、変化していることが好ましい。
【０３１１】
　ある位置での円盤状構造単位の面の角度（平均傾斜角）は、一般に、各深さでは揺らぎ
をもちつつ、光学異方性層全体としては、深さ方向でかつ光学異方性層の底面からの距離
の増加と共に増加または減少している。平均傾斜角は、距離の増加と共に層全体としては
増加することが好ましい。さらに、平均傾斜角の変化としては、連続的増加、連続的減少
、間欠的増加、間欠的減少、連続的増加と連続的減少を含む変化、及び増加及び減少を含
む間欠的変化などを挙げることができる。間欠的変化は、厚さ方向の途中で平均傾斜角が
変化しない領域を含んでいる。平均傾斜角は、平均傾斜角が変化しない領域を含んでいて
も、全体として増加または減少していることが好ましい。さらに、平均傾斜角は全体とし
て増加していることが好ましく、特に連続的に変化することが好ましい。
【０３１２】
　支持体側の円盤状単位の平均傾斜角は、一般に円盤状液晶性化合物あるいは配向膜の材
料を選択することにより、またはラビング処理方法の選択することにより、調整すること
ができる。また、表面側（空気側）の円盤状単位の平均傾斜角は、一般に円盤状液晶性化
合物あるいは円盤状液晶性化合物とともに使用する他の化合物を選択することにより調整
することができる。円盤状液晶性化合物とともに使用する化合物の例としては、可塑剤、
界面活性剤、重合性モノマー及びポリマーなどを挙げることができる。更に、平均傾斜角
の変化の程度も、上記と同様の選択により調整できる。
【０３１３】
　円盤状液晶性化合物とともに使用する可塑剤、界面活性剤及び重合性モノマーとしては
、円盤状液晶性化合物と相溶性を有し、円盤状液晶性化合物の平均傾斜角の変化を与えら
れるか、あるいは配向を阻害しない限り、どのような化合物も使用することができる。こ
れらの中で、重合性モノマー（例、ビニル基、ビニルオキシ基、アクリロイル基及びメタ
クリロイル基を有する化合物）が好ましい。上記化合物の添加量は、円盤状液晶性化合物
に対して一般に１～５０質量％の範囲にあり、５～３０質量％の範囲にあることが好まし
い。
【０３１４】
　円盤状液晶性化合物とともに使用するポリマーとしては、円盤状液晶性化合物と相溶性
を有し、円盤状液晶性化合物に平均傾斜角の変化を与えられる限り、どのようなポリマー
でも使用することができる。ポリマーの例としては、セルロースエステルを挙げることが
できる。セルロースエステルの好ましい例としては、セルロースアシレート、セルロース
アシレートプロピオネート、ヒドロキシプロピルセルロース及びセルロースアシレートブ
チレートを挙げることができる。円盤状液晶性化合物の配向を阻害しないように、上記ポ
リマーの添加量は、円盤状液晶性化合物に対して一般に０．１～１０質量％の範囲にあり
、０．１～８質量％の範囲にあることがより好ましく、０．１～５質量％の範囲にあるこ
とがさらに好ましい。
【０３１５】
　光学異方性層は、一般に円盤状液晶性化合物および他の化合物を溶剤に溶解した溶液を
配向膜上に塗布し、乾燥し、次いでディスコティックネマチック相形成温度まで加熱し、
その後配向状態（ディスコティックネマチック相）を維持して冷却することにより得られ
る。あるいは、上記光学異方性層は、円盤状液晶性化合物及び他の化合物（更に、例えば
重合性モノマー、光重合開始剤）を溶剤に溶解した溶液を配向膜上に塗布し、乾燥し、次
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いでディスコティックネマチック相形成温度まで加熱したのち重合させ（ＵＶ光の照射等
により）、さらに冷却することにより得られる。本発明に用いる円盤状液晶性化合物のデ
ィスコティックネマティック液晶相－固相転移温度としては、７０～３００℃が好ましく
、特に７０～１７０℃が好ましい。
【０３１６】
［液晶性化合物の配向状態の固定］
　配向させた液晶性化合物を、配向状態を維持して固定することが好ましい。固定化は、
重合反応により実施することが好ましい。重合反応には、熱重合開始剤を用いる熱重合反
応と光重合開始剤を用いる光重合反応とが含まれる。光重合反応が好ましい。
　光重合開始剤の例には、α－カルボニル化合物（米国特許２３６７６６１号、同２３６
７６７０号の各明細書記載）、アシロインエーテル（米国特許２４４８８２８号明細書記
載）、α－炭化水素置換芳香族アシロイン化合物（米国特許２７２２５１２号明細書記載
）、多核キノン化合物（米国特許３０４６１２７号、同２９５１７５８号の各明細書記載
）、トリアリールイミダゾールダイマーとｐ－アミノフェニルケトンとの組み合わせ（米
国特許３５４９３６７号明細書記載）、アクリジンおよびフェナジン化合物（特開昭６０
－１０５６６７号公報、米国特許４２３９８５０号明細書記載）およびオキサジアゾール
化合物（米国特許４２１２９７０号明細書記載）が含まれる。
　光重合開始剤の使用量は、塗布液の固形分の０．０１乃至２０質量％の範囲にあること
が好ましく、０．５乃至５質量％の範囲にあることがさらに好ましい。
　液晶性化合物の重合のための光照射は、紫外線を用いることが好ましい。
　照射エネルギーは、２０ｍＪ／ｃｍ2 乃至５０Ｊ／ｃｍ2 の範囲にあることが好ましく
、２０乃至５０００ｍＪ／ｃｍ2 の範囲にあることがより好ましく、１００乃至８００ｍ
Ｊ／ｃｍ2 の範囲にあることがさらに好ましい。また、光重合反応を促進するため、加熱
条件下で光照射を実施してもよい。保護層を、光学異方性層の上に設けてもよい。
　以上のように、セルロースアシレートフイルム上に光学異方性層を設けることにより本
発明の光学補償フイルムを作製することができる。
【０３１７】
［偏光板］
　偏光板は、偏光膜およびその両側に配置された二枚の透明保護膜からなる。一方の保護
膜として、上記の光学補償フイルムを用いることができる。他方の保護膜は、通常のセル
ロースアシレートフイルムを用いてもよい。
　偏光膜には、ヨウ素系偏光膜、二色性染料を用いる染料系偏光膜やポリエン系偏光膜が
ある。ヨウ素系偏光膜および染料系偏光膜は、一般にポリビニルアルコール系フイルムを
用いて製造する。
【０３１８】
　また、偏光板の生産性には保護フイルムの透湿性が重要であることがわかった。偏光膜
と保護フイルムは水系接着剤で貼り合わせられており、この接着剤溶剤は保護フイルム中
を拡散することで、乾燥される。保護フイルムの透湿性が高ければ、高いほど乾燥は早く
なり、生産性は向上するが、高くなりすぎると、液晶表示装置の使用環境（高湿下）によ
り、水分が偏光膜中に入ることで偏光能が低下する。
　光学補償フイルムの透湿性は、ポリマーフイルム（および重合性液晶化合物）の厚み、
自由体積、もしくは、親疎水性などにより決定される。
　光学補償フイルムを偏光板の保護フイルムとして用いる場合、光学補償フイルムの透湿
性は１００乃至１０００（ｇ／ｍ2 ）／２４ｈｒｓの範囲にあることが好ましく、３００
乃至７００（ｇ／ｍ2 ）／２４ｈｒｓの範囲にあることが更に好ましい。
　光学補償フイルムの厚みは、セルロースアシレートフイルムを製膜する場合の、リップ
流量とラインスピード、あるいは、延伸、圧縮により調整することができる。使用する主
素材により透湿性が異なるので、厚み調整により好ましい範囲にすることが可能である。
　光学補償フイルムの自由体積は、製膜の場合、乾燥温度と時間により調整することがで
きる。この場合もまた、使用する主素材により透湿性が異なるので、自由体積調整により
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好ましい範囲にすることが可能である。
　光学補償フイルムの親疎水性は、添加剤により調整することができる。自由体積中に親
水的添加剤を添加することで透湿性は高くなり、逆に疎水性添加剤を添加することで透湿
性を低くすることができる。
　光学補償フイルムの透湿性を調整することにより、光学補償能を有する偏光板を安価に
高い生産性で製造することが可能となる。
【０３１９】
［液晶表示装置］
　上記の光学補償フイルム、または光学補償フイルムと偏光膜とを貼り合わせて得られた
偏光板は、液晶表示装置、特に透過型液晶表示装置に有利に用いられる。
　透過型液晶表示装置は、液晶セルおよびその両側に配置された二枚の偏光板からなる。
偏光板は、偏光膜およびその両側に配置された二枚の透明保護膜からなる。液晶セルは、
二枚の電極基板の間に液晶を担持している。
　本発明の光学補償フイルムは、液晶セルと一方の偏光板との間に一枚配置するか、ある
いは液晶セルと双方の偏光板との間に二枚配置する。
　本発明の偏光板は、液晶セルの両側に配置された二枚の偏光板のうちの少なくとも一方
として用いればよい。この際には、光学補償フイルムが液晶セル側となるように本発明の
偏光板を配置する。
　ＴＮモードの液晶セルでは、電圧無印加時に棒状液晶性分子が実質的に水平配向し、さ
らに６０乃至１２０゜にねじれ配向している。
　ＴＮモードの液晶セルは、カラーＴＦＴ液晶表示装置として最も多く利用されており、
多数の文献に記載がある。
【０３２０】
［プリズムシート]
　本発明の実施の態様として、場合によって視野角を変え、プライバシーを守る観点から
、後述のプリズムシートを２枚以上使用し、さらに該プリズムシートを取り外し可能とす
ることが好ましい。
　プリズムシートは後述の従来の使用法とは異なり、溝方向を実質的に一致させ、２枚以
上使用することが好ましい。ここでいう実質的とは、±３０度以内をいう。
【０３２１】
　以下プリズムシートについて詳細を記載する。
　バックライトから出射された光は導光板に形成された光出射機構により、一部の光が導
光体の光出射面から出射する。この出射光は観察方向と異なる方向に指向性を有する。こ
のため、必要な方向へと指向性を変更させて光を出射させるために、プリズムシートなど
が使用される。このプリズムシートは、実開平３－６９１８４号公報に開示されているよ
うに、プリズム面を導光体と反対の側に向けて配置されることが多く、また、プリズムシ
ートは、プリズム稜線の方向が互いに直交するような配置で重ね合わせて使用されること
が一般的である。更には、特公平７－２７１３６号公報や特公平７－２７１３７号公報に
開示されているように、プリズム面を導光体側に向けて配置されたものも提案されている
。特開平７－３１８７２９号公報には、導光体の光出射面上に、プリズム列と直交する断
面において、各プリズム列の長辺のシート面に対する角度が視点直下位置から離れるに従
って大きくなるようなリニアフレネルレンズシートを、レンズ面が出射面となるように配
置し、出射光を視点方向に集光させるようにした面光源装置が記載されている。
【実施例】
【０３２２】
［実施例１］
（セルロースアシレートフイルムの作製）
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、加熱しながら攪拌して、各成分を溶解し、
セルロースアシレート溶液Ａを調製した。
【０３２３】
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────────────────────────────────────────
　セルロースアシレート溶液Ａ組成
────────────────────────────────────────
　置換度２．８６のセルロースアセテート　　　　　　　　　　　１００質量部
　トリフェニルホスフェート（可塑剤）　　　　　　　　　    　　　７．８質量部
　ビフェニルジフェニルホスフェート（可塑剤）　　　　　    　　　３．９質量部
　メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　　　　　　　　　３００質量部
　メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５４質量部
　１－ブタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１質量部
────────────────────────────────────────
【０３２４】
　別のミキシングタンクに、下記の組成物を投入し、加熱しながら攪拌して、各成分を溶
解し、添加剤溶液Ｂを調製した。
【０３２５】
────────────────────────────────────────
 溶液Ｂ組成
────────────────────────────────────────
　メチレンクロライド（第１溶媒）                        　　　　８０質量部
　メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０質量部
　光学異方性低下剤（Ａ－１９）　　　　　　　　　　　　　　　　　４０質量部
　波長分散制御剤（ＵＶ－１２０）　　　　　　　　　　　　　　　　　４重量部
────────────────────────────────────────
【０３２６】
　<セルロースアセテートフイルム試料００１の作製>
　セルロースアシレート溶液Ａを４７７質量部に、添加剤溶液Ｂ－１の４０質量部を添加
し、充分に攪拌して、ドープを調製した。ドープを流延口から０℃に冷却したドラム上に
流延した。溶媒含有率７０質量％の場外で剥ぎ取り、フイルムの巾方向の両端をピンテン
ター（特開平４－１００９号の図３に記載のピンテンター）で固定し、溶媒含有率が３乃
至５質量％の状態で、横方向（機械方向に垂直な方向）の延伸率が３％となる間隔を保ち
つつ乾燥した。その後、熱処理装置のロール間を搬送することにより、さらに乾燥し、厚
み８０μｍのセルロースアセテートフイルム試料ＣＡＦ－０１を作製した。
　作製したＣＡＦ－０１について、光学特性を測定した。結果は第１表に示す。
　尚、光学特性は、エリプソメーター（Ｍ－１５０、日本分光（株）製）を用いて、波長
６３０ｎｍにおけるＲｅレターデーション値およびＲthレターデーション値を測定した。
【０３２７】
（配向膜の形成）
　このセルロースアシレートフイルム上に、下記の組成の塗布液を＃１６のワイヤーバー
コーターで２８ｍｌ／ｍ2 塗布した。６０℃の温風で６０秒、さらに９０℃の温風で１５
０秒乾燥した。
　次に、セルロースアシレートフイルムの長手方向と平行な方向に、形成した膜にラビン
グ処理を実施した。
【０３２８】
────────────────────────────────────────
　配向膜塗布液組成
────────────────────────────────────────
　下記の変性ポリビニルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
　水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７１質量部
　メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１９質量部
　グルタルアルデヒド（架橋剤）　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５質量部
────────────────────────────────────────
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【０３２９】
【化９３】

【０３３０】
（光学異方性層の形成）
　配向膜上に、下記の円盤状（液晶性）化合物４１．０１ｇ、エチレンオキサイド変性ト
リメチロールプロパントリアクリレート（Ｖ＃３６０、大阪有機化学（株）製）４．０６
ｇ、セルロースアシレートブチレート（ＣＡＢ５５１－０．２、イーストマンケミカル社
製）０．９０ｇ、セルロースアシレートブチレート（ＣＡＢ５３１－１、イーストマンケ
ミカル社製）０．２３ｇ、光重合開始剤（イルガキュアー９０７、チバガイギー社製）１
．３５ｇ、増感剤（カヤキュアーＤＥＴＸ、日本化薬（株）製）０．４５ｇを、１０２ｇ
のメチルエチルケトンに溶解した塗布液を、＃３．６のワイヤーバーで塗布した。これを
１３０℃の恒温ゾーンで２分間加熱し、円盤状化合物を配向させた。次に、６０℃の雰囲
気下で１２０Ｗ／ｃｍ高圧水銀灯を用いて、１分間ＵＶ照射し円盤状化合物を重合させた
。その後、室温まで放冷した。このようにして、光学異方性層を形成し、光学補償フイル
ム（ＫＨ－０１）を作製した。
　波長５４６ｎｍで測定した光学異方性層のＲｅレターデーション値は４３ｎｍであった
。また、円盤面とセルロースアシレートフイルム表面との間の角度（傾斜角）は平均で４
２゜であった。
【０３３１】
【化９４】

【０３３２】
［実施例２］
（セルロースアシレートフイルムの作製）
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、加熱しながら攪拌して、各成分を溶解し、
セルロースアシレート溶液Ｅを調製した。この際、置換度２．９２のセルロースアシレー
トを用いた。
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【０３３３】
────────────────────────────────────────
　セルロースアシレート溶液Ｃ組成
────────────────────────────────────────
　セルロースアセテート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
　メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　３００質量部
　メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５４質量部
　１－ブタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１質量部
────────────────────────────────────────
【０３３４】
　別のミキシングタンクに、下記の組成物を投入し、加熱しながら攪拌して、各成分を溶
解し、添加剤溶液Ｂを調製した。
【０３３５】
────────────────────────────────────────
　溶液Ｂ組成
────────────────────────────────────────
　メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　　８０質量部
　メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０質量部
　光学異方性低下剤（Ａ－１９）　　　　　　　　　　　　　　　　　４０質量部
　波長分散制御剤（ＵＶ－１０２）　　　　　　　　　　　　　　　　　４重量部
────────────────────────────────────────
【０３３６】
　<セルロースアセテートフイルム試料の作製>
　セルロースアシレート溶液Ａを４６５質量部に、添加剤溶液Ｂ－１の４０質量部を添加
し、充分に攪拌して、ドープを調製した。ドープを流延口から０℃に冷却したドラム上に
流延した。溶媒含有率７０質量％の場外で剥ぎ取り、フイルムの巾方向の両端をピンテン
ター（特開平４－１００９号の図３に記載のピンテンター）で固定し、溶媒含有率が３乃
至５質量％の状態で、横方向（機械方向に垂直な方向）の延伸率が３％となる間隔を保ち
つつ乾燥した。その後、熱処理装置のロール間を搬送することにより、さらに乾燥し、厚
み８０μｍのセルロースアセテートフイルム試料ＣＡＦ－０２を作製した。
　作製したＣＡＦ－０２について、光学特性を測定した。結果は第１表に示す。
　尚、光学特性は、エリプソメーター（Ｍ－１５０、日本分光（株）製）を用いて、波長
６３０ｎｍにおけるＲｅレターデーション値およびＲthレターデーション値を測定した。
　さらに、作製したセルロースアシレートフイルムを、１．５Ｎの水酸化カリウム溶液（
４０℃）に５分間浸漬した後、硫酸で中和し、純水で水洗、乾燥した。このセルロースア
シレートフイルムの表面エネルギーを接触角法により求めたところ、６８ｍＮ／ｍであっ
た。
【０３３７】
（配向膜の形成）
　このセルロースアシレートフイルム上に、実施例１で用いた配向膜塗布液を＃１６のワ
イヤーバーコーターで２８ｍｌ／ｍ2 塗布した。６０℃の温風で６０秒、さらに９０℃の
温風で１５０秒乾燥した。
　次に、セルロースアシレートフイルムの遅相軸（波長６３２．８ｎｍで測定）と４５゜
の方向に、形成した膜にラビング処理を実施した。
【０３３８】
（液晶性化合物の作製）
　まず、液晶性高分子の合成と、無配向処理基板上でのホメオトロピック配向の確認を行
う。
　４－ヘプチル安息香酸１０ｍｍｏｌ、テレフタル酸９５ｍｍｏｌ、メチルヒドロキノン
ジアシレート５０ｍｍｏｌ、カテコールジアシレート５０ｍｍｏｌ、および酢酸ナトリウ
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ム１００ｍｇを用いて窒素雰囲気下、２７０℃で１２時間重合を行った。得られた反応生
成物をテトラクロロエタンに溶解したのち、メタノールで再沈澱を行って精製し、液晶性
ポリエステル２２．０ｇを得た。
　この液晶性ポリエステルの対数粘度は０．１５、液晶相としてネマチック相をもち、等
方相－液晶相転移温度は２４０℃、ガラス転移点は７５℃であった。
【０３３９】
　この液晶性ポリエステルを用いて、１０ｗｔ％のフェノール／テトラクロロエタン混合
溶媒（６／４質量比）溶液を調製した。この溶液を、ソーダガラス板上に、バーコート法
により塗布し、溶媒を除去した。次いで、１９０℃で３０分間熱処理した後、室温下で冷
却・固定化した。その結果、膜厚１５μｍの均一に配向した液晶性フイルムを得た。コノ
スコープ観察したところ高分子液晶は正の一軸性構造を持つことがわかり、このポリマー
がホメオトロピック配向性を持つことがわかった。
【０３４０】
（光学異方性層の形成）
　前記のようにして得られた液晶性ポリエステルの８ｗｔ％テトラクロロエタン溶液を調
製した。次いで、スピンコート法により、溶液を配向膜上に塗布した。次いで溶媒を除去
した後、１９０℃で２０分間熱処理した。熱処理後、空冷し、液晶性化合物の配向状態を
固定化した。得られた光学補償フイルム（ＫＨ－０２）は、透明で配向欠陥はなく、均一
な膜厚（１．５５μｍ）を有していた。
【０３４１】
［比較例１］
（セルロースアセテートフイルムの作製）
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、加熱しながら攪拌して、各成分を溶解し、
セルロースアセテート溶液を調製した。
【０３４２】
────────────────────────────────────────
　セルロースアセテート溶液組成
────────────────────────────────────────
　酢化度６０．９％のセルロースアセテート　　　　　　　　　　　１００質量部
　トリフェニルホスフェート（可塑剤）　　　　　　　　　　　　　　　７．８質量部
　ビフェニルジフェニルホスフェート（可塑剤）　　　　　　　　　　　３．９質量部
　メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　３００質量部
　メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５４質量部
　１－ブタノール（第３溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１質量部
────────────────────────────────────────
【０３４３】
　別のミキシングタンクに、下記のレターデーション上昇剤１６質量部、メチレンクロラ
イド８０質量部およびメタノール２０質量部を投入し、加熱しながら攪拌して、レターデ
ーション上昇剤溶液を調製した。
　セルロースアセテート溶液４８７質量部にレターデーション上昇剤溶液１３質量部を混
合し、充分に攪拌してドープを調製した。レターデーション上昇剤の添加量は、セルロー
スアセテート１００質量部に対して、１．８質量部であった。
【０３４４】
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【化９５】

【０３４５】
　得られたドープを、バンド流延機を用いて流延した。バンド上での膜面温度が４０℃と
なってから、６０℃の温風で１分乾燥し、フイルムをバンドから剥ぎ取った。次いでフイ
ルムを１４０℃の乾燥風で１０分乾燥し、残留溶剤量が０．３質量％のセルロースアセテ
ートフイルム（厚さ：８０μｍ）を製造した。
　作製したセルロースアセテートフイルム（ＣＡＦ－Ｈ１）について、光学特性と吸湿膨
張係数を測定した。結果は第１表に示す。
　尚、光学特性は、エリプソメーター（Ｍ－１５０、日本分光（株）製）を用いて、波長
６３０ｎｍにおけるＲｅレターデーション値およびＲthレターデーション値を測定した。
【０３４６】
（配向膜の形成）
　このセルロースアセテートフイルム上に、下記の組成の塗布液を＃１６のワイヤーバー
コーターで２８ｍｌ／ｍ2 塗布した。６０℃の温風で６０秒、さらに９０℃の温風で１５
０秒乾燥した。
　次に、セルロースアセテートフイルムの長手方向と平行な方向に、形成した膜にラビン
グ処理を実施した。
【０３４７】
────────────────────────────────────────
　配向膜塗布液組成
────────────────────────────────────────
　下記の変性ポリビニルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
　水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７１質量部
　メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１９質量部
　グルタルアルデヒド（架橋剤）　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５質量部
────────────────────────────────────────
【０３４８】
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【化９６】

【０３４９】
（光学異方性層の形成）
　配向膜上に、下記の円盤状（液晶性）化合物４１．０１ｇ、エチレンオキサイド変性ト
リメチロールプロパントリアクリレート（Ｖ＃３６０、大阪有機化学（株）製）４．０６
ｇ、セルロースアセテートブチレート（ＣＡＢ５５１－０．２、イーストマンケミカル社
製）０．９０ｇ、セルロースアセテートブチレート（ＣＡＢ５３１－１、イーストマンケ
ミカル社製）０．２３ｇ、光重合開始剤（イルガキュアー９０７、チバガイギー社製）１
．３５ｇ、増感剤（カヤキュアーＤＥＴＸ、日本化薬（株）製）０．４５ｇを、１０２ｇ
のメチルエチルケトンに溶解した塗布液を、＃３．６のワイヤーバーで塗布した。これを
１３０℃の恒温ゾーンで２分間加熱し、円盤状化合物を配向させた。次に、６０℃の雰囲
気下で１２０Ｗ／ｃｍ高圧水銀灯を用いて、１分間ＵＶ照射し円盤状化合物を重合させた
。その後、室温まで放冷した。このようにして、光学異方性層を形成し、光学補償シート
（ＫＨ－Ｈ１）を作製した。
　波長５４６ｎｍで測定した光学異方性層のＲｅレターデーション値は４３ｎｍであった
。また、円盤面とセルロースアセテートフイルム表面との間の角度（傾斜角）は平均で４
２゜であった。
【０３５０】
【化９７】

【０３５１】
　作製したセルロースアシレートフイルム（ＣＡＦ－Ｈ１）について、光学特性と吸湿膨
張係数を測定した。結果は第１表に示す。
　尚、光学特性は、エリプソメーター（Ｍ－１５０、日本分光（株）製）を用いて、波長
５５０ｎｍにおけるＲｅレターデーション値およびＲthレターデーション値を測定した。
【０３５２】
　　　　　　　　　　　　　　　　第１表



(115) JP 4498103 B2 2010.7.7

10

20

30

40

50

────────────────────────────────────────
　　　　　　フイルム　厚み　光学異方性低下剤　波長分散低下剤　Ｒｅ　　　Ｒｔｈ
────────────────────────────────────────
実施例１　ＣＡＦ－０１　８０μ　１２質量部　　１．８重量部　　２ｎｍ　　１５ｎｍ
実施例２　ＣＡＦ－０２　４０μ　１２重量部　　１．８質量部　　０ｎｍ　　－５ｎｍ
比較例１　ＣＡＦ－Ｈ１　８０μ　　１．８重量部（Ｒｅ調整剤）　５ｎｍ　１３０ｎｍ
────────────────────────────────────────
【０３５３】
［実施例３］
　延伸したポリビニルアルコールフイルムにヨウ素を吸着させて偏光膜を作製した。ポリ
ビニルアルコール系接着剤を用いて、実施例１で作成した光学補償フイルム（ＫＨ－０１
）を、セルロースアシレートフイルム（ＣＡＦ―０１）が偏光膜側となるように偏光膜の
片側に貼り付けた。偏光膜の透過軸と光学補償フイルム（ＫＨ―０１）の遅相軸とは平行
になるように配置した。
　市販のセルローストリアシレートフイルム（フジタックＴＤ８０ＵＦ、富士写真フイル
ム（株）製）にケン化処理を行い、ポリビニルアルコール系接着剤を用いて、偏光膜の反
対側に貼り付けた。偏光膜の透過軸と市販のセルローストリアシレートフイルムの遅相軸
とは、直交するように配置した。
　このようにして偏光板を作製した。
【０３５４】
［実施例４］
　延伸したポリビニルアルコールフイルムにヨウ素を吸着させて偏光膜を作製した。ポリ
ビニルアルコール系接着剤を用いて、実施例２で作成した光学補償フイルム（ＫＨ－０２
）を、セルロースアシレートフイルム（ＣＡＦ―０２）が偏光膜側となるように偏光膜の
片側に貼り付けた。偏光膜の透過軸と光学補償フイルム（ＫＨ―０２）の遅相軸とは直交
になるように配置した。
　市販のセルローストリアシレートフイルム（フジタックＴＤ８０ＵＦ、富士写真フイル
ム（株）製）にケン化処理を行い、ポリビニルアルコール系接着剤を用いて、偏光膜の反
対側に貼り付けた。偏光膜の透過軸と市販のセルローストリアシレートフイルムの遅相軸
とは、直交するように配置した。
　このようにして偏光板を作製した。
【０３５５】
［比較例２］
　延伸したポリビニルアルコールフイルムにヨウ素を吸着させて偏光膜を作製した。ポリ
ビニルアルコール系接着剤を用いて、比較例１で作成したセルロースアシレートフイルム
を偏光膜の片側に貼り付けた。偏光膜の透過軸とセルロースアシレートフイルム（ＣＡＦ
－Ｈ１）の遅相軸とは平行になるように配置した。
　市販のセルローストリアシレートフイルム（フジタックＴＤ８０ＵＦ、富士写真フイル
ム（株）製）にケン化処理を行い、ポリビニルアルコール系接着剤を用いて、偏光膜の反
対側に貼り付けた。偏光膜の透過軸と市販のセルローストリアシレートフイルムの遅相軸
とは、直交するように配置した。
　このようにして偏光板を作製した。
【０３５６】
［実施例５］
　ＴＮ型液晶セルを使用した液晶表示装置（６Ｅ－Ａ３、シャープ（株）製）に設けられ
ている一対の偏光板を剥がし、代わりに実施例３で作製した偏光板を、光学補償フイルム
（ＫＨ－０１）が液晶セル側となるように粘着剤を介して、観察者側およびバックライト
側に一枚ずつ貼り付けた。観察者側の偏光板の透過軸と、バックライト側の偏光板の透過
軸とが直交するように配置した。
　作製した液晶表示装置について、測定機（ＥＺ－Contrast１６０Ｄ、ＥＬＤＩＭ社製）
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を用いて、黒表示（Ｌ１）から白表示（Ｌ８）までの８段階で視野角を測定した。結果を
第２表に示す。
【０３５７】
［実施例６］
　ＴＮ型液晶セルを使用した液晶表示装置（６Ｅ－Ａ３、シャープ（株）製）に設けられ
ている一対の偏光板を剥がし、代わりに実施例４で作製した偏光板を、光学補償フイルム
（ＫＨ－０２）が液晶セル側となるように粘着剤を介して、観察者側およびバックライト
側に一枚ずつ貼り付けた。観察者側の偏光板の透過軸と、バックライト側の偏光板の透過
軸とが直交するように配置した。
　作製した液晶表示装置について、測定機（ＥＺ－Contrast１６０Ｄ、ＥＬＤＩＭ社製）
を用いて、黒表示（Ｌ１）から白表示（Ｌ８）までの８段階で視野角を測定した。結果を
第２表に示す。
【０３５８】
［比較例３］
　ＴＮ型液晶セルを使用した液晶表示装置（６Ｅ－Ａ３、シャープ（株）製）について、
測定機（ＥＺ－Contrast１６０Ｄ、ＥＬＤＩＭ社製）を用いて、黒表示（Ｌ１）から白表
示（Ｌ８）までの８段階で視野角を測定した。結果を第２表に示す。
【０３５９】
　　　　　　　　　　　　　　　　第２表
────────────────────────────────────────
　液晶　　　視野角（コントラスト比が１０以上で黒側の階調反転のない範囲）
表示装置　　　　　　　上　　　　　　　　下　　　　　　　左右
────────────────────────────────────────
実施例５　　　　　　　７０゜　　　　　　　４５゜　　　　　　　８０゜
実施例６　　　　　　　６５゜　　　　　　　６０゜　　　　　　　６５゜
比較例３　　　　　　　７０゜　　　　　　　４５゜　　　　　　１６０゜
────────────────────────────────────────
（註）黒側の階調反転：Ｌ１とＬ２との間の反転
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